
第1章 	こころの健康を取り巻く環境とその現状
第1節では、生まれてから老いに至るまでのライフステージ全般におけるストレス要因

を概観する。ライフステージごとのライフイベントや日常生活のなかで経験しうる出来事
とこころの健康の関係について整理し、また、現代社会の特徴的な側面であるデジタル化
の進展、これらに伴う孤独・孤立の深刻化などについても、こころの健康の観点から取り
上げる。

第2節では、代表的な精神疾患の現状を、また、第3節では、こころの健康が損なわれ
た影響が社会のなかに現れる姿を整理し、第4節では、こころの健康に対する人々の意識
について、アンケート調査の結果から分析していく。

	 第1節	 こころの健康を取り巻く社会環境とその変化

	1	ライフステージにおけるストレス
（ライフイベントや些細な日常の出来事も、時にこころの不調の要因となりうる）

一般に、家族との死別など、大きなライフイベントは大きなストレスとなり、こころの
不調の要因となると考えられているが、些細な日常の出来事でも、それらが重なったり続
いたりすると、同様のメカニズムで体調に影響を及ぼすと考えられている。また、一見す
るとよいことのように思えるライフイベント＊1も、受け止める人によりストレスの性質が
異なり、その影響も個々人により異なることがある。

また、同じライフステージにあっても、好ましくない環境や状況に置かれてしまう人ほ
どこころの不調をきたしやすいといわれており、そのようなリスクはライフステージの全
般にわたって存在している。

＊1	 米国の心理学者のHolmesらによるライフイベントのストレス度を点数化した「社会的再適応評価尺度」では、「結婚」を50点とした
場合に「配偶者の死」が100点である一方で、たとえば「退職」が45点、「妊娠」が40点などとなっている。

ストレスとは、外部からの刺激など（スト
レッサー）によって、心身に生じる反応（ス
トレス反応）のことをいう。ストレッサーと
ストレス反応を合わせてストレスと呼ぶこと
もある。

もともとは物理学の言葉で、物体の外側か
らかけられた圧力によって歪みが生じた状態
をいう。ストレスを風船に例えると、風船で
指を押さえる力をストレッサーといい、スト
レッサーにより風船が歪んだ状態をストレス

反応という。
アメリカの生物学者が生理学に応用し、カ

ナ ダ の 医 学 者 の ハ ン ス・ セ リ エ（Hans 
Selye）がさらに研究を進めて「ストレス学
説」を唱えたのが、今の「ストレス」の始ま
りといわれている。

ストレッサーには、暑さや寒さや有害物質
などの物理的・化学的なもの、病気や飢え、
睡眠不足などの生理的なもの、職場や家庭に
おける不安・緊張・恐怖・怒りなどの心理

ストレスとは何かMEMO
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（1）幼年期・少年期・青年期
（幼年期には、養育者との安定した関係が情緒の形成に不可欠である）

出生から幼年期（0～4歳）にかけては、父母等の養育者に対して遠慮のない甘えを通
じて、信頼感や安心感を獲得していく時期にあたる。乳幼児にとって、養育者との安定し
た関係性が情緒の形成に不可欠であるが、それが不十分な場合には、満たされないストレ
スが、腹痛や嘔吐など、様々な症状や行動として現れるといわれる＊2。養育者の置かれた
状況に応じ、乳幼児と養育者の安定した関係性を支え、乳幼児の安心や経験が保障される
環境づくりを支える仕組みを、地域や社会において整えていくことも重要である。

（思春期は仲間集団の役割が大きく、その中での人間関係がこころの健康にも影響を及ぼ
す）

少年期（5～14歳）は、社会参加への準備の意義がある時期であり、多くの時間を学校
で過ごすことから、入学、進学、卒業、受験など、学校や教育に関するライフイベントが
多く存在する。そうしたなかで、友人関係のトラブルやいじめなど、学校という「場」を
めぐる様々な問題に直面する可能性もある。また、10歳代から20歳代にかけては、精神
疾患にかかりやすい時期としても知られている＊3。

青年期（15～24歳）は、身体的に成熟し、社会的にもこどもから大人へ移行する時期
にあたり、ライフイベントも学校や教育に関するものから、就職や転職、結婚、出産・子
育てなど、仕事や家庭に関するものが次第に増加していく。

また、少年期から青年期にかけては、周囲の影響を受けながら一人の大人として自我を
確立する思春期と呼ばれる時期を経験するが、この時期における仲間集団の役割は大き
く、仲間関係のトラブルは思春期の若者のこころに大きな影響を及ぼす。これまでの研究
によれば、思春期の若者の多くは、こころの不調に対する自身や周囲の知識不足などによ
り、精神的ストレスについて他者に援助を求めにくいとされている＊4。

＊2	 乳幼児のストレスについては、1999（平成11）年度厚生科学研究費補助金（子ども家庭総合研究事業）分担研究報告書「乳幼児の情
緒形成不全の早期発見方法の研究」を参考に記述した。

＊3	 厚生労働省「生活習慣病予防のための健康情報サイト」掲載の「精神疾患の早期発見・治療の重要性」参照。
＊4	 小塩靖崇他「学校・地域におけるメンタルヘルス教育のあり方」（予防精神医学vol.4（1） 2019年）

的・社会的なものなどがある。普段、私たち
が「ストレス」というものの多くは、この心
理的・社会的なものである。

ストレスが生じると、体内ではそれを解消
しようとする防御反応が働く。同じストレッ
サーでも受け止める人によって「よいストレ
ス」になるか「悪いストレス」になるかが大
きく異なる。ストレッサーを制御できた場合

は適応できるが、うまく制御ができなかった
場合には、不適応を起こして心身にさまざま
な影響が現れる。

（参考）厚生労働省「生活習慣病予防のため
の健康情報サイト」、厚生労働省「働く人の
メンタルヘルス・ポータルサイト「こころの
耳」」
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（2）壮年期・中年期
（仕事や家庭など社会における自らの役割を発見し、充実させていく時期にあたる）

25歳前後以降の壮年期・中年期においては、社会的には、仕事や子育てなどに活動的
となる時期である。それぞれが選択したライフスタイルのなかで、仕事や家庭などにおけ
る自らの役割を発見し、充実させていく時期にあたる。一方で、そうしたなかでこころの
健康を脅かすような出来事に遭遇する場合もあり、たとえば、仕事では、就職や転職と
いったライフイベントに加え、長時間労働や職場におけるハラスメントなどの出来事がこ
ころの不調の要因となりうる。

また、この時期は、妊娠や出産といった身体に影響を与えうるライフイベントと向き合
う時期でもある。身体的な疾患への罹患を経験することも多くなり、たとえば、我が国の
死亡者数の約6割を占める生活習慣病は、壮年期・中年期以降に患う場合が多いとされる。

さらに、仕事や子育てに加え、親の介護も、この時期に経験する主要なライフイベント
のひとつであろう。自分ひとりで介護を抱えてしまうことにより、不安感や疲れやすさな
どの症状が現れるともいわれる。

以下では、妊娠・出産とこころの健康に関し、産後うつと周産期喪失に着目し、続い
て、子育てと介護についてもこころの健康の観点から詳しく取り上げる。また、身体的な
疾患への罹患とこころの健康の関係についても考察する。

なお、壮年期・中年期の主要なライフイベントである就業については、次項「働く環
境」でまとめて取り上げる。

①　産後うつ
（核家族化により産後の家族のサポートが得にくいといった社会的要因もある）

出産した女性の約3～5割が経験する「マタニティブルーズ」は、ホルモンバランスの
変化に伴う一過性のものと考えられているが、症状が長引くことで「産後うつ」に移行す
ることがある。産後の身体的な疲れや慢性的な睡眠不足などの生理的な要因に加え、核家
族化により産後の家族のサポートが得にくいといった社会的要因にも留意する必要がある

（図表1-1-1）。

	 図表1-1-1	 妊娠・出産時のうつ病で生じる悪循環

 資料：妊娠・出産に伴ううつ病の症状と治療（厚生労働省「生活習慣病予防のための健康情報サイト」）
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（父親の産後うつの割合は、母親とほぼ同程度であった）
産後うつは、女性に限ったものではなく、父親である男性にも起こりうる。2020（令

和2）年に国立成育医療研究センターが公表した研究結果＊5によると、父親が産後1年間
に「メンタルヘルスの不調のリスクあり」と判定される割合は11.0％で、母親の10.8％
とほぼ同程度であった。また、夫婦が同時期に「メンタルヘルスの不調のリスクあり」と
判定された世帯は3.4％に達した。これは、年間約3万組の夫婦が、1歳未満のこどもを
抱えながら夫婦ともにメンタルヘルスの不調に苦しんでいる可能性を示唆している＊6。

②　周産期喪失
（流産や死産の辛さは、1年経って以降でも続く場合もある）

自然流産は全妊娠の約10～15％に起こり、女性の年齢が高くなるほど多い。妊娠満12
週以後の死児の出産数は、経年的には減少傾向で推移しているものの、厚生労働省「人口
動態統計」によると、2022（令和4）年は1万5,179胎にのぼった。また、妊娠出産が高
齢化していることに伴い、流産を繰り返す不育症の人も増加していると考えられる。

流産または死産を経験した後の、時期ごとの辛さの程度を尋ねた調査では、「流産もし
くは死産がわかった直後」は、「非常に辛かった」の割合が8割近くに達しており、この
割合は時間の経過とともに徐々に減少し、「流産もしくは死産から1年経って以降～現在」
では約1割となっている（図表1-1-2）。

何らかの精神的な支援を必要としながらも、流産や死産による経験の辛さを相談すると
いう発想に至らないことも多い。2020（令和2）年度に厚生労働省が行った「流産や死
産等を経験した女性に対する心理社会的支援に関する調査研究」によると、流産や死産が
分かった直後に感じた辛さについて、誰かに相談した人は61.1％で、相談していなかっ
た人は30.3％であった。相談しなかった理由は、「相談しても変化が期待できない（仕方
がない）と思った」（41.5％）、「流産や死産について、人に話すことに抵抗があった」

（39.3％）といった心理的な面が多い。一方、「身近に相談する先がなかった」（34.4％）、
「誰に相談できるのかわからなかった」（29.5％）といった相談先へのアクセスの課題も挙
げられていることから、本調査研究の結果等を踏まえ、こども家庭庁のウェブサイトにお
いて、相談窓口＊7を開設し、周知を行っている。

＊5	 「Parental psychological distress in the postnatal period in Japan： a population-based analysis of a national cross-
sectional survey」（Scientific Reports 2020 10（1）. doi：10.1038/s41598-020-70727-2）。厚生労働省が実施している国民生
活基礎調査の2016年のデータから、生後1歳未満の子のいるふたり親家庭 3,514 世帯を抽出して実施。

＊6	 同研究によれば、夫婦が同時期に精神的な不調となるリスク要因として、父親の長時間労働（週55時間以上）、母親の睡眠不足（6時間
未満）といったことが示唆されている。

＊7	 こども家庭庁ウェブサイト「流産・死産等を経験された方へ」（https：//www.cfa.go.jp/policies/boshihoken/ryuuzan/）。
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	 図表1-1-2	 流産または死産を経験した後、時期ごとの辛さ

 13 

11..11..11.. 流流産産やや死死産産をを経経験験ししたた女女性性のの悲悲嘆嘆 

ØØ 流流産産やや死死産産をを経経験験ししたた女女性性のの悲悲嘆嘆とと、、長長期期にに亘亘るる影影響響  

流産や死産を経験した女性の悲嘆は深く、“流産もしくは死産がわかった直

後”においては、実に 93.0%が「（非常に〜まあ）辛かった」と回答した（図

1）。 

その後、時間の経過につれて辛さを感じる割合は緩やかに減少していくが、

“流産もしくは死産から 6か月経ったころ”で 51.２％が、“流産もしくは死産か

ら 1年経って以降〜現在”で 32.２％が、辛さを感じていた（「（非常に〜まあ）

辛かった」と回答）（図 2）。流産や死産による影響は、長期に亘ることがわか

る。 

また、死産の経験者は、辛さを感じる割合がより高く、また、つらさを感じる

時間は、より長期に亘った（1年経って以降〜現在で 70.０％が辛さを感じてい

た）（図 3）。 

 

図 1. 流産もしくは死産がわかった直後の辛さ（n=618） 

 
 

図 2. 流産または死産を経験した後、時期ごとの辛さ（n=618） 

 

  

78.3 

14.7 

5.3 1.0 0.6 

⾮常に⾟かった まあ⾟かった どちらとも⾔えない そう⾟くはなかった 全く⾟くなかった

93.0％

資料：令和2年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「流産や死産等を経験した女性に対する心理社会的支援に関する調
査研究」事業報告書

③　子育て
こどもを育てるという経験は、養育者となる自らのこころの健康にとっても大切なライ

フイベントである。
子育てをしていてよかったと感じる時について、こどもが喜んだ顔を見る時や、こども

の成長を感じる時を挙げる子育て世代の人は多く＊8、日常生活のなかでその存在に感謝し
たり、思わぬ成長ぶりに感動するといった経験や、自分自身の成長を通じて人生の大きな
喜びや生きがいを実感する人も多い。

他方で、子育てをめぐる社会環境や職場環境は、時代とともに変化しており、そうした
なかで、子育てがこころの健康に影響を与えるストレス要因として顕在化する場面も生じ
ている。ここでは、我が国の世帯構成や就業構造の変化から、共働き世帯の子育てに関す
るストレスを取り上げ、さらに、ひとり親世帯や片働き世帯にも目を向けながら、子育て
をめぐるストレスの状況を様々な角度からみていく。

（我が国の雇用者の世帯構成は、共働き世帯が増加している）
我が国の雇用者の世帯構成をみると、1985（昭和60）年以降、男性雇用者と無業の妻

からなる世帯数は減少傾向となっており、妻がパートタイム労働者（週35時間未満就業）
の世帯数は、約200万世帯から約700万世帯に増加している。また、妻がフルタイム労
働者（週35時間以上就業）の世帯数は、400万～500万世帯と横ばいで推移している（図
表1-1-3）。

また、この間の育児休業制度の充実などにより、2015（平成27）年から2019（令和
元）年までに第1子を出産した女性のうち妊娠が分かった時に就業していた女性では、出
産後も就業継続する割合が約7割まで増加している（図表1-1-3）。
＊8	 令和2年度「家庭教育の総合的推進に関する調査研究～家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査～」（文部科学

省委託調査）によると、0～18歳の子を持つ 20～54歳の父母3,421人を対象に行ったアンケート調査で、「あなたは、今、子育てをし
ていて、主にどのようなときに良かったと感じますか」（回答は2つまで）との質問に対し、「子供が喜んだ顔を見るとき」が74.3％で
最も高く、「子供の成長を感じるとき」が67.5％、「子供と話したり、遊ぶとき」が25.6％となっている。また、「良かったと感じたこ
とはない」は1.7％であった。
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	 図表1-1-3	 共働き等世帯数の推移と第一子出産前後の妻の就業変化
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（備考）1．�昭和60年から平成13年までは総務庁「労働力調査特別調査」（各年2月）、平成14年以降は総務省「労働力調査
（詳細集計）」より作成。「労働力調査特別調査」と「労働力調査（詳細集計）」とでは、調査方法、調査月等が相
違することから、時系列比較には注意を要する。

2．�「男性雇用者と無業の妻から成る世帯」とは、平成29年までは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働
力人口及び完全失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。平成30年以降は、就業状態の分類区分の変更に伴い、夫が
非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び失業者）かつ妻が64歳以下の世帯。

3．�「雇用者の共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者（非正規の職員・従業員を含む）かつ妻が64歳以下の
世帯。

4．�平成22年及び23年の値（白抜き表示）は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

• 約７割の女性が第１子出産後も就業継続している。雇用形態別にみると、正規職員は育児休業による継続就業
が進んでいる。パート・派遣は低水準にあるものの、近年上昇傾向にある。
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（注１）就業変化は、妻の妊娠判明時と子ども１歳時の従業上の地位の変化をみたもの。
（注２）上記グラフは、対象期間（例：2010～2014）中に出産した女性の就業変化を表している。
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＜＜正正規規職職員員＞＞

＜＜パパーートト・・派派遣遣＞＞

【出典】国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021年）

（％）

（％）

第１子出産前後の妻の継続就業率・育児休業利用状況

出産退職
23.6％

【30.5％】(※)

出産後
継続就業率
53.8％

【69.5％】(※)

出産前有職
77.4％

【100％】

資料（上）：内閣府「令和4年版男女共同参画白書」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成
資料（下）：�国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」（2021年）に基づき、厚生労働省雇用

環境・均等局作成

11令和6年版　厚生労働白書

第1部　こころの健康と向き合い、健やかに暮らすことのできる社会に

第

1
章

こ
こ
ろ
の
健
康
を
取
り
巻
く
環
境
と
そ
の
現
状

厚労2024_1-01.indd   11厚労2024_1-01.indd   11 2024/08/06   14:29:442024/08/06   14:29:44



（我が国の育児休業取得率は、男性は女性と比べて依然低いが、近年上昇傾向）
こうしたなかで、我が国の育児休業取得率をみると、女性は過去10年以上にわたり8

割台で推移している一方で、男性は直近の2022（令和4）年度実績＊9でも17％程度と低
水準ではあるものの、近年上昇傾向にある（図表1-1-4）。

	 図表1-1-4	 育児休業取得率の推移

男女の育児休業の取得率の状況

• 育児休業取得率は、女性は８割台で推移している一方、男性は低水準ではあるものの上昇傾向にある
（令和４年度：17.13％）。

資料出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」

（※） 平成22年度以前調査においては、調査前年度の１年間。
（注） 平成23年度の［ ］内の割合は、岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

育児休業取得率＝ 出産者のうち、調査年の10月1日までに育児休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む。）の数
調査前年の9月30日までの１年間（※）の出産者（男性の場合は配偶者が出産した者）の数

女性 男性
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（％）

（年度） （年度）
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[ ]

政府目標
令和７ （2025）年 ：50％
令和12（2030）年 ：85％

[ ]

資料：厚生労働省「雇用均等基本調査」に基づき、厚生労働省雇用環境・均等局作成

（仕事をしている女性では、仕事がある日の育児時間が長いほどディストレス（抑うつ・
不安）が高い層が多く、共働き世帯の夫婦では妻が夫よりも多くの時間を育児に充ててい
る）

次に、子育て世帯のディストレス（抑うつ・不安）の状況を育児時間の長さ別にみる
と、仕事をしている女性の「仕事のある日」においては、概ね育児時間が長いほどディス
トレスの高得点層の割合が高いという傾向が認められる。また、仕事をしている人の「仕
事のある日」において最も育児時間が長い区分の者（「6時間超」の区分）は、男女とも
に、ディストレスの高得点層（「38点以上」）が最も高い（図表1-1-5）。

他方で、総務省「社会生活基本調査」によると、我が国の共働き世帯（6歳未満のこど
もを持つ夫婦とこどもの世帯）の育児時間は、夫婦ともに経年的に増加しているものの、
妻のほうが夫よりも長く、2021（令和3）年においては、妻が3時間24分に対し、夫が
1時間3分であった＊10。

共働き世帯においても、依然女性の方がより多くの時間を育児に充てており、また、仕
事をしている女性の「仕事のある日」の育児時間が長くなることが、生活の質を下げるこ
＊9	 令和2年10月1日から令和3年9月30日までの1年間に配偶者が出産した男性のうち、令和4年10月1日までに育児休業を開始した

者。
＊10	総務省「我が国における家事関連時間の男女の差～生活時間からみたジェンダーギャップ～」（統計Today No.190）。
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とにつながっている可能性があると考えられる。

	 図表1-1-5	 育児時間の長さとディストレス（抑うつ・不安）の関係

cc..育育児児時時間間のの長長ささ別別にに見見たたデディィスストトレレスス（（抑抑ううつつ・・不不安安））のの合合成成得得点点

図図表表  7788　　育育児児時時間間のの長長ささ別別にに見見たたデディィスストトレレスス（（抑抑ううつつ・・不不安安））のの合合成成得得点点及及びび平平均均点点Ⅰ－特－33図 「育児時間」の長さとディストレス（抑うつ・不安）

との関係（男女別）

（備考）１．「家事等と仕事のバランスに関する調査」（令和元年度内閣府委託調査・株式会社リベルタス・コンサルティング）

より作成。

２．以下の条件を満たす人を対象にして集計。

・「ふだんの健康状態」が「ふつう」「まあ良い」又は「良い」と回答している

・世帯年収が200万円以上1500万円未満

・同居している中学生以下の子どもがいる

３．ディストレス（抑うつ・不安）については，日本家族社会学会が1998年度から経年的に実施にしている「全国家族

調査」における「からだや心の状態」等の設問にならった。本分析では，回答選択肢のうち，「ほとんど毎日（週

単位の質問）/何度もあった（月単位の質問）」を４点，「週に３～４日/ときどきあった」を３点，「週に１～２日

/ごくまれにあった」を２点，「まったくなかった」を１点とする方法（ディストレスが強い回答選択肢ほど高得点

にする方法）で点数化し，合計得点68点の中での分布を見た。ただし，頻度が低いほどディストレスが強い設問1問

については，配点を逆転させている。

＜仕事をしている女性：仕事のある日＞平均得点29.0 ＜仕事をしている女性：仕事のない日＞平均得点29.0

＜仕事をしている男性：仕事のある日＞平均得点27.5 ＜仕事をしている男性：仕事のない日＞平均得点27.5

＜仕事をしていない女性：普段の日＞平均得点27.2 ＜仕事をしていない男性：普段の日＞平均得点26.1
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２．以下の条件を満たす人を対象にして集計。

・「ふだんの健康状態」が「ふつう」「まあ良い」又は「良い」と回答している

・世帯年収が200万円以上1500万円未満

・同居している中学生以下の子どもがいる
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にする方法）で点数化し，合計得点68点の中での分布を見た。ただし，頻度が低いほどディストレスが強い設問1問

については，配点を逆転させている。
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17.0%

19.6%

19.0%

18.7%

23.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1時間(959人)

～3時間(479人)

～4時間(153人)

～6時間(193人)

6時間超(216人)

43.3%

35.4%

29.7%

40.2%

34.8%

31.7%

24.0%

26.3%

28.4%

31.1%

25.9%

26.1%

13.0%

18.9%

23.0%

14.4%

22.3%

19.6%

19.7%

19.4%

18.9%

14.4%

17.0%

22.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1時間(208人)

～3時間(175人)

～4時間(74人)

～6時間(132人)

～8時間(112人)

8時間超(199人)

42.9%

30.0%

60.0%

38.5%

26.9%

34.1%

19.5%

22.5%

20.0%

20.5%

30.8%

25.0%

15.6%

25.0%

10.0%

10.3%

19.2%

15.9%

22.1%

22.5%

10.0%

30.8%

23.1%

25.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～1時間(77人)

～3時間(40人)

～4時間(10人)

～6時間(39人)

～8時間(26人)

8時間超(44人)

（備考）1．�「家事等と仕事のバランスに関する調査」（令和元年度内閣府委託調査・株式会社リベルタス・コンサルティング）
より作成。

2．以下の条件を満たす人を対象にして集計。
・「ふだんの健康状態」が「ふつう」「まあ良い」又は「良い」と回答している
・世帯年収が200万円以上1500万円未満
・同居している中学生以下の子どもがいる

3．�ディストレス（抑うつ・不安）については、日本家族社会学会が1998年度から経年的に実施にしている「全国
家族調査」における「からだや心の状態」等の設問にならった。本分析では、回答選択肢のうち、「ほとんど毎日

（週単位の質問）／何度もあった（月単位の質問）」を4点、「週に3～4日／ときどきあった」を3点、「週に1～
2日／ごくまれにあった」を2点、「まったくなかった」を1点とする方法（ディストレスが強い回答選択肢ほど
高得点にする方法）で点数化し、合計得点68点の中での分布を見た。ただし、頻度が低いほどディストレスが
強い設問1問については、配点を逆転させている。

資料：内閣府「令和2年版男女共同参画白書」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成

（ひとり親家庭の親もディストレスが高く、こどもについて悩みを抱えている人が多い）
我が国には、母子家庭が119.5万世帯、父子家庭が14.9万世帯＊11と多くのひとり親家

庭が存在している。ひとり親家庭の生活実態や就業状況等をみると、子育てと生計の担い
手という二重の役割を一人で担うこととなり、住居、収入、こどもの養育等の面で様々な
困難に直面する場合がある。

これまでの研究において、母子世帯の母親は有配偶の母親に比べてディストレス（抑う
＊11	厚生労働省「令和3年度全国ひとり親世帯等調査」。推計値。
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つ・不安）が高いことが指摘されている＊12が、その背景には、ひとり親家庭が直面する
これらの困難があると考えられる。

また、厚生労働省が行った「令和3年度全国ひとり親世帯等調査」によると、こどもに
ついての悩みを抱えているひとり親は、母親では母子世帯の約7割にあたる約86.0万世
帯、父親では父子世帯の約6割にあたる約9.2万世帯にのぼった。こどもについての悩み
の主な内訳では、ひとり親である母親と父親のいずれも「教育・進学」が最も多く、約6
割を占めた（図表1-1-6、図表1-1-7）。母子世帯と父子世帯の世帯年収は児童のいる世
帯全体の平均年収よりも低い＊13ことから、「教育・進学」の悩みが最も多い背景には、経
済的な事情も主な要因のひとつとして考えられる。

	 図表1-1-6	 母子世帯の母親が抱えるこどもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの）
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２４ ひとり親世帯の悩み等 

（１）子どもについての悩み

悩みの内容について、母子世帯、父子世帯ともに、「教育・進学」が最も多く、次いで「しつけ」となっ

ている。

表２４－(１)－１ 母子世帯の母が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.1) ( 58.7) ( 6.0) ( 3.0) ( 5.9) ( 2.6) ( 0.8) ( 0.4) ( 4.3) ( 5.2) 

令和３年 

総  数 860,284 76,073 518,336 49,513 16,774 44,846 26,278 8,335 4,286 55,721 60,122 

(100.0) (  8.8) ( 60.3) (  5.8) (  1.9) (  5.2) (  3.1) (  1.0) (  0.5) (  6.5) (  7.0) 

０歳～４歳 70,311 16,845 24,599 425 376 4,615 9,215 944 1,463 3,263 8,566 

(100.0) ( 24.0) ( 35.0) (  0.6) (  0.5) (  6.6) ( 13.1) (  1.3) (  2.1) (  4.6) ( 12.2) 

５歳～９歳 167,575 35,525 82,745 0 4,338 9,440 7,547 2,012 838 15,708 9,422 

(100.0) ( 21.2) ( 49.4) (  0.0) (  2.6) (  5.6) (  4.5) (  1.2) (  0.5) (  9.4) (  5.6) 

10 歳～14 歳 303,506 17,439 218,942 2,238 6,525 9,620 6,369 3,576 515 20,529 17,752 

(100.0) (  5.7) ( 72.1) (  0.7) (  2.1) (  3.2) (  2.1) (  1.2) (  0.2) (  6.8) (  5.8) 

15 歳以上 318,893 6,264 192,050 46,850 5,535 21,172 3,147 1,802 1,470 16,222 24,382 

(100.0) (  2.0) ( 60.2) ( 14.7) (  1.7) (  6.6) (  1.0) (  0.6) (  0.5) (  5.1) (  7.6) 

注：1)令和３年度の調査結果は推計値であり、平成 28 年度の調査結果の構成割合との比較には留意が必要。なお、

比較に当たっては、政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載している実数値の構成割合と比較を行う必要があ

ることに留意。 

注：2)表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。以下同じ。 

表２４－(１)－２ 父子世帯の父が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.6) ( 46.3) ( 7.0) ( 1.8) ( 6.6) ( 7.0) ( 4.8) ( 2.2) ( 2.9) ( 7.7) 

令和３年 

総  数 92,267 8,238 53,056 7,227 1,339 4,838 6,379 1,790 1,144 4,761 3,495 

(100.0) (  8.9) ( 57.5) (  7.8) (  1.5) (  5.2) (  6.9) (  1.9) (  1.2) (  5.2) (  3.8) 

０歳～４歳 2,464 719 1,004 0 0 133 608 0 0 0 0 

(100.0) ( 29.2) ( 40.7) (  0.0) (  0.0) (  5.4) ( 24.7) (  0.0) (  0.0) (  0.0) (  0.0) 

５歳～９歳 15,921 2,078 8,469 0 340 985 1,644 549 183 1,261 412 

(100.0) ( 13.1) ( 53.2) (  0.0) (  2.1) (  6.2) ( 10.3) (  3.4) (  1.1) (  7.9) (  2.6) 

10 歳～14 歳 33,298 3,031 20,703 471 490 2,030 2,397 703 251 2,184 1,039 

(100.0) (  9.1) ( 62.2) (  1.4) (  1.5) (  6.1) (  7.2) (  2.1) (  0.8) (  6.6) (  3.1) 

15 歳以上 40,584 2,410 22,880 6,757 509 1,690 1,730 538 710 1,316 2,044 

(100.0) (  5.9) ( 56.4) ( 16.6) (  1.3) (  4.2) (  4.3) (  1.3) (  1.7) (  3.2) (  5.0) - 94 -

２４ ひとり親世帯の悩み等 

（１）子どもについての悩み

悩みの内容について、母子世帯、父子世帯ともに、「教育・進学」が最も多く、次いで「しつけ」となっ

ている。

表２４－(１)－１ 母子世帯の母が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.1) ( 58.7) ( 6.0) ( 3.0) ( 5.9) ( 2.6) ( 0.8) ( 0.4) ( 4.3) ( 5.2) 

令和３年 

総  数 860,284 76,073 518,336 49,513 16,774 44,846 26,278 8,335 4,286 55,721 60,122 

(100.0) (  8.8) ( 60.3) (  5.8) (  1.9) (  5.2) (  3.1) (  1.0) (  0.5) (  6.5) (  7.0) 

０歳～４歳 70,311 16,845 24,599 425 376 4,615 9,215 944 1,463 3,263 8,566 

(100.0) ( 24.0) ( 35.0) (  0.6) (  0.5) (  6.6) ( 13.1) (  1.3) (  2.1) (  4.6) ( 12.2) 

５歳～９歳 167,575 35,525 82,745 0 4,338 9,440 7,547 2,012 838 15,708 9,422 

(100.0) ( 21.2) ( 49.4) (  0.0) (  2.6) (  5.6) (  4.5) (  1.2) (  0.5) (  9.4) (  5.6) 

10 歳～14 歳 303,506 17,439 218,942 2,238 6,525 9,620 6,369 3,576 515 20,529 17,752 

(100.0) (  5.7) ( 72.1) (  0.7) (  2.1) (  3.2) (  2.1) (  1.2) (  0.2) (  6.8) (  5.8) 

15 歳以上 318,893 6,264 192,050 46,850 5,535 21,172 3,147 1,802 1,470 16,222 24,382 

(100.0) (  2.0) ( 60.2) ( 14.7) (  1.7) (  6.6) (  1.0) (  0.6) (  0.5) (  5.1) (  7.6) 

注：1)令和３年度の調査結果は推計値であり、平成 28 年度の調査結果の構成割合との比較には留意が必要。なお、

比較に当たっては、政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載している実数値の構成割合と比較を行う必要があ

ることに留意。 

注：2)表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。以下同じ。 

表２４－(１)－２ 父子世帯の父が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.6) ( 46.3) ( 7.0) ( 1.8) ( 6.6) ( 7.0) ( 4.8) ( 2.2) ( 2.9) ( 7.7) 

令和３年 

総  数 92,267 8,238 53,056 7,227 1,339 4,838 6,379 1,790 1,144 4,761 3,495 

(100.0) (  8.9) ( 57.5) (  7.8) (  1.5) (  5.2) (  6.9) (  1.9) (  1.2) (  5.2) (  3.8) 

０歳～４歳 2,464 719 1,004 0 0 133 608 0 0 0 0 

(100.0) ( 29.2) ( 40.7) (  0.0) (  0.0) (  5.4) ( 24.7) (  0.0) (  0.0) (  0.0) (  0.0) 

５歳～９歳 15,921 2,078 8,469 0 340 985 1,644 549 183 1,261 412 

(100.0) ( 13.1) ( 53.2) (  0.0) (  2.1) (  6.2) ( 10.3) (  3.4) (  1.1) (  7.9) (  2.6) 

10 歳～14 歳 33,298 3,031 20,703 471 490 2,030 2,397 703 251 2,184 1,039 

(100.0) (  9.1) ( 62.2) (  1.4) (  1.5) (  6.1) (  7.2) (  2.1) (  0.8) (  6.6) (  3.1) 

15 歳以上 40,584 2,410 22,880 6,757 509 1,690 1,730 538 710 1,316 2,044 

(100.0) (  5.9) ( 56.4) ( 16.6) (  1.3) (  4.2) (  4.3) (  1.3) (  1.7) (  3.2) (  5.0) 

（注） 表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。
資料：厚生労働省「令和3年度全国ひとり親世帯等調査」

＊12	斉藤知洋「シングルマザーの健康水準に対する就労の影響：「国民生活基礎調査」個票データを用いた検討」（「理論と方法」228-
242（2020年））

＊13	厚生労働省「令和3年度全国ひとり親世帯等調査」によれば、母子家庭である世帯の平均年間収入は373万円であり、国民生活基
礎調査による児童のいる世帯の平均所得を100として比較すると45.9となっている。また、父子家庭である世帯の平均年間収入は606
万円であり、国民生活基礎調査による児童のいる世帯の平均所得を100として比較すると74.5となっている。
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	 図表1-1-7	 父子世帯の父親が抱えるこどもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの）
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２４ ひとり親世帯の悩み等 

（１）子どもについての悩み

悩みの内容について、母子世帯、父子世帯ともに、「教育・進学」が最も多く、次いで「しつけ」となっ

ている。

表２４－(１)－１ 母子世帯の母が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.1) ( 58.7) ( 6.0) ( 3.0) ( 5.9) ( 2.6) ( 0.8) ( 0.4) ( 4.3) ( 5.2) 

令和３年 

総  数 860,284 76,073 518,336 49,513 16,774 44,846 26,278 8,335 4,286 55,721 60,122 

(100.0) (  8.8) ( 60.3) (  5.8) (  1.9) (  5.2) (  3.1) (  1.0) (  0.5) (  6.5) (  7.0) 

０歳～４歳 70,311 16,845 24,599 425 376 4,615 9,215 944 1,463 3,263 8,566 

(100.0) ( 24.0) ( 35.0) (  0.6) (  0.5) (  6.6) ( 13.1) (  1.3) (  2.1) (  4.6) ( 12.2) 

５歳～９歳 167,575 35,525 82,745 0 4,338 9,440 7,547 2,012 838 15,708 9,422 

(100.0) ( 21.2) ( 49.4) (  0.0) (  2.6) (  5.6) (  4.5) (  1.2) (  0.5) (  9.4) (  5.6) 

10 歳～14 歳 303,506 17,439 218,942 2,238 6,525 9,620 6,369 3,576 515 20,529 17,752 

(100.0) (  5.7) ( 72.1) (  0.7) (  2.1) (  3.2) (  2.1) (  1.2) (  0.2) (  6.8) (  5.8) 

15 歳以上 318,893 6,264 192,050 46,850 5,535 21,172 3,147 1,802 1,470 16,222 24,382 

(100.0) (  2.0) ( 60.2) ( 14.7) (  1.7) (  6.6) (  1.0) (  0.6) (  0.5) (  5.1) (  7.6) 

注：1)令和３年度の調査結果は推計値であり、平成 28 年度の調査結果の構成割合との比較には留意が必要。なお、

比較に当たっては、政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載している実数値の構成割合と比較を行う必要があ

ることに留意。 

注：2)表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。以下同じ。 

表２４－(１)－２ 父子世帯の父が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.6) ( 46.3) ( 7.0) ( 1.8) ( 6.6) ( 7.0) ( 4.8) ( 2.2) ( 2.9) ( 7.7) 

令和３年 

総  数 92,267 8,238 53,056 7,227 1,339 4,838 6,379 1,790 1,144 4,761 3,495 

(100.0) (  8.9) ( 57.5) (  7.8) (  1.5) (  5.2) (  6.9) (  1.9) (  1.2) (  5.2) (  3.8) 

０歳～４歳 2,464 719 1,004 0 0 133 608 0 0 0 0 

(100.0) ( 29.2) ( 40.7) (  0.0) (  0.0) (  5.4) ( 24.7) (  0.0) (  0.0) (  0.0) (  0.0) 

５歳～９歳 15,921 2,078 8,469 0 340 985 1,644 549 183 1,261 412 

(100.0) ( 13.1) ( 53.2) (  0.0) (  2.1) (  6.2) ( 10.3) (  3.4) (  1.1) (  7.9) (  2.6) 

10 歳～14 歳 33,298 3,031 20,703 471 490 2,030 2,397 703 251 2,184 1,039 

(100.0) (  9.1) ( 62.2) (  1.4) (  1.5) (  6.1) (  7.2) (  2.1) (  0.8) (  6.6) (  3.1) 

15 歳以上 40,584 2,410 22,880 6,757 509 1,690 1,730 538 710 1,316 2,044 

(100.0) (  5.9) ( 56.4) ( 16.6) (  1.3) (  4.2) (  4.3) (  1.3) (  1.7) (  3.2) (  5.0) 
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２４ ひとり親世帯の悩み等 

（１）子どもについての悩み

悩みの内容について、母子世帯、父子世帯ともに、「教育・進学」が最も多く、次いで「しつけ」となっ

ている。

表２４－(１)－１ 母子世帯の母が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.1) ( 58.7) ( 6.0) ( 3.0) ( 5.9) ( 2.6) ( 0.8) ( 0.4) ( 4.3) ( 5.2) 

令和３年 

総  数 860,284 76,073 518,336 49,513 16,774 44,846 26,278 8,335 4,286 55,721 60,122 

(100.0) (  8.8) ( 60.3) (  5.8) (  1.9) (  5.2) (  3.1) (  1.0) (  0.5) (  6.5) (  7.0) 

０歳～４歳 70,311 16,845 24,599 425 376 4,615 9,215 944 1,463 3,263 8,566 

(100.0) ( 24.0) ( 35.0) (  0.6) (  0.5) (  6.6) ( 13.1) (  1.3) (  2.1) (  4.6) ( 12.2) 

５歳～９歳 167,575 35,525 82,745 0 4,338 9,440 7,547 2,012 838 15,708 9,422 

(100.0) ( 21.2) ( 49.4) (  0.0) (  2.6) (  5.6) (  4.5) (  1.2) (  0.5) (  9.4) (  5.6) 

10 歳～14 歳 303,506 17,439 218,942 2,238 6,525 9,620 6,369 3,576 515 20,529 17,752 

(100.0) (  5.7) ( 72.1) (  0.7) (  2.1) (  3.2) (  2.1) (  1.2) (  0.2) (  6.8) (  5.8) 

15 歳以上 318,893 6,264 192,050 46,850 5,535 21,172 3,147 1,802 1,470 16,222 24,382 

(100.0) (  2.0) ( 60.2) ( 14.7) (  1.7) (  6.6) (  1.0) (  0.6) (  0.5) (  5.1) (  7.6) 

注：1)令和３年度の調査結果は推計値であり、平成 28 年度の調査結果の構成割合との比較には留意が必要。なお、

比較に当たっては、政府統計の総合窓口（e-Stat）に掲載している実数値の構成割合と比較を行う必要があ

ることに留意。 

注：2)表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。以下同じ。 

表２４－(１)－２ 父子世帯の父が抱える子どもについての悩みの内訳（最もあてはまるもの） 

総 数 しつけ 
教育・ 

進学 
就 職 

非行・ 

交友関

係 

健 康 
食事・ 

栄養 

 衣服・ 

身のまわり
結 婚 障 害 その他 

平成 28 年 

総  数 (100.0) ( 13.6) ( 46.3) ( 7.0) ( 1.8) ( 6.6) ( 7.0) ( 4.8) ( 2.2) ( 2.9) ( 7.7) 

令和３年 

総  数 92,267 8,238 53,056 7,227 1,339 4,838 6,379 1,790 1,144 4,761 3,495 

(100.0) (  8.9) ( 57.5) (  7.8) (  1.5) (  5.2) (  6.9) (  1.9) (  1.2) (  5.2) (  3.8) 

０歳～４歳 2,464 719 1,004 0 0 133 608 0 0 0 0 

(100.0) ( 29.2) ( 40.7) (  0.0) (  0.0) (  5.4) ( 24.7) (  0.0) (  0.0) (  0.0) (  0.0) 

５歳～９歳 15,921 2,078 8,469 0 340 985 1,644 549 183 1,261 412 

(100.0) ( 13.1) ( 53.2) (  0.0) (  2.1) (  6.2) ( 10.3) (  3.4) (  1.1) (  7.9) (  2.6) 

10 歳～14 歳 33,298 3,031 20,703 471 490 2,030 2,397 703 251 2,184 1,039 

(100.0) (  9.1) ( 62.2) (  1.4) (  1.5) (  6.1) (  7.2) (  2.1) (  0.8) (  6.6) (  3.1) 

15 歳以上 40,584 2,410 22,880 6,757 509 1,690 1,730 538 710 1,316 2,044 

(100.0) (  5.9) ( 56.4) ( 16.6) (  1.3) (  4.2) (  4.3) (  1.3) (  1.7) (  3.2) (  5.0) 

（注） 表中の割合は「特に悩みはない」と不詳を除いた割合である。
資料：厚生労働省「令和3年度全国ひとり親世帯等調査」

（専業主婦世帯の母親も精神的負担に直面している）
また、共働き世帯やひとり親世帯だけではなく、専業主婦世帯等の片働き世帯も子育て

負担に直面する場合がある。2020（令和2）年に行われた文部科学省の委託調査の結果
によると、子育てをしていて負担を感じることについて、片働き世帯では、「精神的な負
担」の割合が共働き世帯よりも特に高くなっている（図表1-1-8）。また、子育てについ
ての悩みや不安の程度について、片働き世帯では、子育ての悩みや不安を感じる割合（「い
つも感じる」と「たまに感じる」の合計）が約7割と高くなっている（図表1-1-9）。

これらの結果を踏まえて、同調査では、ひとり親とこどもからなる世帯や「専業主婦
（夫）・無業・その他」の人は、平日の子育ての分担をほとんど自分で対応している割合が
高く、精神的な負担を感じやすいと考察している。

	 図表1-1-8	 子育てをしていて負担に感じること

（％）
n＝ 経済的な負

担
肉体的な負
担

精神的な負
担

親同士のつ
きあいの負
担

時間的余裕
がないこと

子育てに関
する情報が
多すぎること

子育てに関
する情報が
少なすぎるこ
と

その他 負担は感じて
いない

共働き 1699 49.8 20.9 25.3 7.8 31.7 3.1 1.4 0.8 14.8
片働き 1722 48.5 22.2 32.6 7.2 27.5 3.4 2.3 0.7 14.5

（注） 回答は2つまで。
資料：2020（令和2）年度文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究～家庭教育支援の充実に向けた保

護者の意識に関する実態把握調査～」
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	 図表1-1-9	 子育てについての悩みや不安の程度

共働き（n=1,699）

片働き（n=1,722）

いつも感じる

11.2

16.3

たまに感じる

57.5

54.6

あまり感じない

28.1

26.8

まったく感じない

3.1

2.4

(%)

資料：2020（令和2）年度文部科学省委託調査「家庭教育の総合的推進に関する調査研究～家庭教育支援の充実に向けた保
護者の意識に関する実態把握調査～」

④　介護
（介護をしている人は約629万人、このうち有業の人は約365万人となっている）

我が国の要介護（要支援）認定者数は、増加が続いている。厚生労働省「介護保険事業
状況報告」によると、2021（令和3）年度の認定者数は、2000（平成12）年4月の介護
保険法の施行当初と比較すると約2.7倍の約690万人にのぼっている（図表1-1-10）。

また、厚生労働省「国民生活基礎調査」によると、2022（令和4）年における要介護
（要支援）者の「主な介護者」は、同居・別居の家族である割合が6割近くにのぼってい
る（図表1-1-11）。家族が主たる介護者である割合は、2019（令和元）年の前回調査か
ら1割程度減少しているものの、依然として家族が主たる介護者であることが分かる。

さらに、総務省「就業構造基本調査」によると、2022（令和4）年に15歳以上の人で
介護をしている人は約629万人おり、このうち6割近くを有業の人が占めている（図表
1-1-12）。

	 図表1-1-10	 要介護（要支援）認定者数の推移（年度末）

資料：厚生労働省「令和3年度介護保険事業状況報告（年報）報告書の概要」
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	 図表1-1-11	 「要介護者等」からみた「主な介護者」の続柄別構成割合

別居の

家族等

11.8%

事業者

15.7%

その他

0.6%

不詳

26.0%

その他の親族

1.2%

父母

0.1%

子の

配偶者

5.4%

子

16.2%

配偶者

22.9%

【23.8%】

【20.7%】

【19.6%】

【7.5%】

【0.6%】 【1.7%】

【13.6%】

【12.1%】

【0.5%】

注： 【 】は2019(令和元)年の数値である。

2022(令和４)年

同居

45.9%

【54.4%】

資料：厚生労働省「2022（令和4）年　国民生活基礎調査の概況」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当
参事官室作成

	 図表1-1-12	 介護をしている者の数と有業者の割合の推移

291.0
346.3 364.6

266.4

281.3 264.2

52.2 55.2 58.0

0

20

40

60

80

100

0

100

200

300

400

500

600

700
（万人）

557.4

627.6 628.8

（％）

無業者
（←左目盛）

有業者
（←左目盛）

介護をしてい
る者に占める
有業者の割合
（→右目盛）

2012年 2017年 2022年

資料：総務省「令和4年就業構造基本調査　結果の概要」

（要介護者のいる世帯は、単独世帯と核家族世帯が増加している）
在宅介護をめぐる状況にも変化が生じつつある。厚生労働省「国民生活基礎調査」によ

ると、2000（平成12）年4月の介護保険法の施行当初と比較すると、要介護（要支援）
者のいる世帯では、単独世帯が大きく増加し、夫婦のみの世帯も増加している（図表
1-1-13）。

この傾向は、介護をする家族の高齢化を示唆している。実際に、在宅の要介護（要支
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援）者と同居の主な介護者の年齢の組み合わせをみると、60歳以上同士の割合は過去20
年間で20％ポイント以上増加し、8割近くに達しており、さらに75歳以上同士の割合も
3割を超えるなど、いわゆる老老介護の増加にも留意する必要がある（図表1-1-14）。

	 図表1-1-13	 世帯構造別にみた「要介護者等のいる世帯」の構成割合

 (単位：％）

2001(平成13)年 100.0 15.7 29.3 18.3 32.5 22.4 35.3 

 '04(　　16)　 100.0 20.2 30.4 19.5 29.4 20.0 40.4 

 '07(　　19)　 100.0 24.0 32.7 20.2 23.2 20.1 45.7 

 '10(　　22)　 100.0 26.1 31.4 19.3 22.5 20.1 47.0 

 '13(　　25)　 100.0 27.4 35.4 21.5 18.4 18.7 50.9 

 '16(　　28)　 100.0 29.0 37.9 21.9 14.9 18.3 54.5 

 '19(令和元)　 100.0 28.3 40.3 22.2 12.8 18.6 57.1 

 '22(　　４)　 100.0 30.7 42.1 25.0 10.9 16.4 61.5 

注：2016(平成28)年の数値は、熊本県を除いたものである。

（再掲）
高齢者世帯

（再掲）
夫婦のみの

世帯

年次 総　数 単独世帯 核家族世帯 三世代世帯
その他の

世帯

資料：厚生労働省「2022（令和4）年　国民生活基礎調査の概況」

	 図表1-1-14	 「要介護者等」と「同居の主な介護者」の年齢組み合わせ
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(  22)

2013
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(令和元)

2022

( 4)

65歳以上同士

75歳以上同士

60歳以上同士

％

注：2016(平成28)年の数値は、熊本県を除いたものである。

資料：厚生労働省「2022（令和4）年　国民生活基礎調査の概況」

（介護者の悩みやストレスをみると、家族の病気や介護に関するものが突出して高い）
次に、介護者の悩みやストレスをみると、悩みやストレスがあると回答した人は全体の

7割近くに達しており、なかでも家族の病気や介護に関するものが突出して高い（図表
1-1-15）。また、家族との人間関係や経済的な不安、自分自身の健康や自由にできる時間
のなさについても、悩みやストレスの原因に挙げられており、こうした複合的なストレス
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は、在宅介護をめぐる近年の世帯構造の変化とも無関係ではないだろう。

	 図表1-1-15	 同居の主な介護者の悩みやストレスの原因

悩みやストレスありの内訳（主なもの）

悩みやストレスあり

31747

悩みやストレスなし

12747

不詳

1370

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000

家族との人間関係

家族以外との人間関係

生きがいに関すること

自由にできる時間がない

収入・家計・借金等

自分の病気や介護

家族の病気や介護

家事

自分の仕事

家族の仕事

住まいや生活環境

（注1）悩みやストレスありの内訳（主なもの）は複数回答可
（注2）図表中の数字は介護を要する者数10万対
資料：厚生労働省「2022（令和4）年　国民生活基礎調査」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官

室作成

⑤　身体的な疾患への罹患＊14

（身体の病気によるストレスが、こころの不調の原因となる場合がある）
身体の病気に罹ると、その診断や治療経過のなかで様々なストレスを経験するといわれ

る。たとえば、壮年期・中年期以降に患いやすいといわれる、がん、循環器病、糖尿病、
COPD（慢性閉塞性肺疾患）などの生活習慣病は、我が国の医療費の約3割、死亡者数
の約6割を占めており、高齢化を背景に今後も罹患者や死亡者の増加が見込まれているが、
このうちがんについてみると、多くの人が診断の告知の際に大きな衝撃を受け、その後1
～2週間程度、気持ちが不安定になり、食欲不振や不眠などの症状が出るといわれる。そ
の時期を過ぎると、現実の問題に向き合い、困難を乗り越えようとする力が徐々に湧いて
くるようになるとされるが、なかには、気分の落ち込みや不安など、精神的に不安定な状
態が継続することもあり、精神科医や公認心理師などによるこころのケアが必要になる場
合もあるとされる。

また、糖尿病患者についてはうつ病になりやすく、反対に、うつ病患者も糖尿病になり
やすいといわれている。心疾患や脳血管疾患などの循環器病についても同様の指摘がされ
ており、循環器病の患者のなかにはうつ病を発症している人も少なくなく、うつ病になる
と循環器病の再発や予後に良くない影響があるとされている。

（3）	高齢期・老年期
①　喪失体験と生活の不活発

（豊かな収穫を得ていく時期であるが、様々な喪失体験にも直面しやすい）
65歳以降の高齢期・老年期は、人生の完成期に向かって、仕事中心の生活サイクルか

＊14	身体的な疾患への罹患によるこころの健康への影響については、厚生労働省「生活習慣病予防のための健康情報サイト」の「から
だの病気とこころ」を参照した。また、糖尿病については、国立国際医療研究センターのウェブサイト「糖尿病情報センター」掲載の

「関連する病気」も参照した。
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らの変化を経験しながら、豊かな収穫を得ていく時期である。一方で、身体には老化がみ
られ、健康問題も大きくなっていく。高齢期は、「喪失」に関連した様々なストレスを感
じやすいとされており、この時期のライフイベントには、退職、子の独立、住み慣れた家
からの転居（施設入所など）、死別など、様々な喪失体験にも直面しやすいことに留意が
必要である。

また、先述のとおり、要介護者等のいる世帯の構成割合をみると、単独世帯の構成割合
が大きく増加している実情から、もともと認知機能や心身の機能が低下しがちな高齢者
が、孤独や生活の不活発により更なる機能低下を経験するおそれも懸念される。生活不活
発病＊15といわれる様々な症状の出現のなかには、気持ちの落ち込みなどのうつ症状も指
摘されており、こころの健康の観点からも留意が必要である。

②　高齢者のこころの特徴
（高齢者のこころの変化に対する理解が十分でないと、ストレスの要因にもなる）

高齢者のこころの特徴として、たとえば、論理的に考えていくよりも「印象」、「直感」
によって判断することが多くなっていくことが挙げられる。加えて、流動性知識（反応の
速さ、問題処理能力など）は衰えやすい半面、結晶性知識（知識や理念）は保たれやすい
ことから、理詰めの説明よりも、エピソードを交えたイメージの湧きやすい説明の方が理
解しやすいとされている。また、コミュニケーションの流暢さが低下し、話題の寄り道・
脱線が増える「迂遠」と呼ばれる状態になりやすく、本人にとっては「言葉が喉まで出か
かって出ない」といった形で体験される。

こうした変化に対する本人や周囲の人の理解が十分でないと、一見、大きなライフイベ
ントのない穏やかな日常生活を送っていても、思わぬストレスを溜め込んでしまう要因に
もなりかねず、留意が必要である。

	2	働く環境
ここまで、ライフステージごとのストレス要因についてみてきたが、本項では、壮年

期・中年期における重要なライフイベントである「就業」とこころの健康についてみてい
く。

上述したとおり、こころの健康は、「人生のストレスに対処しながら、自らの能力を発
揮し、よく学び、よく働き、コミュニティにも貢献できるような、精神的に満たされた状
態」であり、壮年期・中年期においては、「働きがい」と「働きやすさ」が実現できる職
場環境は、こころの健康を高め、支える観点からも重要であるといえる。

働きがいを示す指標の一つであるワーク・エンゲイジメント＊16と就業環境や雇用管理
に関する分析によると、「職場の人間関係やコミュニケーションの円滑化」、「労働時間の
短縮や働き方の柔軟化」、「業務遂行に伴う裁量権の拡大」、「いわゆる正社員と限定正社員
との間での相互転換の柔軟化」、「仕事と病気治療との両立支援」、「育児・介護・病気治療
等により離職された方への復職支援」といった雇用管理の実施率の高さとワーク・エンゲ
＊15	生活不活発病は、身体を動かす機会が減ることで全身のあらゆる機能が低下し、様々な症状が出現することをいう。廃用症候群と

もいう。
＊16	オランダ・ユトレヒト大学のSchaufeli教授らによって、2002年に確立された概念であり、仕事に関連するポジティブで充実した

心理状態として、「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り
組んでいる」（没頭）の3つが揃った状態として定義される。
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イジメント・スコア＊17との間には正の相関がある可能性が示唆されている＊18。
このように、就業という側面からウェルビーイングの向上を図っていくためには、働き

方を労働者が主体的に選択し、円滑な移動や転換、マルチキャリアパスを可能とするため
の環境整備や、企業による個人の希望・特性等に応じた雇用管理等を推進していくことが
必要と考えられる＊19。

一方で、裏を返せば、このような環境整備や雇用管理等が不十分な場合には、就業とい
うライフイベントがこころの不調をきたすストレス要因ともなり得ることに留意しなけれ
ばならない。

以下では、働く人を取り巻くストレスの現状について確認し、雇用される労働者の労働
時間や睡眠時間、そして職場におけるハラスメントについて整理した上で、フリーランス
として働く人に対するハラスメントの状況についても取り上げる。

（1）	労働者を取り巻くストレスの現状
（ストレスを感じている労働者の割合は、2022（令和4）年は82.2％であった）

厚生労働省「労働安全衛生調査（実態調査）」によると、仕事や職業生活に関すること
で強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者の割合は、2022（令和4）年は82.2％
であった（図表1-1-16）。

ストレスの内容を年代別にみると、20歳未満から40歳代までは、「仕事の失敗、責任
の発生等」が最も高く、次いで「仕事の量」となっている。一方、50歳代は「仕事の量」
が最も高く、次いで「仕事の失敗、責任の発生等」が高くなっている。なお、60歳以上
はストレスと感じる事柄を1つも選択しなかった人が最も多かったが、ストレスがある人
のストレスの内容では、「仕事の質」が最も高く、次いで「対人関係（セクハラ・パワハ
ラを含む。）」となっている（図表1-1-17）。

また、就業形態別にみると、正社員は「仕事の量」、「仕事の失敗、責任の発生等」の順
に高くなっているが、契約社員や派遣労働者では「雇用の安定性」の割合が高い傾向があ
り、特に派遣労働者では突出して最も高い（図表1-1-18）。

このように、ストレスを感じている労働者は非常に多いが、その要因や背景は、年代や
就業形態などにより多様であることが分かる。

＊17	ワーク・エンゲイジメントの測定に当たっては、ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度（Utrecht Work Engagement 
Scale：UWES）が最も広く活用されており、通常、「活力」「熱意」「没頭」といった下位因子を17項目の質問で測定している。その他、
UWESでは、3つの因子を3項目ずつ、合計9項目の質問で測定できる短縮版、合計3項目の質問で測定できる超短縮版（Ultra-Short 
Measure）も開発されている。

＊18	「令和元年版　労働経済の分析　－人手不足の下での「働き方」をめぐる課題について－」第Ⅱ部第3章第3節参照。
＊19	「雇用政策研究会報告書　人口減少・社会構造の変化の中で、ウェル・ビーイングの向上と生産性向上の好循環、多様な活躍に向け

て」（2019年7月）。
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	 図表1-1-16	 仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の割合

過労死等の防止のための対策に関する大綱  
に関する する 50 9
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資料：厚生労働省「令和4年労働安全衛生調査（実態調査）」（ただし、平成14年、19年、24年は厚生労働省「労働者健康
状況調査」）に基づき、厚生労働省労働基準局作成

	 図表1-1-17	 年齢階級別にみた仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスの内容別労働者割合（主なもの3つ以内）

（強い不安、悩み、ストレスを感じる事柄がある＝100％）
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資料：厚生労働省「令和4年労働安全衛生調査（実態調査）」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官
室作成
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	 図表1-1-18	 就業形態別にみた強い不安、悩み、ストレスの内容別労働者割合（主なもの3つ以内）

（強い不安、悩み、ストレスを感じる事柄がある＝100％）
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（注） 項目「事故や災害の体験」「その他の事柄」はグラフには掲載していない。
資料：厚生労働省「令和4年労働安全衛生調査（実態調査）」

①　労働時間
（週60時間以上働く雇用者数は、長期的には緩やかな減少傾向を示している）

上述のとおり、仕事の量は労働者の主要なストレスのひとつといえるが、仕事量の多さ
は労働時間の長さとして現れる場合も少なくない。総務省「労働力調査」の月末1週間の
就業時間別の雇用者割合の推移をみると、1週間の就業時間が60時間以上である雇用者
の割合は、2003（平成15）年をピークとして、働き方改革の進展等により、緩やかな減
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少傾向を示しているが、2022（令和4）年は5.1％と前年より0.1％ポイント増加した。
また、月末1週間の就業時間が60時間以上である雇用者数は298万人と前年より約8万
人増加した（図表1-1-19）。

	 図表1-1-19	 月末1週間の就業時間別の雇用者の割合及び雇用者数

 
（注）１．非農林業雇用者について作成したもの。 

２．就業時間不詳の者がいるため、計 100％とならない。 
３．括弧内の数字は雇用者数を表しており、単位は万人。 

資料：総務省「労働力調査（基本集計）」（平成23年は岩手県、宮城県及び福島県を除く）に基づき、厚生労働省労働基準局
作成

（労働時間が長くなると、うつ病などの疑いがある人の割合が増加する傾向がみられる）
1週間当たりの実労働時間別のうつ傾向・不安についてみると、労働時間が長くなるに

つれて、うつ病・不安障害（重度のものを含む）の疑いがある人の割合が増加する傾向が
みられる（図表1-1-20）。また、労働時間が長くなるにつれて、翌朝に前日の疲労を持ち
越す頻度が増加する傾向がみられ（図表1-1-21）、その頻度が増加すると、うつ病・不安
障害（重度のものを含む）の疑いがある人＊20の割合が増加する傾向もみられる（図表
1-1-22）。

こうしたことから、労働時間がこころの不調につながる背景には、長時間労働による疲
労の蓄積があるとみられる。

＊20	うつ病・不安障害（重度のものを含む）の疑いのある人の判別に当たっては、K6という尺度を用いている。K6は、米国のKessler
らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一般住民を対象とした調査で心理的ス
トレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。6つの質問について5段階（「まったくない」（0点）、

「少しだけ」（1点）、「ときどき」（2点）、「たいてい」（3点）、「いつも」（4点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより
重い可能性があるとされている。
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	 図表1-1-20	 1週間当たりの実労働時間別うつ傾向・不安（就業者調査）

第第

３３
章章

  

過
労
死
等
を
め
ぐ
る
調
査
・
分
析
結
果

111 

疲労の持ちこし頻度別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、翌朝に前日の疲労を持ちこす頻度が

増加するにつれて、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑

い」がある者の割合が増加する傾向がみられ、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重

度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合わせた割合は、「一晩睡眠をとればだいたい疲労

は回復する」が 9.2％、「翌朝に前日の疲労を持ちこすことがときどきある」が 21.9％、「翌

朝に前日の疲労を持ちこすことがよくある」が 39.0％、「翌朝に前日の疲労をいつも持ちこ

している」が 59.5％であった（第 3-2-1-8 図）。 

第3-2-1-8図 疲労の持ちこし頻度別うつ傾向・不安（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一般
住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの質問に
ついて５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、「いつも」
（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

１週間当たりの実労働時間別の主観的幸福感は、労働時間が長くなるにつれて、幸福感が

低くなる傾向がみられ、「幸福感８」以上の割合は、「就業者全体」が 38.6％、「20時間未満」

が 53.7％、「20 時間以上 40 時間未満」が 45.5％、「40 時間以上 60時間未満」が 35.8％、「60

時間以上」が 33.4％であった（第 3-2-1-9 図）。 

第3-2-1-9図 １週間当たりの実労働時間別主観的幸福感（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）１．主観的幸福感は、内閣府「国民生活選好度調査」でも用いられる指標で、「とても不幸せ」～「とても幸せ」の 10段階評価
で、より高い得点が、主観的幸福度が高いことを表す。 

２．自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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１週間当たりの実労働時間別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、労働時間が長くなるにつれて、

「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合

わせた割合が増加する傾向がみられ、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ

病・不安障害の疑い」がある者を合わせた割合は、「20 時間未満」が 17.0％、「20 時間以上

40 時間未満」が 17.8％、「40 時間以上 60時間未満」が 22.7％、「60 時間以上」が 26.8％で

あった（第 3-2-1-6 図）。 

第3-2-1-6図 １週間当たりの実労働時間別うつ傾向・不安（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）1．Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一
般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの
質問について５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、
「いつも」（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

2．自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 

１週間当たりの実労働時間別の疲労の持ちこし頻度は、労働時間が長くなるにつれて、翌

朝に前日の疲労を持ちこす頻度が増加する傾向がみられ、「翌朝に前日の疲労を持ちこすこと

がよくある」者及び「翌朝に前日の疲労をいつも持ちこしている」者を合わせた割合は、「20

時間未満」が 14.4％、「20 時間以上 40 時間未満」が 16.5％、「40 時間以上 60 時間未満」が

21.7％、「60 時間以上」が 34.1％であった（第 3-2-1-7 図）。 

第3-2-1-7図 １週間当たりの実労働時間別疲労の持ちこし頻度（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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（注） 自営業者等と会社役員は、就業時間を労働時間として算出。
資料：労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和4年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調

査研究」に基づき、厚生労働省労働基準局作成

	 図表1-1-21	 1週間当たりの実労働時間別疲労の持ち越し頻度（就業者調査）
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疲労の持ちこし頻度別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、翌朝に前日の疲労を持ちこす頻度が

増加するにつれて、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑

い」がある者の割合が増加する傾向がみられ、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重

度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合わせた割合は、「一晩睡眠をとればだいたい疲労

は回復する」が 9.2％、「翌朝に前日の疲労を持ちこすことがときどきある」が 21.9％、「翌

朝に前日の疲労を持ちこすことがよくある」が 39.0％、「翌朝に前日の疲労をいつも持ちこ

している」が 59.5％であった（第 3-2-1-8 図）。 

第3-2-1-8図 疲労の持ちこし頻度別うつ傾向・不安（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一般
住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの質問に
ついて５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、「いつも」
（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

１週間当たりの実労働時間別の主観的幸福感は、労働時間が長くなるにつれて、幸福感が

低くなる傾向がみられ、「幸福感８」以上の割合は、「就業者全体」が 38.6％、「20時間未満」

が 53.7％、「20 時間以上 40 時間未満」が 45.5％、「40 時間以上 60時間未満」が 35.8％、「60

時間以上」が 33.4％であった（第 3-2-1-9 図）。 

第3-2-1-9図 １週間当たりの実労働時間別主観的幸福感（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）１．主観的幸福感は、内閣府「国民生活選好度調査」でも用いられる指標で、「とても不幸せ」～「とても幸せ」の 10段階評価
で、より高い得点が、主観的幸福度が高いことを表す。 

２．自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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１週間当たりの実労働時間別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、労働時間が長くなるにつれて、

「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合

わせた割合が増加する傾向がみられ、「うつ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ

病・不安障害の疑い」がある者を合わせた割合は、「20 時間未満」が 17.0％、「20 時間以上

40 時間未満」が 17.8％、「40 時間以上 60時間未満」が 22.7％、「60 時間以上」が 26.8％で

あった（第 3-2-1-6 図）。 

第3-2-1-6図 １週間当たりの実労働時間別うつ傾向・不安（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）1．Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一
般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの
質問について５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、
「いつも」（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

2．自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 

１週間当たりの実労働時間別の疲労の持ちこし頻度は、労働時間が長くなるにつれて、翌

朝に前日の疲労を持ちこす頻度が増加する傾向がみられ、「翌朝に前日の疲労を持ちこすこと

がよくある」者及び「翌朝に前日の疲労をいつも持ちこしている」者を合わせた割合は、「20

時間未満」が 14.4％、「20 時間以上 40 時間未満」が 16.5％、「40 時間以上 60 時間未満」が

21.7％、「60 時間以上」が 34.1％であった（第 3-2-1-7 図）。 

第3-2-1-7図 １週間当たりの実労働時間別疲労の持ちこし頻度（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査研究」
をもとに作成 

（注）自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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（注） 自営業者等と会社役員は、就業時間を労働時間として算出。
資料：労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和4年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調

査研究」に基づき、厚生労働省労働基準局作成

	 図表1-1-22	 疲労の持ち越し頻度別うつ傾向・不安（就業者調査）

資料：労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和4年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調
査研究」に基づき、厚生労働省労働基準局作成

②　睡眠時間
（国際的にみると、我が国の男女の睡眠時間は短くなっている）

1日の時間は有限であることから、労働者にとって、労働時間の長さは睡眠時間の確保
に影響を与える。経済協力開発機構（OECD）の調査によると、我が国の男女の睡眠時
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間は、国際的にみると短くなっていることが分かる（図表1-1-23）。また、睡眠時間とこ
ころの状態の関係についてみると、2022（令和4）年「国民生活基礎調査」によると、
うつ傾向・不安（K6）の点数が「0～4点」である人の割合は、睡眠時間が「7時間以上
8時間未満」の場合に最も高く、睡眠時間が「5時間未満」の場合に最も低い（図表1-1-
24）。

このことから、睡眠時間の長さは、こころの健康を確保する上で重要な要素のひとつで
あるといえる。

	 図表1-1-23	 睡眠時間の国際比較
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（備考）１．�日本は、総務省「令和３年社会生活基本調査」、それ以外の国は、OECD "Gender data portal 2021 Time 
use across the world"より作成。

２．睡眠時間は、「sleeping」に該当する生活時間。
３．�日本は令和３(2021)年、米国は令和元(2019)年、カナダは平成27(2015)年、英国及び韓国は平成26(2014)

年、イタリアは平成25(2013)年、ドイツは平成24(2012)年、ノルウェー及びスウェーデンは平成22(2010)
年、フランス及びフィンランドは平成21(2009)年の数値。

資料：内閣府「令和6年版男女共同参画白書」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成

	 図表1-1-24	 睡眠時間とこころの状態
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（注） K6に基づく点数。K6については注釈20参照。
資料：厚生労働省「国民生活基礎調査」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成
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（約7割の労働者は、理想の睡眠時間を取れていない）
他方で、約7割の労働者は、理想の睡眠時間を取れていないとされている。厚生労働省

が行った調査によると、労働者の理想の睡眠時間は、「7～8時間未満」が45.4％で最も
多く、次いで「6～7時間未満」の28.9％であった。その一方で、実際の睡眠時間は「5
～6時間未満」が35.5％で最も多く、次いで「6～7時間未満」の35.2％であった。

また、理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間は、「理想の睡眠時間より1時間不
足」が39.6％で最も多い（図表1-1-25）。理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間
別のうつ傾向・不安（K6）をみると、乖離が大きくなるにつれて、「うつ傾向・不安なし」
の人の割合が減少する傾向がみられる（図表1-1-26）。

	 図表1-1-25	 理想の睡眠時間と実際の睡眠時間及びその乖離時間（就業者調査）
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理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、乖離が大きく

なるにつれて「うつ傾向・不安なし」の者の割合が減少し、「うつ傾向・不安あり」の者、「う

つ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合わせた

割合が増加する傾向がみられ、「理想の睡眠時間より５時間不足」では、「うつ傾向・不安なし」

の者が 33.3％、「うつ傾向・不安あり」の者が 18.0％、「うつ病・不安障害の疑い」がある者

が 10.3％、「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者が 38.5％であった（第 3-2-1-16 図）。 

第3-2-1-16図 
理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別うつ傾向・不安（就業者
調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一
般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの
質問について５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、
「いつも」（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別の主観的幸福感は、乖離が大きくなるにつれて、

幸福感が低くなる傾向がみられ、「幸福感８」以上の割合は、「理想の睡眠時間以上睡眠がとれて

いる」が49.1％、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 40.7％、「理想の睡眠時間より２時間不

足」が27.0％、「理想の睡眠時間より３時間不足」が20.6％、「理想の睡眠時間より４時間不足」

が19.6％、「理想の睡眠時間より５時間不足」が12.8％であった（第3-2-1-17図）。 

第3-2-1-17図 
理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別主観的幸福感（就業者調
査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）主観的幸福感は、内閣府「国民生活選好度調査」でも用いられる指標で、「とても不幸せ」～「とても幸せ」の 10 段階評価
で、より高い得点が、主観的幸福度が高いことを表す。 
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（睡眠の状況） 

理想の睡眠時間は、「７～８時間未満」が 45.4％で最も多く、次いで「６～７時間未満」

の 28.9％であった。一方で、実際の睡眠時間は「５～６時間未満」が 35.5％で最も多く、次

いで「６～７時間未満」の 35.2％であった。また、理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離

時間は、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 39.6％で最も多く、次いで「理想の睡眠時間

以上睡眠がとれている」が 30.7％、「理想の睡眠時間より２時間不足」が 21.3％であった（第

3-2-1-14 図）。

第3-2-1-14図 理想の睡眠時間と実際の睡眠時間及びその乖離時間（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

１週間当たりの実労働時間別に理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間をみると、労

働時間が長くなるにつれて乖離が大きくなる傾向があり、「60時間以上」では、「理想の睡眠

時間以上睡眠がとれている」が 22.3％、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 34.4％、「理想

の睡眠時間より２時間不足」が 27.9％、「理想の睡眠時間より３時間不足」が 9.7％、「理想

の睡眠時間より４時間不足」が 4.8％、「理想の睡眠時間より５時間不足」が 1.0％であった

（第 3-2-1-15 図）。 

第3-2-1-15図 
１週間当たりの実労働時間別理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時
間（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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資料：労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和4年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調
査研究」に基づき、厚生労働省労働基準局作成

	 図表1-1-26	 理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別うつ傾向・不安（就業者調査）
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理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別のうつ傾向・不安（Ｋ６）は、乖離が大きく

なるにつれて「うつ傾向・不安なし」の者の割合が減少し、「うつ傾向・不安あり」の者、「う

つ病・不安障害の疑い」がある者及び「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者を合わせた

割合が増加する傾向がみられ、「理想の睡眠時間より５時間不足」では、「うつ傾向・不安なし」

の者が 33.3％、「うつ傾向・不安あり」の者が 18.0％、「うつ病・不安障害の疑い」がある者

が 10.3％、「重度のうつ病・不安障害の疑い」がある者が 38.5％であった（第 3-2-1-16 図）。 

第3-2-1-16図 
理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別うつ傾向・不安（就業者
調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）Ｋ６は、米国の Kessler らによって、うつ病・不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発され、一
般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利用されている。６つの
質問について５段階（「まったくない」（０点）、「少しだけ」（１点）、「ときどき」（２点）、「たいてい」（３点）、
「いつも」（４点））で点数化し、合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。 

理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別の主観的幸福感は、乖離が大きくなるにつれて、

幸福感が低くなる傾向がみられ、「幸福感８」以上の割合は、「理想の睡眠時間以上睡眠がとれて

いる」が49.1％、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 40.7％、「理想の睡眠時間より２時間不

足」が27.0％、「理想の睡眠時間より３時間不足」が20.6％、「理想の睡眠時間より４時間不足」

が19.6％、「理想の睡眠時間より５時間不足」が12.8％であった（第3-2-1-17図）。 

第3-2-1-17図 
理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間別主観的幸福感（就業者調
査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）主観的幸福感は、内閣府「国民生活選好度調査」でも用いられる指標で、「とても不幸せ」～「とても幸せ」の 10 段階評価
で、より高い得点が、主観的幸福度が高いことを表す。 
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（睡眠の状況） 

理想の睡眠時間は、「７～８時間未満」が 45.4％で最も多く、次いで「６～７時間未満」

の 28.9％であった。一方で、実際の睡眠時間は「５～６時間未満」が 35.5％で最も多く、次

いで「６～７時間未満」の 35.2％であった。また、理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離

時間は、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 39.6％で最も多く、次いで「理想の睡眠時間

以上睡眠がとれている」が 30.7％、「理想の睡眠時間より２時間不足」が 21.3％であった（第

3-2-1-14 図）。

第3-2-1-14図 理想の睡眠時間と実際の睡眠時間及びその乖離時間（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

１週間当たりの実労働時間別に理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時間をみると、労

働時間が長くなるにつれて乖離が大きくなる傾向があり、「60時間以上」では、「理想の睡眠

時間以上睡眠がとれている」が 22.3％、「理想の睡眠時間より１時間不足」が 34.4％、「理想

の睡眠時間より２時間不足」が 27.9％、「理想の睡眠時間より３時間不足」が 9.7％、「理想

の睡眠時間より４時間不足」が 4.8％、「理想の睡眠時間より５時間不足」が 1.0％であった

（第 3-2-1-15 図）。 

第3-2-1-15図 
１週間当たりの実労働時間別理想の睡眠時間と実際の睡眠時間の乖離時
間（就業者調査） 

（資料出所）労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和４年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調査
研究」をもとに作成 

（注）自営業者等及び会社役員は、就業時間を労働時間として算出。 
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資料：労働安全衛生総合研究所社会労働衛生研究グループ「令和4年度過労死等に関する実態把握のための労働・社会面調
査研究」に基づき、厚生労働省労働基準局作成
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（睡眠時間の確保は、プレゼンティーズムの観点からも注目される）
このような睡眠不足により心身に不調をきたしてしまうと、欠勤や休職を余儀なくされ

る（アブセンティーズム）だけでなく、出勤はするものの心身の不調により十分なパ
フォーマンスが発揮できない状態（プレゼンティーズム）につながる場合もある。

近年、睡眠時間の重要性は、こうした日中のパフォーマンスの低下に着目するプレゼン
ティーズムの観点からも注目されており、たとえば、雇用する労働者の睡眠時間の長さや
睡眠の質の良さは企業の利益率を高める効果を持つとの指摘もある＊21。良質な睡眠の確保
は、企業にとって、労働者のこころの不調を予防するという意味にとどまらず、生産性の
向上という視点からも課題であることを示唆しているといえる。

③　職場におけるハラスメント
（2022（令和4）年度のパワーハラスメントの相談件数は、50,840件であった）

職場環境においてこころの健康に大きな影響を与えるリスクとして、ハラスメントの問
題がある。2022（令和4）年度に都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に寄せられた
パワーハラスメントの相談件数は、50,840件であった（図表1-1-27）。

一方、2022（令和4）年度のセクシュアルハラスメントの相談件数は、6,849件、妊
娠・出産等に関するハラスメントの相談件数は1,926件となっており、いずれも2021

（令和3）年度より減少傾向にある（図表1-1-28）。

＊21	山本勲「アフターコロナに向けたウェルビーイングと生産性の両立」（厚生労働省2022年度第2回雇用政策研究会）。
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	 図表1-1-27	 都道府県労働局に寄せられたパワーハラスメントの相談件数
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令和２年度 令和３年度 令和４年度

パワーハラスメント防止措

置（第30条の２第１項関

係）

パワーハラスメント相談を

理由とした不利益取扱い

（第30条の２第２項関係）

その他18,363

23,366

50,840

（件） 

（注1）2022（令和4）年4月の改正労働施策総合推進法の全面施行に伴い、前年度まで計上されていなかった中小企業に
おけるパワーハラスメントに関する相談もすべて集計することとなったため、前年度以前と2022（令和4）年度以降
では集計対象に大きな差異がある。

（注2）労働政策総合推進法に基づく相談件数には、労働者からの相談のほか、事業主や企業の人事労務担当者等からの相談
も含まれる。

資料：厚生労働省雇用環境・均等局作成
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	 図表1-1-28	 都道府県労働局に寄せられたセクシュアルハラスメントの相談件数
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ント(第11条の3関係)

母性健康管理(第12条、13条

関係)

その他

24,215
25,109

20,967

（注1）男女雇用機会均等法に規定する行為に対する相談件数を計上。
（注2）男女雇用機会均等法に基づく相談件数には、労働者からの相談のほか、事業主や企業の人事労務担当者等からの相談

も含まれる。
資料：厚生労働省雇用環境・均等局作成

（企業が取り扱った相談のうち「実際にハラスメントに該当する」と判断したものの割合
は、顧客等からの著しい迷惑行為が最も多い）

また、企業に対して行ったハラスメントの発生状況等に関する調査によると、過去3年
間に各ハラスメントの相談があったもののうち、企業が「実際にハラスメントに該当す
る」と判断したものの割合は、「顧客等からの著しい迷惑行為」（86.8％）が最も高く、

「セクハラ」（80.9％）、「パワハラ」（73.0％）が次いで高くなっている。このうち「顧客
等からの著しい迷惑行為」は、過去3年間で該当件数が増加していると答えた企業の割合
も最も高かった （図表1-1-29、図表1-1-30）。

労働者の主要なストレス要因のひとつであるハラスメントは、職場内での対人関係にと
どまらず、仕事を通じた幅広い対人関係のなかで生じており、近年は顧客等からのハラス
メント事案が増加傾向にあることが分かる。
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	 図表1-1-29	 過去3年間のハラスメント該当事例の有無（ハラスメントの種類別）
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(2) 過去３年間のハラスメント該当件数の傾向 

Q8,10,12,14,16,21 過去 3年間のハラスメント又は不利益取扱いに関する相談のうち、貴社にお

いて最終的にパワハラに該当すると判断した事例の件数の傾向についてお教えください。(SA) 

＜ハラスメントの種類別＞ 

過去 3 年間に各ハラスメントの相談があった企業において、顧客等からの著しい迷惑行為、セ

クハラ、パワハラ、介護休業等ハラスメント、妊娠・出産・育児休業等ハラスメントについては、「該

当する事案がある」と回答した企業の割合が、「該当する事例はない」と回答した企業より多い結

果となった（それぞれ 86.8%、80.9%、73.0%、55.5%、50.1%）。就活等セクハラのみ、「該当する事例

はない」と回答した企業の方が多かった（63.0%）。 

該当件数の推移については、顧客等からの著しい迷惑行為については「件数が増加している」

(22.6%)の方が「件数は減少している」(12.6%)よりも多いが、それ以外のハラスメントについては「件

数は減少している」の方が「件数が増加している」より多かった。 

※就活等セクハラの該当件数の推移については、十分なサンプル数がない(30未満)ため、掲載

していない 

 

図図表表  3377  過過去去３３年年間間ののハハララススメメンントト該該当当事事例例のの有有無無（（ハハララススメメンントトのの種種類類別別））  

 

（対象：過去 3年間にハラスメントに関する相談があった企業 パワハラ：n=4,985、セクハラ：n=3,075、 

妊娠・出産・育児休業等ハラスメント：n=794、介護休業等ハラスメント：n=301、 

顧客等からの著しい迷惑行為：n=2,167、就活等セクハラ：n=54） 

  

  

  

 

  

73.0 

80.9 

50.1 

55.5 

86.8 

37.0 

27.0 

19.1 

49.9 

44.5 

13.2 

63.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パワハラ(n=4985)

セクハラ(n=3075)

妊娠・出産・育児休業等ハラスメント(n=794)

介護休業等ハラスメント(n=301)

顧客等からの著しい迷惑行為(n=2167)

就活等セクハラ(n=54)

該当すると判断した事例がある 該当すると判断した事例はない

（注） 全国の従業員30人以上の企業・団体に対する企業調査。
資料：令和5年度厚生労働省委託事業「職場のハラスメントに関する実態調査報告書」

	 図表1-1-30	 過去3年間に該当事例があった企業における事例件数の推移（ハラスメントの種類別）
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図図表表  3388  過過去去３３年年間間にに該該当当事事例例ががああっったた企企業業ににおおけけるる事事例例件件数数のの推推移移（（ハハララススメメンントトのの種種類類別別））  

 

（対象：過去 3年間にハラスメントに該当する事例があった企業 パワハラ：n=3,639、セクハラ：n=2,487、 

妊娠・出産・育児休業等ハラスメント：n=398、介護休業等ハラスメント：n=167、 

顧客等からの著しい迷惑行為：n=1,880  

 

＜従業員規模別（パワハラ）＞ 

パワハラ該当事例の有無を従業員規模別にみると、規模にかかわらず、「パワハラに該当する

と判断した事例がある」と回答した企業が約 7～8割であった。1,000人以上の企業においてパワ

ハラに該当すると判断した割合が最も高く(84.7%)、100～299人の企業が 67.3%で最も低かった。 

該当件数の推移については、企業規模にかかわらず、「件数が減少している」と回答した企業

の方が、「件数が増加している」と回答した企業の割合よりも高かった。「件数が減少している」の

割合が最も高かったのは、99人以下の企業で 37.3%、逆に「件数が増加している」の割合が高か

ったのは 1,000人以上の企業で 15.4%であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13.4 

10.4 

8.3 

7.8 

22.6 

31.3 

26.7 

25.1 

26.9 

24.9 

28.8 

35.3 

33.9 

31.1 

12.6 

26.4 

27.6 

32.7 

34.1 

39.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パワハラ(n=3639)

セクハラ(n=2487)

妊娠・出産・育児休業等ハラスメント(n=398)

介護休業等ハラスメント(n=167)

顧客等からの著しい迷惑行為(n=1880)

ハラスメントに該当すると判断した事例の件数が増加している

ハラスメントに該当すると判断した事例があり、件数は変わらない

ハラスメントに該当すると判断した事例の件数は減少している

ハラスメントに該当すると判断した事例はあるが、件数の増減は分からない

（注1）全国の従業員30人以上の企業・団体に対する企業調査。
（注2）就活等セクハラの該当件数の推移については、十分なサンプル数がない（30未満）のため掲載していない。
資料：令和5年度厚生労働省委託事業「職場のハラスメントに関する実態調査報告書」
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女性特有の疾患に対して治療を行うだけで
なく、院内外との連携を図りながら、女性の
総合的な健康管理・支援を行っている関東労
災病院の「働く女性専門外来」を紹介する。

働く女性専門外来の設立
関東労災病院では、月経痛など女性特有の

症状や、職場でのストレスにより発症する
様々な心身の不調に対し、総合的に診療を行
うため、2001（平成13）年に「働く女性
専門外来」が開設された。開設当初から担当
している星野寛美医師は「当時はちょうど、
女性専用車両が導入された頃」と振り返る。

「それまで医療分野では、『女性は男性と同
じ』とされ、男性の研究データに基づき、女
性の医療が行われていました。男女の違いを
明確にして医療を行う「性差医療」という概
念が日本で紹介され始めたことから、女性の
心と身体をトータルに診る総合診療を目指し
て開設されました」。当初は『女性外来とは
こういうもの』といったものがなく、試行錯
誤の連続だったそうだ。

働く女性専門外来の特徴と取組み
「働く女性専門外来」の特徴として、次の

ような点があげられる。
①「働く」という視点にも注目しながら、

充分にご本人の話を聞いて、時間をかけて診
療を行う。②婦人科に限らず、他科の症状に
ついての相談にも応じる。③多数の科や医療
機関で診察・治療を受けても病態がわからな
い場合、一緒に情報を整理し、病状を把握す
る支援を行う。④心療内科や精神科での診察
が必要となった場合、受診状態をフォロー
アップし、診察が軌道に乗るまで見届ける。
⑤職場の産業医や県などの保健関連施設との
連携や情報提供を行う。

こうした取組みによって、働く女性を総合
的にサポートしている。受診年齢も10代か
ら80代まで幅広い。

星野医師によれば、開設当初は、例えば、
心療内科の受診が必要な場合、紹介状を渡し
て診察を終えていたが、心療内科の受診に抵
抗を感じる方も多く、受診や適切な治療に結
びつかないことがあった。そのため、現在で
は、紹介状を渡した後も、専門外来の受診を
継続していただき、治療の経過を見届けるよ
うにしている。こうした試行錯誤で診療方法
を練り上げ、よりよい女性外来の確立を目指
してきた。

なお、「働く女性」という名称ではあるが、
主婦など、就労していない女性も受診でき
る。

不調の背後にあるものをみつけ、寄り添う
診察の際に、特に重要と感じていることに

ついて、星野医師は、「症状があるけれど原
因がはっきりしない方もいるので、受診者の
気持ちに寄り添いながら、症状の背景にある
問題を見極め、一緒に不調を治すという姿
勢」が大切だという。

体調不良で受診しても、器質的疾患でな
く、原因が精神的なものである場合もある。

「診察室での振る舞いだけでなく、普段の生
活状況等も確認しながら、話をよく聴いて、
どこに原因があるか総合的に見極めることが
大切だと考えています」と語る。

女性がいきいきと働ける社会に向けて
（独立行政法人労働者健康安全機構関東労災病院）コラム
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（2）	フリーランスに対するハラスメントの現状
内閣官房が2020（令和2）年度に行った「フリーランス実態調査」によると、我が国

でフリーランス＊22として働いている人は、本業と副業を含め、462万人と試算されてい
る。同調査によると、今後もフリーランスとして働きたいと回答した人は8割近くに達し
ている。フリーランスという働き方を選択した理由については「自分の仕事のスタイルで
働きたいため」と回答した人が6割近くと最も多く、自分自身で仕事の進め方などを自由
に決めることができる点がフリーランスという働き方の大きな魅力になっていることがう
かがえる。

（仕事の依頼者等からハラスメントを受けたことがある人は約1割となっている）
そうしたなか、フリーランスとして働く人に対する仕事の依頼者等からのハラスメント

についても報告されている。内閣官房ほかが2022（令和4）年度に行った「フリーラン

＊22	内閣官房「フリーランス実態調査」では、「実店舗はなく、雇人もいない自営業主や一人社長であって、自身の経験や知識、スキル
を活用して収入を得る者（農林水産従事者は除く）」を、便宜上「フリーランス」と呼称している。

女性特有の体調不良への理解促進に向けて
星野医師によると、月経困難症や、更年期

症状など女性特有の体調不良は、個人差が大
きい。そのため、男性のみならず、女性から
も理解してもらえないことがあるという。

「働く女性は、不調があっても職場に相談で
きず、がんばり過ぎてしまう。職場の上司や
同僚に相談しにくい上、相談しても理解して
もらえず、『気力でカバーして』『病気じゃな
いんだから』『怠けているのでは？』などと
言われ、悩んでいる人が多い。それが、症状

の悪化に拍車をかけてしまうこともある」そ
うだ。

女性特有の健康問題は多岐にわたる。女性
ホルモンとメンタルは密接な関係にあるが、
女性ホルモンは生涯を通じて大きく変動し、
女性はその影響を受けやすい。その上、職場
のストレスで不調が助長されたり、家事、育
児、介護などについて、女性の役割として完
璧にやらないといけないと思い込み、体調を
崩したりする。

一方、ピルの服用によりホルモンバランス
を整えることで、症状が改善することもあ
る。「治療のひとつとして知ってほしい」と
星野医師は考えているが、そもそも治療する
かどうかで悩んでいる女性も多いことを知っ
てほしいと訴える。20年以上になる女性外
来での臨床経験から「女性特有の疾患への理
解が進み、職場などで適切な対応が行われる
ようになれば」と願う気持ちも熱い。

活動は外来における診療にとどまらない。
企業研修の講師や、パンフレット作成の協力
など、女性のからだと健康について情報を発
信し、女性がいきいきと働ける社会づくりに
取り組んでいる。今後も、更なる活躍が期待
される。
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ス実態調査」によると、仕事の依頼者等からハラスメントを受けたことがあると回答した
人は10.1％となっており、パワハラ（身体的な攻撃、精神的な攻撃、業務の過大・過小
な要求、人間関係からの切り離し、個の侵害）が最も多く、セクハラがこれに次いで多く
なっている（図表1-1-31）。

ハラスメントの行為者について尋ねた結果では、いずれのハラスメントについても「発
注者」が最も多く、ハラスメント行為に対して「やめるように申し入れた」と答えた人よ
りも「特に何もせず、そのまま取引を継続した」と答えた人が多く、なかには「心身に不
調や病気を発症した」と答えた人もみられた。

受発注の契約関係における立場の優劣を背景として、フリーランスとして働く人が発注
者等からのハラスメント行為に対して毅然と対応することが難しい実情がうかがえる。
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	 図表1-1-31	 ハラスメントの状況

５．配慮義務関係について

回答数 割合

1　セクハラ（依頼者等からの性的な言動に対するあなたの反応を理由として仕事上
で不利益を受けるなどしたもの）

※具体例：発注者（企業の担当者）からの性的な要求やプライベートな食事の誘いを断ったことを理由と
して契約打切り・報酬減額等の不利益を受けた。

52 2.5%

2　セクハラ（依頼者等の性的な言動によって就業環境が不快なものとなり、あなた
の業務の遂行に悪影響が生じるなどしたもの）

※具体例：同じ事業所内で働く発注者（企業の担当者）から体に触られたり、メールで個人の性に関する
ことを聞かれたりするなどして業務の遂行に悪影響が生じた。

32 1.5%

3　パワハラ（身体的な攻撃、精神的な攻撃、業務の過大・過小な要求、人間関係か
らの切り離し、個の侵害）

※具体例：業務の遂行に関連して以下の行為をされる。
・殴打、足蹴り、物を投げつけられる。
・人格を否定するようなことを言われる。
・業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことを強制されたり、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕
事を押しつけられる。
・集団で無視をし、孤立させられる。

129 6.1%

4　マタハラ（妊娠・出産に関する言動によってあなたの就業環境が害されるもの）

※具体例：妊娠等したことについて悪口を言われるなどし、業務を行いづらくなった。
8 0.4%

5　その他の嫌がらせ行為があった 7 0.3%

6　特に経験したことはない 1906 89.9%

※2119名が回答。複数回答可であるため、回答数・割合の合計はそれぞれ2119名・100%を超える場合がある。

Ｑ１．主な契約において、仕事の依頼者等からハラスメントを受けたことがありますか。当
てはまるものを全て選んでください。＜複数回答可＞

※前の問の補足説明のとおり、「主な契約」とは、あなたが現在、フリーランスとして行っている仕事のうち最
も収入の多い契約をいいます。
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５．配慮義務関係について

1　発注
者（企業
の担当
者）

2　発注
者（個人
事業主、
フリーラ
ンス等）

3　仲介
事業者

4　1～3
以外で、
仕事現場
等で一緒
に働く者

5　1～4
以外の者

合計

24 12 8 1 9 52
46.2% 23.1% 15.4% 1.9% 17.3%

9 15 8 3 1 32
28.1% 46.9% 25.0% 9.4% 3.1%

80 35 14 25 8 129
62.0% 27.1% 10.9% 19.4% 6.2%

2 3 1 1 1 8
25.0% 37.5% 12.5% 12.5% 12.5%

5 1 0 0 1 7
71.4% 14.3% 0.0% 0.0% 14.3%

Ｑ２．それは誰から受けましたか。当てはまるものを全て選んでください。＜複数回答可＞

※Ｑ１．で仕事の依頼者等からハラスメントを受けたことがある（「特に経験したことはない」以外）と回答し
た213名が回答。複数回答可であるため、ハラスメントの行為類型毎の行為者の割合の合計が100％を超える場合
がある。

1　セクハラ（依頼者等からの性的な言動に対するあなたの反応を理由と
して仕事上で不利益を受けるなどしたもの）

※具体例：発注者（企業の担当者）からの性的な要求やプライベートな食事の誘いを
断ったことを理由として契約打切り・報酬減額等の不利益を受けた。

2　セクハラ（依頼者等の性的な言動によって就業環境が不快なものとな
り、あなたの業務の遂行に悪影響が生じるなどしたもの）

※具体例：同じ事業所内で働く発注者（企業の担当者）から体に触られたり、メールで
個人の性に関することを聞かれたりするなどして業務の遂行に悪影響が生じた。

3　パワハラ（身体的な攻撃、精神的な攻撃、業務の過大・過小な要求、
人間関係からの切り離し、個の侵害）

※具体例：業務の遂行に関連して以下の行為をされる。
・殴打、足蹴り、物を投げつけられる。
・人格を否定するようなことを言われる。
・業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことを強制されたり、能力や経験とかけ離
れた程度の低い仕事を押しつけられる。
・集団で無視をし、孤立させられる。

4　マタハラ（妊娠・出産に関する言動によってあなたの就業環境が害さ
れるもの）

※具体例：妊娠等したことについて悪口を言われるなどし、業務を行いづらくなった。

5　その他の嫌がらせ行為があった

５．配慮義務関係について

回答数 割合

１　行為者に対してやめるよう申し入れた 51 23.9%

２　行為者の職場の人（上司や同僚）に対して相談した 42 19.7%

３　行為者がいる組織が設置している相談窓口等を活用した 18 8.5%

４　特に何もせず、そのまま取引を継続した 75 35.2%

５　心身に不調や病気を発症した 18 8.5%

６　業務の遂行に支障が出た（恐くて仕事に行けない、連絡をとれない等） 24 11.3%

７　その他 17 8.0%

Ｑ３．あなたは、そのハラスメント行為を受けたために、どのような結果となりました
か。当てはまるもの全てを選んでください。＜複数回答可＞

※Ｑ１．で仕事の依頼者等からハラスメントを受けたことがある（「特に経験したことはない」以外）と
回答した213名が回答。複数回答可であるため、回答数・割合の合計はそれぞれ213名・100%を超える場合
がある。

資料：内閣官房新しい資本主義実現会議事務局・公正取引委員会・厚生労働省・中小企業庁「令和4年度フリーランス実態
調査結果」

36 令和6年版　厚生労働白書

第

1
章

こ
こ
ろ
の
健
康
を
取
り
巻
く
環
境
と
そ
の
現
状

厚労2024_1-01.indd   36厚労2024_1-01.indd   36 2024/08/06   14:30:122024/08/06   14:30:12



	3	現代社会をめぐる状況
ここまで、ライフステージごとにみられるストレス要因について整理してきたが、本項

では、デジタル化の進展、これらに伴う孤独・孤立の深刻化など現代社会に特徴的な側面
や、近年社会的関心の高まりがみられる事象について、こころの健康に対するリスクとい
う観点から取り上げる。

（1）	急速なデジタル化の進展とSNSの利用拡大
（デジタル化の進展により私たちの生活様式は大きく様変わりした）

デジタル化の進展やネットワークの高度化、スマートフォンなどのIoT関連機器の小型
化・低コスト化により、私たちの生活様式は大きく様変わりした。総務省「通信利用動向
調査」によると、モバイル端末の世帯保有率は9割を超え、なかでもスマートフォンの普
及が進んでおり、2019（令和元）年には8割以上の世帯が保有している。

デジタル技術の進展により、自分に合ったスタイルでデジタル機器やサービスを利用す
ることが可能になり、従来不便であったことが快適になった、できないと諦めていたこと
が実現した、といった驚きや感動に遭遇する場面も、日常生活のなかで決して少なくない
だろう。

（ほぼすべての年齢層で、SNSを利用した個人の割合は増加している）
総務省「通信利用動向調査」によると、2022（令和4）年にSNSと呼ばれるソーシャ

ルネットワーキングサービス（例：Facebook、LINE、Instagram、X（旧Twitter）等）
を利用した個人の割合＊23は、前年と比較して、ほぼすべての年齢層で増加しており、特
に利用率の低かった6～12歳と70歳以上の伸び率がやや大きい（図表1-1-32）。

80歳以上でも、インターネット利用者のうち2人に1人がSNSを利用しており、あら
ゆる年齢層に浸透してきていることが改めて確認できる。

＊23	インターネット利用者に占める割合。インターネット利用者の割合は6～12歳と60～69歳で8割を超え、13～59歳の各年齢階層
で9割を超えている。70～79歳では6割を超え、80歳以上でも3割を超えている。
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	 図表1-1-32	 SNSの利用動向（個人）

SNSの利用目的（個人）SNSの利用状況（個人）

SNS利用者からの回答

（複数回答）

インターネット利用者に占める割合

資料：総務省「令和4年通信利用動向調査　ポイント」

（急速なデジタル化にとまどいを覚える人も少なくない）
他方で、デジタル庁が実施したアンケート調査＊24によると、社会のデジタル化を良い

と考えている人は全体の半数をわずかに下回っており、急速なデジタル化にとまどいを覚
える人も少なくないことが分かる。その背景には様々な要因があると考えられるが、ひと
つの行為や発言に対してインターネット上で多数の批判や誹謗中傷が行われる、いわゆる
炎上といった現象を目にしたり、経験することもそのひとつと考えられる。また、イン
ターネット上に溢れる膨大な情報に惑わされたり、結果として違法・有害な情報に騙され
たりする経験も、私たちの日常生活のなかでは決して少なくないだろう。

こうしたデジタル化の進展に伴うこころの健康リスクに関し、インターネット上の誹謗
中傷や違法薬物の広まり等について後ほど詳しく取り上げる。

（2）	孤独・孤立をめぐる状況
（暮らしを支える地縁・血縁といった「つながり」は、希薄化の一途をたどってきた）

ここまで概観してきたとおり、単独世帯の増加、デジタル化の進展といった社会環境の
劇的な変化が進み、暮らしを支える地縁・血縁といった人と人との関係性や「つながり」
は希薄化の一途をたどってきた。また、グローバリゼーションが進むなかで、それまで定
着していたいわゆる終身雇用、年功賃金や新卒一括採用等といった日本型雇用慣行が変化
し、パートタイム労働者・有期雇用労働者・派遣労働者といった非正規雇用労働者が増加
するなど、雇用環境が大きく変化してきた。

＊24	デジタル行政サービスに対する意識調査（2023年7月）。「良いと考えている」は「非常に良いと思う」または「まあ良いと思う」
と回答した人。
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このような家族や地域社会、雇用をめぐる環境の変化は、家庭内・地域内・職場内にお
いて人々が関わり合いを持つことによって問題を共有しつつ相互に支え合う機会の減少を
もたらし、人々が「生きづらさ」や孤独・孤立を感じざるをえない状況を生む社会へと変
化してきたと考えられる。

こうした状況は、たとえば、国連の「世界幸福度報告」において、近年、我が国の社会
的支援（困った時にいつでも頼れる友人や親戚はいるか）など「社会関係資本（ソーシャ
ルキャピタル）」に関連する指標が、G7各国のなかで下位グループに位置していること
等にも表れているといえよう。

孤独の状況について、内閣官房が2023（令和5）年に行った調査＊25によると、孤独感
が「しばしばある・常にある」と回答した人の割合は 4.8％、「時々ある」が14.8％、「た
まにある」が 19.7％となっている。一方、孤独感が「ほとんどない」と回答した人の割
合は 41.4％、「決してない」が 17.9％となっている（図表1-1-33）。

2021（令和3）年と比較すると、「決してない」の割合が縮小し、「たまにある」及び
「ほとんどない」の割合が拡大している。

	 図表1-1-33	 孤独の状況（直接質問）（令和5年、令和4年、令和3年）

 
 

 
 

資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査（令和5年）」

（すべての世代で一定割合の人が孤独を感じている）
また、孤独感が「しばしばある・常にある」と回答した人の割合は、男性が5.3％、女

性が4.2％となっている。さらに年齢階級別にみると、その割合が最も高いのは、男性は
30歳代で9.0％、女性は20歳代で8.7％となっているが、すべての世代で一定割合の人
が孤独を感じており、孤独・孤立は、人生のあらゆる段階において何人にも生じうるもの
であるという認識が必要である（図表1-1-34）。

＊25	人々のつながりに関する基礎調査。この調査では、孤独という主観的な感情をより的確に把握するため、直接質問と間接質問の2種
類の質問により孤独感を把握している。直接質問は、「あなたはどの程度、孤独であると感じることがありますか」という質問である。
間接質問は、カリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA）のラッセルが考案した「UCLA孤独感尺度」の日本語版の3項目短縮版に基
づくもので、設問に「孤独」という言葉を使用せずに孤独感を把握するもの。以下の分析は直接質問の結果を用いて行うこととする。
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	 図表1-1-34	 男女、年齢階級別孤独感（直接質問）  
 

 
 資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査（令和5年）」

（心身の重大なトラブルのほか、他者とのつながりも孤独感に大きな影響を与えている）
さらに、孤独感が「しばしばある・常にある」、「時々ある」または「たまにある」と回

答した人と、「決してない」または「ほとんどない」と回答した人とで、現在の孤独感に
影響を与えたと思う出来事の回答割合の差をみると、「心身の重大なトラブル（病気・怪
我等）」が最も大きく、次いで、「一人暮らし」、「人間関係による重大なトラブル（いじ
め・ハラスメント等を含む）」、「家族との死別」などの回答割合の差が大きくなっている

（図表1-1-35）。
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	 図表1-1-35	 孤独感（直接質問/2区分）別孤独感に影響を与えたと思う出来事（複数回答）

 
資料：内閣官房「人々のつながりに関する基礎調査（令和5年）」

以上の結果から示唆されることは、孤独・孤立の状態は社会との関係のなかで生まれる
「関係性の貧困」ともいえるものである。こうした状態は、当事者にとって「痛み」や
「辛さ」を伴うものであり、心身の健康への深刻な影響なども懸念されており、孤独・孤
立は命に関わる問題であるとの認識が必要である＊26。

（3）	新型コロナウイルス感染症の影響
（新型コロナの最初の1年間で、不安とうつ病の有病率が、世界全体で25％増加した）

2020（令和2）年1月に国内で最初の感染者が確認された新型コロナウイルス感染症
（以下「新型コロナ」という。）は、人々のこころの健康にも大きな影響を与えた。世界保
健機関（WHO）の報告書＊27によると、新型コロナが流行した最初の1年間で、不安と

＊26	「孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画」（令和6年6月11日孤独・孤立対策推進本部決定）Ⅱ-2-（1）を参照。
＊27	WHO,“Mental Health and COVID-19： Early evidence of the pandemic’s impact： Scientific brief”、 2 March 2022.併せ

て、同日付けのWHO News Release “COVID-19 pandemic triggers 25% increase in prevalence of anxiety and depression 
worldwide”も参照。
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うつ病の有病率が、世界全体で25％もの大幅な増加を示した。同報告書では、包括的な
調査の結果から、新型コロナの蔓延はとりわけ若者のメンタルヘルスに影響を与えてお
り、自殺や自傷行為のリスクが高まったことにも言及されている。また、女性は男性に比
べてより深刻な影響を受けており、さらに、喘息やがん、心臓病などの身体的既往症があ
る人ほど精神障害の症状を患いやすいことも示唆された。

2022（令和4）年10月に我が国で行われた調査＊28によると、新型コロナの流行前
（2019（令和元）年12月以前）と調査時とを比べて、「環境の変化による不安やストレ
ス」や「学生生活、進路、就職活動についての不安やストレス」が増加したと答えた
人＊29が、約半数を占めた（図表1-1-36）。

この点は、新型コロナの流行がとりわけ若者のメンタルヘルスに悪影響を及ぼしたとす
るWHO調査の結果と同様の傾向がみられたと考えられる。

また、別の調査＊30によれば、新型コロナの流行下で高校生や大学生等が抱えた将来の
社会生活に対する不安については、「コミュニケーションスキルが身につかないのではな
いか」といった集団生活で得られる経験の喪失に関連する不安の割合が高く、また、近い
将来の進学や就職への不安として、「進学先や就職先で評価されないのではないか」、「受
験や就職活動で苦労するのではないか」といった回答の割合が高かったことが報告されて
おり、行動制限に伴う周囲との交流や学習機会の喪失が、若者の不安やストレスの背景に
あると考えられる。

＊28	令和4年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症流行下におけるメンタルヘルスに関する相談対応」。
＊29	「増加した」と「やや増加した」の合計。
＊30	 2021年日本赤十字社調べ。日本赤十字社プレスリリース「若者の半数が「何もしたくなくなる、無気力」な気持ちに変化　3人に

1人が「関係構築」「対人スキル」への影響を不安視」（2022年1月16日）。
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	 図表1-1-36	 不安やストレスの変化（感染症流行前と現在）

 

４  不安やストレスの変化（感染症流行前と現在：問８）  

新型コロナウイルス感染症流行前（令和元年 月以前）と現在とを比べて、以下①～⑤について不安や

ストレスが「増加した（計）」と回答した人は、いずれも「減少した（計）」と回答した人を上回っています。

また、「①環境の変化による不安やストレス」、「③学生生活、進路、就職活動についての不安やストレス」

では、約半数の人が「増加した（計）」と回答しています。

新型コロナウイルス感染症流行前（令和元年 月以前）と現在とを比べて、不安やストレスの変化があっ

たかお答えください。（単数回答） ※令和４年度から聴取 

不安やストレスの変化（感染症流行前と現在）

≪≪全全体体≫≫

4.6

4.5

4.6

4.2

4.0

0.010.020.030.040.050.060.070.0

①環境の変化による不安やストレス
(n=10812)

②仕事や収入、雇用についての
不安やストレス

(n=8206)

③学生生活、進路、就職活動についての
不安やストレス

(n=758)

④子育てについての不安やストレス
(n=6171)

⑤悩みや心配事を相談できない
不安やストレス

(n=10812)

←←    減減少少ししたた（（計計））
(%)

48.2

35.0

55.3

19.6

27.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

増増加加ししたた（（計計）） →→
(%)

 

※「増加した（計）」＝「増加した」＋「やや増加した」

「減少した（計）」＝「減少した」＋「やや減少した」

※「②仕事や収入、雇用についての不安やストレス」は、問２で「家事をしている（専業主婦・主夫）」、「通学している（学

生）」、「無職」、「無職（新型コロナウイルス感染拡大の影響による失職・離職）」以外の回答をした人に聴取している。

※「③学生生活、進路、就職活動についての不安やストレス」は、問２で「通学している（学生）」と回答した人に聴取して

いる。

※「④子育てについての不安やストレス」は、問５でお子さんが「いる」と回答した人に聴取している。

資料：令和4年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症流行下におけるメンタルヘルスに関する
相談対応（概要版）」

（その後も第6波、第7波の時期に、メンタルヘルスの不調が上昇した）
また、メンタルヘルスの状況を示す3項目（「神経過敏に感じた」、「そわそわ、落ち着

かなく感じた」、「気分が落ち込んで、何が起こっても気が晴れないように感じた」）につ
いては、いずれも年々低下傾向がみられたが、オミクロン株による第6波（2022（令和
4）年1～3月）や、新たな変異株による第7波（2022（令和4）年7～8月）による感染
者数増加の時期には上昇している（図表1-1-37）。

さらに、性別では、各項目でいずれの時期も女性の方が高い割合を示しており、WHO
調査の結果と同様の傾向がみられた（図表1-1-38）。
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	 図表1-1-37	 メンタルヘルスの状況（経年比較）

 

５  メンタルヘルスの状況（時期別の推移：問９）  

メンタルヘルス状況 項目（「神経過敏に感じた」「そわそわ、落ち着かなく感じた」「気分が落ち込んで、

何が起こっても気が晴れないように感じた」）それぞれについて、年々低下傾向がみられます。

令和４年度 では、３項目ともオミクロン株による第６波（令和４年１月～３月）や、新たな変異株による

第７波（令和４年７月～８月）による感染者数増加の時期には上昇がみられ、その後の感染者数減少の時期

には下降がみられます。

現在までに、新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、次のようなことはありましたか。それぞれの期間につ

いてお答えください。（複数回答） 

メンタルヘルスの状況（経年比較）

※令和２年度調査は「令和２年 月～ 月」の期間、令和 年度調査は「令和 年 月～ 月」の期間、令和４年度

調査は「令和４年１月～１０月」の期間を聴取している。

９月～10月

２月～３月 ４月～５月 ６月～７月 ８月～９月

(%)

４月～６月 ７月～９月 月～ 月 １月～３月 ４月～６月 ７月～８月 ９月～ 月

【令和４年度】【令和３年度】【令和２年度】

神経過敏に感じた
そわそわ、落ち着かなく感じた
気分が落ち込んで、何が起こっても気が晴れないように感じた

資料：令和4年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症流行下におけるメンタルヘルスに関する
相談対応（概要版）」

	 図表1-1-38	 メンタルヘルスの状況（性別）

 

性別にメンタルヘルス状況 項目の推移をみると、各項目で、いずれの時期においても女性のほうが高

い割合となっています。

令和４年度 では、感染者数の拡大時期（１月～３月、７月～８月）に「神経過敏に感じた」、「そわそわ、落

ち着かなく感じた」で、男女差が ポイント以上あります。

メンタルヘルスの状況（性別）

 

令和３年度 から 令和４年度 の間に感染を経験した人のメンタルヘルス状況 項目の推移をみると、

［令和３年度］は感染経験の違いによる変動の差はあまりみられないものの、令和４年度では、［感染あり］

の人が「気分が落ち込んで、何が起こっても気が晴れないように感じた」と回答した割合は、［令和４年７月

～８月］に ％となっており、［感染なし］（ ％）の人よりやや高くなっています。

メンタルヘルスの状況（過去１年程度での感染経験別）

※問７において、令和３年度では感染が「ない」と回答し、令和４年度では感染が「あった」または「ない」と回答した継

続回答者を指す。
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【令和４年度】【令和３年度】【令和２年度】

(%)

１月～３月 ４月～６月 ７月～８月 ９月～ 月

感染あり：
感染なし：

0

10

20

30

４月～６月 ７月～９月 月～ 月

感染あり：
感染なし：

【令和４年度】【令和３年度】

資料：令和4年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業「新型コロナウイルス感染症流行下におけるメンタルヘルスに関する
相談対応（概要版）」

（4）	社会に存在する様々なこころの健康リスク
ここまで、デジタル化の進展、これらに伴う孤独・孤立の深刻化など現代社会の特徴的

な側面についてみてきた。ここでは、社会に存在するこころの健康に対するリスクという
観点から、近年、相談件数の増加など、社会的関心の高まりがみられる児童虐待、いじ
め、配偶者からの暴力、インターネット上の誹謗中傷、そして違法薬物等についてまとめ
て取り上げる。

①　児童虐待
（児童相談所による児童虐待相談対応件数は年々増加している）

児童虐待はこどもの健やかな成長に影響を及ぼす重要な課題である。幼年期・少年期の
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こうした逆境体験は、その後の人生において、抑うつや不安、PTSDなどのこころの不調
を抱えるリスクを高めるとされている。

2022（令和4）年度の児童相談所における児童虐待相談対応件数（速報値）は21万
9,170件となり、2012（平成24）年度からの10年間で約3.3倍に増加している（図表
1-1-39）。

	 図表1-1-39	 児童相談所における虐待相談対応件数の推移
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（速報値）

件　数 59,919 66,701 73,802 88,931 103,286 122,575 133,778 159,838 193,780 205,044 207,660 219,170

対前年度比 +6.3% +11.3% +10.6% +20.5% +16.1% +18.7% +9.1% +19.5% +21.2% +5.8% +1.3% +5.5%

（注）平成22年度の件数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。

資料：こども家庭庁「令和4年度 児童相談所における児童虐待相談対応件数（速報値）」

相談の内容別件数は、多い順に、心理的虐待＊3112万9,484件（全体の59.1％）、身体
的虐待5万1,679件（23.6％）、ネグレクト3万5,556件（16.2％）、性的虐待2,451件

（1.1％）となっている。また、前年度からの増加の状況を増加率の高い順にみると、ネグ
レクト4,108件（13.0％増）、性的虐待204件（9.0％増）、身体的虐待2,438件（4.9％
増）、心理的虐待4,760件（3.8％増）となっている。

②　いじめ
（いじめの増加は、こころの健康にとって深刻な影響を及ぼしうる）

思春期の若者の生活の中心は、学校という場にあることが多いが、その主たる生活の場
で起こるいじめは、本人にとって大きなストレスとなる。文部科学省「児童生徒の問題行
動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」によると、2022（令和4）年度の
いじめの認知件数は、前年度比で小学校が10.3％増の55万1,944件、中学校が13.8％増
の11万1,404件などとなった（図表1-1-40）。生命や心身などに重大な被害が生じた疑
いがあったり、長期欠席を余儀なくされたりする重大事態の発生件数は、30.7％増の
923件で過去最多となり、このうち、いじめ防止対策推進法第28条第1項第1号に規定
する「いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じ
た疑いがあると認めるとき」に該当するものは448件あり、そのうち重大な被害の態様

＊31	言葉による脅し、無視、きょうだい間での差別的扱い、こどもの目の前で家族に対して暴力をふるう、きょうだいに虐待行為を行
う、など。
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が「精神」であるものは、約55％にあたる247件であった（図表1-1-41）。
いじめの態様は、小学校、中学校、高等学校のいずれにおいても「冷やかしやからか

い、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。」割合が最も高い（図表1-1-42）。また、「パ
ソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なことをされる。」割合は増加傾向にあり、高
等学校では他の年代に比べてこの態様割合が高い。インターネットを介したいじめは、外
部からの見えにくさや匿名性の高さなどからエスカレートしやすく、また、インターネッ
ト上で拡散した画像や動画等の情報は消去することが極めて困難とされている。このた
め、こころの健康にとって極めて深刻な影響を及ぼしうることに留意する必要がある。

	 図表1-1-40	 いじめの状況 いじめの状況について

※ 上段は認知件数、下段は1,000人当たりの認知件数

（件）

0

▍ いじめの認知件数の推移 ▍ いじめの解消状況の推移（各年度末時点）

● 小・中・高等学校及び特別支援学校におけるいじめの

認知件数は681,948件（前年度615,351件）であり、

前年度に比べ66,597件（10.8％）増加している。

● 児童生徒1,000人当たりの認知件数は53.3件

（前年度47.7件）である。

● 年度末時点でのいじめの状況について、

解消しているものは525,773件（77．１％）であった。

（２２.８％）
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資料：文部科学省「令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」
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	 図表1-1-41	 いじめの重大事態

● 重大事態の発生件数は、923件（前年度706件）。
うち、法第28条第1項第1号に規定するものは448件（前年度350件）、同項第2号に規定するものは617件
（前年度429件）である。

● 文部科学省では、いじめ防止対策推進法第28条第1項のいじめの重大事態への対応について、学校の設置者
及び学校における法、基本方針等に則った適切な調査の実施に資するため、「いじめの重大事態の調査に関する
ガイドライン」を平成29年3月に策定している。

いじめの重大事態について

▍ いじめ防止対策推進法第28条第1項に規定する「重大事態」の発生件数

※ いじめ防止対策推進法第28条第1項において、学校の設置者又は学校
は、重大事態に対処するために調査を行うものとすると規定されており、
当該調査を行った件数を把握したもの。

※ 1件の重大事態が第1号及び第2号の両方に該当する場合は、

それぞれの項目に計上されている。

※ 同法第28条第1項に規定する「重大事態」とは、

第1号「いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に
重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき」

第2号「いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席
することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき」

である。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

発生件数 449 314 396 472 598 716 512 706 923

1号重大事態 92 130 161 190 266 298 238 350 448

2号重大事態 385 219 281 330 420 513 345 429 617
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重大事態発生校数（校） 363 337 141 3 844

重大事態発生件数（件） 390 374 156 3 923

うち、第1号 162 187 96 3 448

生命 25 36 15 0 76

身体 33 38 14 1 86

精神 84 104 57 2 247

金品等 20 9 10 0 39

うち、第２号 279 247 91 0 617

資料：文部科学省「令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」

	 図表1-1-42	 いじめの態様別状況いじめの態様別状況について

（複数回答可）
▍ いじめの態様別状況

● 小・中学校及び特別支援学校においては、「冷やか

しやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われ

る」が最も多く、続いて「軽くぶつかられたり、遊ぶ

ふりをしてたたかれたり、蹴られたりする」が多い。

● 高等学校においては、「冷やかしやからかい、悪口

や脅し文句、嫌なことを言われる」が最も多く、続

いて「パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌

なことをされる」が多くなっている。

● 「パソコンや携帯電話等で、ひぼう・中傷や嫌なこ

とをされる。」の件数は全体で23,920件で、引き

続き増加傾向にある。
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資料：文部科学省「令和4年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果概要」

③　配偶者からの暴力（DV）
（配偶者や交際相手からの暴力に関する相談件数は、高止まりしている）

配偶者や交際相手からの暴力に関する相談件数は、近年、高水準で推移している。内閣
府によると、2022（令和4）年度に全国の配偶者暴力相談支援センターで受理した相談
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件数は12.2万件を超え、2020（令和2）年度に過去最高の約13万件となって以降、高止
まりしている（図表1-1-43）。

	 図表1-1-43	 配偶者暴力相談支援センターにおける相談の件数の年次推移
【 配偶者からの暴力に関する相談件数の年次推移】
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資料：内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等（令和4年度分）」

（同居している未成年のこどもに対する虐待も生じている）
暴力の被害者は身体的な影響にとどまらず、こころの健康に深刻な影響を受ける場合が

ある＊32ことは言うまでもないが、こうした暴力が生じる家庭に同居するこども＊33にも
様々な心身の症状が表れる場合がある。また、暴力を目撃しながら育ったこどもは、自分
が育った家庭での人間関係のパターンから、感情表現や問題解決の手段として暴力を用い
ることを学習してしまうおそれがあるともいわれる。

④　インターネット上の誹謗中傷
（SNSユーザーの6割以上がインターネット上の誹謗中傷等の投稿を目撃したことがある）

SNSや動画配信・投稿サイトなどの普及は、あらゆる主体が情報の発信者となること
を可能とし、自己実現や新たなコミュニケーションの創出に大きく寄与している一方で、
より多くの利用者から注目を集めたいという承認欲求をくすぐり、誹謗中傷等の投稿・拡
散につながりやすいという構造的な問題も指摘されている。

SNSユーザーを対象に実施したアンケート調査＊34によると、6割以上の人がインター
ネット上の誹謗中傷等の投稿を目撃したことがあると回答している。また、2割近くの人
がインターネット上で誹謗中傷等の被害に遭ったと回答しており、20代と30代の人が相
対的に多い（図表1-1-44）。

また、先述のとおり、少年期・青年期におけるいじめの態様で、パソコンや携帯電話等
を利用したものの件数は、2015（平成27）年の9,187件から、2021（令和3）年には

＊32	内閣府「男女間における暴力に関する調査（令和5年度調査）」によると、配偶者から何らかの暴力被害を受けたことのある人に、
被害によって引き起こされた生活上の変化の有無を聞いた結果、被害者の60.0％（被害女性の63.7％、被害男性の53.8％）に生活上
の変化が認められた。変化の内容では「自分に自信がなくなった」（26.2％）が最も多く、次いで「夜、眠れなくなった」（20.8％）、「心
身に不調をきたした」（18.2％）となっており、こころの不調との関連が示唆される変化が上位を占めている。

＊33	内閣府「配偶者暴力相談支援センターにおける相談件数等（令和4年度分）」によると、令和4年度に配偶者暴力相談支援センター
で相談対応を行った相談者のうち、同居している未成年のこどもがいる割合は全体の半数を超えている。

＊34	総務省プラットフォームサービスに関する研究会　誹謗中傷等の違法・有害情報への対策に関するワーキンググループ（第10回）
資料1-1 三菱総合研究所「インターネット上の違法・有害情報に関する流通実態アンケート調査」。
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21,900件に大きく増加していた。
SNSは、思ったことを気軽に投稿でき、見知らぬ人とのコミュニケーションや共感の

輪を広げることができる一方で、他人への誹謗中傷、無責任なうわさ、個人のプライバ
シー情報などを広げてしまい、被害者のこころを深く傷つけるおそれがあることについて
も理解し、一人ひとりがSNSの正しい利用を心がける必要がある。

	 図表1-1-44	 SNSユーザーを対象としたアンケート調査

※ 過去1年間にいずれかのＳＮＳなどのサービスを利用した
と答えた回答者を抽出して集計

誹謗中傷等に関する投稿の目撃経験

Q あなたはインターネット上で次のような投稿を見たことがありますか。それぞれ
「見たことがある」又は「見たことがない」のいずれかでお答えください。 （SA）
（自分が対象となった場合を除きます。）

目撃した際のサービス

Q 前問で「見たことがある」と回答した投稿について、どのサービスで見ましたか。（MA）

見たことがある

見たことがない

違法・有害情報に関する投稿の被害経験

Q あなたはインターネット上で次のような投稿をされたことがありますか。以下の投稿について、「されたことがある」又は「されたことがない」のいずれかでお答えください。（SA）

※ 過去1年間にいずれかのＳＮＳなどのサービスを利用した
と答えた回答者を抽出して集計

されたことがある

されたことがない

資料：総務省プラットフォームサービスに関する研究会　誹謗中傷等の違法・有害情報への対策に関するワーキンググループ
（第10回）資料1-1 三菱総合研究所「インターネット上の違法・有害情報に関する流通実態アンケート調査」より抜粋

（インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件数は、高止まりしている）
こうしたなかで、法務省の人権擁護機関が新規に救済手続を開始した事件のうち、イン

ターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件数は、高止まりしている（図表1-1-
45）。モバイル端末の普及などにより、誰もが加害者にも被害者にもなりうる状況が続い
ている。引き続き、加害者とならないための意識啓発や、被害に遭った際の被害者救済手
続の取組みを推進していくことが必要な状況にあり、法務省の人権擁護機関では、被害者
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からインターネット上の誹謗中傷等の投稿による被害について相談を受けた場合には、相
談者の意向に応じ、削除依頼の方法等を助言したり、違法性を判断した上で、プロバイダ
等に対して投稿の削除要請をするなどしている。

また、総務省では、インターネット上の違法・有害情報対策として、第213回国会に、
大規模プラットフォーム事業者に対し、削除対応の迅速化や運用状況の透明化を義務付け
る情報流通プラットフォーム対処法案（プロバイダ責任制限法の一部改正法案）を提出
し、2024（令和6）年5月に成立した。情報流通プラットフォーム対処法は、公布の日
から起算して1年を超えない範囲内に施行されることとなる。

	 図表1-1-45	 インターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件（新規開始） 
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令令和和２２年年 令令和和３３年年 令令和和４４年年 令令和和５５年年

（（件件））

インターネット上の人権侵犯事件

うちプライバシー侵害

うち名誉棄損

うち識別情報の摘示

資料：報道発表資料「令和5年における「人権侵犯事件」の状況について（概要）～法務省の人権擁護機関の取組～」（法務
省）（https：//www.moj.go.jp/content/001415625.pdf）を加工して作成

⑤　違法薬物の広まりとオーバードーズ
（近年の薬物事犯は、覚醒剤事犯が減少する一方で、大麻事犯が顕著に増加している）

覚醒剤や大麻などの薬物の乱用は、依存や中毒を引き起こし、精神疾患のひとつである
依存症の原因となる。近年の薬物事犯全体の検挙人員は概ね14,000人前後で推移してお
り、2022（令和4）年の検挙人員は前年から減少がみられた。経年的な傾向として、覚
醒剤事犯が減少する一方で、大麻事犯が顕著に増加している（図表1-1-46）。
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	 図表1-1-46	 薬物事犯検挙人員の推移

H26 H27 H28 H29 H30 H31・R1 R2 R3 R4

覚醒剤 11,148 11,200 10,607 10,284 10,030 8,730 8,654 7,970 6,289

大麻 1,813 2,167 2,722 3,218 3,762 4,570 5,260 5,783 5,546

麻薬・向精神薬 452 516 505 505 528 558 638 639 783

あへん 24 4 7 12 2 2 15 16 3

全薬物事犯 13,437 13,887 13,841 14,019 14,322 13,860 14,567 14,408 12,621

11,148 11,200
10,607

10,284 10,030

8,730 8,654 
7,970 

6,289 

1,813
2,167

2,722
3,218

3,762

4,570
5,260 

5,783 
5,546 

452 516 505 505 528 558 638 639 783

13,437
13,887 13,841 14,019

14,322
13,860

14,567 14,408 

12,621 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

（人）

資料：厚生労働省医薬局作成

（大麻事犯が若者の間で顕著に増加している）
大麻事犯における検挙人員の年齢別推移をみると、総検挙人員は2013（平成25）年か

ら3.4倍に増加しているが、年齢別にみると、30歳未満は5.4倍に、さらに20歳未満は
15.0倍に増加しており、大麻事犯が若者の間で顕著に増加していることが読み取れる（図
表1-1-47）。
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	 図表1-1-47	 大麻事犯における検挙人員の推移（年齢別）

過去最高であった平成21年の検挙人員
（3,087人）を超え、過去最高を記録
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1,000

2,000

3,000
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6,000
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20歳未満 30歳未満の割合
20歳未満の割合

（人）

30歳未満が
半数超え

3.4倍

H25年から

5.4倍

15.0倍

H25年から

H25年から

大麻事犯の総検挙人員が
令和３年に過去最多を更新

全体

30歳未満

20歳未満

資料：厚生労働省医薬局作成

（大麻の入手先を知った方法は、30歳未満でインターネットが3分の1以上を占める）
2023（令和5）年10月から11月までの間に大麻取締法違反（単純所持）で検挙され

た者のうち1,060人について、捜査の過程において明らかとなった、大麻の入手先を知っ
た方法等をみると、検挙事実となった大麻の入手先（譲渡人）を知った方法は、30歳未
満で「インターネット経由」が3分の1以上を占め、その9割以上がSNSを利用していた

（図表1-1-48）。
また、大麻に対する危険（有害）性を軽視する情報の入手先についても、「友人・知人」

とともに「インターネット」が多く、年齢層が低いほど「インターネット」の占める割合
が高い傾向にある。SNS等における違法・有害情報の拡散が、特に若い世代において大
麻に対する認識を誤らせていることの背景にあることがうかがえる（図表1-1-49）。

	 図表1-1-48	 大麻の入手先（譲渡人）を知った方法と利用したインターネットの種類

3人, 9.1%
17人, 17.9%

47人, 32.2%

257人, 42.3%

81人, 45.5%

23人, 69.7%
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7人, 21.2%
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24人, 16.4%
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15人, 8.4%
182人, 17.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

インターネット経由 インターネット以外 不明

0人, 0.0%
15人, 88.2%

36人, 76.6%

217人, 84.4%

71人, 87.7%

339人, 83.7%

0人, 0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳未満

全体

X（旧ツイッター） 掲示板 その他

20歳未満

20歳代
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50歳以上
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20歳代

30歳代
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50歳以上 1人, 33.3%
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7人, 8.6%

27人, 10.5%

5人, 10.6%

1人, 5.9%
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8人, 2.0%

2人, 2.5%
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10人, 3.9%
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3人, 6.4%
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0人, 0.0%
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その他のSNS

資料：警察庁「令和5年における組織犯罪の情勢【確定値版】」
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	 図表1-1-49	 危険性を軽視する情報源（犯行時の年齢層別・複数回答）
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図表８：危険性を軽視する情報源（犯行時の年齢層別・複数回答）

友人・知人 インターネット 雑誌等 密売人 交際相手 その他

資料：警察庁「令和5年における組織犯罪の情勢【確定値版】」

（近年、総合感冒薬などの市販薬の過量服薬（オーバードーズ）が問題となっている）
また、上述の違法な薬物の広まりとは別に、近年、総合感冒薬や鎮咳去痰薬などの一般

用医薬品（市販薬）の過量服薬（オーバードーズ）が問題となっている。全国の精神科医
療施設を受診する薬物関連精神疾患患者に関する調査結果によると、市販薬を「主たる薬
物」＊35とする依存症患者の比率は、2012年から2022年までの10年間で急増しているこ
とが報告されている（図表1-1-50）＊36。

＊35	患者の精神科的症状に関して臨床的に最も関係が深いと思われる薬物のこと。
＊36	令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）分担研究報告書「全

国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査」。
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	 図表1-1-50	 1年以内使用あり症例の「主たる薬物」の比率に関する経年的推移

58 

 

  1 

 2 

資料：令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサ3 

イエンス政策研究事業）分担研究報告書「全国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の4 

実態調査」 5 

 6 

（（若若者者のの間間でで市市販販薬薬ののオオーーババーードドーーズズがが急急速速にに広広ままっってていいるる））  7 

薬物関連の精神疾患症例において使用された主たる薬物として市販薬の比率が急増して8 

いる背景には、若者の間で市販薬のオーバードーズが急速に広まったことが大きな要因の9 

ひとつとみられている。 10 

国立精神・神経医療研究センターが全国の高校生を対象に行った調査41によると、過去11 

１年以内に市販薬の乱用経験があるという高校生は全体の 1.57％、60 人に１人の割合と12 

推計されることが分かった。これは、違法薬物のなかで最も乱用されている大麻（0.16％）13 

の過去１年経験率の 10 倍に相当する。また、同センターが行った「全国の精神科医療施14 

設における薬物関連精神疾患の実態調査」によると、精神科で治療を受けた 10 代患者を15 

みると、2014（平成 26）年には市販薬を主たる薬物とする患者はみられなかったが、202216 

（令和４）年には 65％を超えるまでに増加した（図１－１－51）。 17 

 18 

【【図図１１－－１１－－5511】】  全全国国のの精精神神科科医医療療施施設設ににおおけけるる薬薬物物依依存存症症のの治治療療をを受受けけたた 1100代代19 

患患者者のの「「主主たたるる薬薬物物」」のの推推移移  20 

                         
41 薬物使用と生活に関する全国高校生調査 2021。 

資料：令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）分担
研究報告書「全国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査」

（若者の間で市販薬のオーバードーズが急速に広まっている）
薬物関連の精神疾患症例において使用された主たる薬物として市販薬の比率が急増して

いる背景には、若者の間で市販薬のオーバードーズが急速に広まったことが大きな要因の
ひとつとみられている。

国立精神・神経医療研究センターが全国の高校生を対象に行った調査＊37によると、過
去1年以内に市販薬の乱用経験があるという高校生は全体の1.57％、60人に1人の割合
と推計されることが分かった。これは、違法薬物のなかで最も乱用されている大麻

（0.16％）の過去1年経験率の10倍に相当する。また、同センターが行った「全国の精神
科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査」によると、精神科で治療を受けた10
代患者をみると、2014（平成26）年には市販薬を主たる薬物とする患者はみられなかっ
たが、2022（令和4）年には65％を超えるまでに増加した（図表1-1-51）。

＊37	薬物使用と生活に関する全国高校生調査2021。
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	 図表1-1-51	 全国の精神科医療施設における薬物依存症の治療を受けた10代患者の「主たる薬物」の推移

青少年による一般用医薬品の濫用

改正薬事法の施行（平成26年（2014年））以降、精神科で治療を受けた10代患者において、市販薬を「主たる薬物」とする患者の割合が
増加している。
（2014年０％ → 2016年 25.0％ → 2018年 41.2％ → 2020年 56.4%→2022年65.2％）

1
出典：全国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査（2022年）（国立精神・神経医療研究センター）
（令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品医療機器等レギュラトリ－サイエンス政策研究事業））

4.3 

7.7 

14.7 

16.7 

12.0 

10.9 

7.7 

20.6 

16.7 

4.0 

0 

0 

0 

16.7 

48.0 

6.5 

12.8 

5.9 

16.7 

12.0 

65.2 

56.4 

41.2 

25.0 

0 

13.1 

15.4 

17.6 

8.3 

24.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2022

2020

2018

2016

2014

覚醒剤 大麻 危険ドラッグ 睡眠薬・抗不安薬 市販薬 その他

全国の精神科医療施設における薬物依存症の治療を受けた
10代患者の「主たる薬物」の推移

(N=12)

(N=25)

(N=34)

(N=39)

(N=46)

資料：令和4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス政策研究事業）分担
研究報告書「全国の精神科医療施設における薬物関連精神疾患の実態調査」に基づき、厚生労働省医薬局作成

（市販薬の入手経路は、インターネットを介した入手の割合が次第に大きくなっている）
また、同調査によると、過去1年以内に市販薬の使用（治療薬として適切に用いた場合

を除く）が認められた症例における入手経路については、薬局（71.5％）が圧倒的に多
く、次いで店舗（22.2％）、インターネット（16.4％）という順であった。市販薬を薬局
などから入手する傾向は従来から変わらないものの、医薬品のEC（電子商取引）比率

（2022年は8.24％（化粧品も含む））を考慮するとインターネットを介した入手経路は無
視できるものではなく、また、インターネットを介した入手の割合が少しずつ大きくなっ
ていることに注目する必要がある。

（オーバードーズの背景に、若者の「生きづらさ」を指摘する声も多い）
若者が市販薬のオーバードーズに至る背景について、「生きづらさ」を指摘する声も多

い。先述の全国の高校生を対象とした調査で、過去1年以内に市販薬の乱用経験があると
回答した高校生の傾向を分析した結果、非経験者と比べて、睡眠時間が短い、朝食の摂食
頻度が低い、家族全員での夕食頻度が低い、大人不在で過ごす時間が長い、親しく遊べる
友人や相談ができる友人が少ない、インターネットの長時間使用（1日6時間以上）の割
合が高いなどの生活上の特徴がみられた。こうした特徴から、安心して一緒に過ごせる人
が身近におらず、孤独感を味わいながら、昼夜、自分の居場所を探している若者たちの姿
が「生きづらさ」の実像として浮かび上がる。

オーバードーズの問題は、市販薬の入手経路の在り方にとどまらず、背景にある若者の
「生きづらさ」に向き合う取組みの充実が求められる。
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	4	社会的障壁と共生社会
本白書の「はじめに」でも触れたように、こころの健康と社会とのつながりには相互性

があり、同じ社会に暮らす隣人のこころの健康に対して、私たち一人ひとりは決して無関
係ではない。こころの不調の発生要因となるストレスには、心理的、社会的な要因があ
り、たとえば、労働者が感じているストレスの内容は多様であるものの、対人関係に関す
るものが少なくないことや、心身の健康への深刻な影響も懸念される孤独・孤立という状
態は社会との関係のなかで生まれる「関係性の貧困」ともいえる痛みや辛さを伴うもので
あることなどを具体的にみてきた。

こうした対人関係や社会との関係に伴うこころの不調は誰にでも起こりうるものである
が、ここでは、心理的、社会的ストレスに関連し、障害のある人にとって社会生活を営む
ことの支障となるような社会の側の「壁」である社会的障壁について触れておきたい。

社会的障壁とは、障害のある人にとって日常生活または社会生活を営む上で障壁となる
ような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを指す。これは、「障害者
権利条約」の理念である障害の「社会モデル」の考え方を踏まえたものである。障害の

「社会モデル」とは、障害者が日常生活または社会生活で受ける様々な制限は、心身の機

東京都では、様々な不安や悩みを抱えた青
少年が、SNS等を通じて、いわゆる「トー
横」（※）に集まり、児童買春等の犯罪被害
に遭う事案が発生していることから、2023

（令和5）年に有識者からなる協議会で議論
し、その答申を踏まえ、各種取組みを進めて
いる。

その一環として、同年8月、青少年の被害
の実態や対策について周知・啓発するため、
有識者や著名人を招き、啓発イベント「－君
を守りたい－　きみまも＠歌舞伎町」を開催
した。

また、2024（令和6）年1月には、悩み
を抱える若者が気軽に相談できる窓口「きみ
まも＠歌舞伎町」を期間限定で設置した。

この窓口では、軽食を無料で提供したほ
か、関係機関・民間団体と連携し、社会福祉
士等の資格を持った専門員が相談対応に当た
るなど、青少年が気軽に立ち寄りやすい環境
づくりに配慮した。

窓口には多くの若者が訪れ、なかには徐々
に相談員と打ち解け、具体的な相談に至り、
支援に繋がった例もあった。

「 東 京 都 で は、 こ の 結 果 等 も 踏 ま え、
2024（令和6）年5月末に常設の窓口を設
置した。今後も各種取組みを推進することと
している。」
（※）「トー横」とは、東京都新宿区歌舞伎

町の「新宿東宝ビル」の横のこと。

－君を守りたい－
きみまも＠歌舞伎町MEMO
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能の障害のみに起因するものではなく、社会における様々な障壁と相対することによって
生じるものという考え方である＊38（図表1-1-52）。

本白書においても、WHO2022報告書を踏まえ、「こころの不調」は、精神障害による
心身の機能の障害に加え、社会的障壁と相対することによって生じる障害を含むものとし
て捉えている。たとえば、下図のように、車いすを使用する人にとって「階段」という障
壁により「障害」が生じることと同様に、精神障害のある人にとって利用しにくい制度や
偏見などにより生じる「障害」についてもこころの不調に含まれるものであり、精神障害
のある人が相対するこのような社会的障壁を取り除くことが、当事者のこころの不調を軽
減し、こころの健康の水準を高めることにつながる点で、本白書におけるこころの健康に
も重要な視点を与える考え方である。

障害の有無や程度にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができる共生社
会の実現のためには、このような考え方に基づき、障害のある人の活動や社会参加を制限
している様々な社会的障壁を取り除くことが重要である。

	 図表1-1-52	 社会モデルの考え方と社会的障壁の例

資料：内閣府作成

＊38	内閣府「令和4年度障害者施策の概況（令和5年版障害者白書）」（令和5年6月）第1章第1節を参照。
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	 第2節	 精神疾患の現状

	1	主な精神疾患
（精神疾患を有する総患者数は約615万人、外来患者数は約586万人）

私たちのこころは、日常生活のなかで様々に揺れ動くものである。そうした通常の浮き
沈みを超えて、思考や感情、行動の変調が大きな苦痛を伴ったり、日常生活に支障をきた
すような状態になると、こころの不調、とりわけ精神疾患（精神障害）にもつながる。

精神疾患の外来患者の数は増加の傾向にある。厚生労働省「患者調査」を基に算出する
と、2020（令和2）年の精神疾患を有する総患者数は約615万人であり、このうち外来
患者数（約586万人）を疾患別にみると、うつ病などの「気分（感情）障害」が約169
万人と最も多く、続いて、適応障害などの「神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表
現性障害」が約124万人となっている（図表1-2-1）。また、外来患者数を年代別にみる
と、75歳以上が約136万人と最も多く、続いて45～54歳が約98万人、0～24歳が約79
万人となっている（図表1-2-2）。

精神疾患というと、まず、うつ病をイメージする人が多いかもしれないが、このように
様々な種類や症状の違いがあり、治療法もこうした違いに応じて異なってくる。

ここでは、世界保健機関（WHO）の「疾病及び関連保健問題の国際統計分類
（ICD）」＊39における病気の名称や分類を参考に、代表的な精神疾患について紹介したい。

	 図表1-2-1	 精神疾患を有する外来患者数の推移（疾患別内訳）

63 

 

 1 

資料：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成 2 

 3 

【【図図１１－－２２－－２２】】    精精神神疾疾患患をを有有すするる外外来来患患者者数数のの推推移移（（年年齢齢階階級級別別内内訳訳）） 4 

 5 

資料：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成 6 

 7 

＝＝＝＝＝＝【【MEMO】】疾疾病病及及びび関関連連保保健健問問題題のの国国際際統統計計分分類類（（IICCDD））とと精精神神疾疾患患＝＝＝＝＝＝  8 

資料：厚生労働省「患者調査」に基づき、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成

＊39	現在、国内で使用している分類は、ICD-10（2013年版）に準拠している。ICDについては、「【MEMO】疾病及び関連保健問題の
国際統計分類（ICD）と精神疾患」を参照されたい。
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	 図表1-2-2	 精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳）

1

精神疾患を有する外来患者数の推移（年齢階級別内訳）
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（※１） （※２）

※１）H23年の調査では宮城県の一部と福島県を除いている。
※２）R２年から総患者数の推計方法を変更している。具体的には、外来患者数の推計に用いる平均診療間隔の算出において、前回診療日から調査日
までの算定対象の上限を変更している（H29年までは31日以上を除外していたが、R２年からは99日以上を除外して算出）。

（単位：万人）

資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省障害保健福祉部で作成資料：厚生労働省「患者調査」に基づき、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成

各種の精神疾患は、ICD（International 
Statistical Classification of Diseases and 
Related Health Problems：疾病及び関連
保健問題の国際統計分類）のいずれかに統計
上分類される。このICDと精神疾患の関係
についてみてみよう。

ICDとは、世界保健機関（WHO）の勧告
により、国際的に統一した基準で定められた
死因及び疾病の分類である。

日本では、このICDに準拠する形で「疾
病、傷害及び死因の統計分類」という統計法
に基づく「統計基準」を定めており、 公的統
計（人口動態統計、患者調査、社会医療診療
行為別統計等）等における死因や疾病の分類
などで広く利用している。
「疾病、傷害及び死因の統計分類」におい

ては、「第Ⅴ章　精神及び行動の障害（F00
－F99）」に、次の中間分類項目が含まれて
いる。

F00－F09 �症状性を含む器質性精神障害

F10－F19 �精神作用物質使用による精神及
び行動の障害（※1）

F20－F29 �統合失調症、統合失調症型障害
及び妄想性障害

F30－F39 �気分［感情］障害（※2）
F40－F48 �神経症性障害、ストレス関連障

害及び身体表現性障害（※3）
F50－F59 �生理的障害及び身体的要因に関

連した行動症候群
F60－F69 �成人の人格及び行動の障害
F70－F79 �知的障害＜精神遅滞＞
F80－F89 �心理的発達の障害
F90－F98 �小児＜児童＞期及び青年期に通

常発症する行動及び情緒の障害
F99 詳細不明の精神障害

（※1）F10-F19 「精神作用物質使用による精神及び行動の障
害」には依存症を含む。

（※2）F30-F39 「気分［感情］障害」には双極性感情障害、
うつ病エピソードを含む。

（※3）F40-F48 「神経症性障害、ストレス関連障害及び身体
表現性障害」には適応障害を含む。

なお、医療機関における精神疾患の「診断
基準」としては、米国精神医学会の精神疾患

疾病及び関連保健問題の国際統計分類（ICD）と精神疾患MEMO
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（1）	うつ病
うつ病は、気分（感情）障害に分類される代表的な疾患のひとつである。一日中気分が

落ち込んでいる、何をしても楽しめないといった心理的な自覚症状とともに、眠れない、
食欲がない、疲れやすいといった身体症状が現れる。発症の原因は、現時点で正確には分
かっていないが、感情や意欲を司る脳の働きに何らかの不調が生じているものと考えられ
ている。

その背景には、精神的ストレスや身体的ストレスなどが指摘されることが多いが、辛い
体験や悲しい出来事のみならず、結婚や進学、就職、引越しなどといった嬉しい出来事の
後にも発症することがある。こうした環境要因以外にも、義務感が強く仕事熱心といった
性格傾向や、遺伝的要因、がんや糖尿病といった慢性的な身体疾患、妊娠出産や更年期障
害などの内分泌変化も発症要因のひとつである。

このように、うつ病を引き起こす要因はひとつではなく、生活の中の様々な要因が複雑
に結びついて発症している。

日本では、100人に6人程度が生涯のうちにうつ病を経験しているという調査結果があ
り、また、女性の方が男性よりも約1.6倍多いことが知られている。

の診断分類であるDSM-5も国際的に広く知
られている。

（注釈）�ICDについては、現行の「疾病、傷害及び死因の統計
分類　ICD-10（2013年版）準拠」に基づく記述を
行ったが、2022（令和4）年に、WHOよりICD-11

が発効され、収載されている分類項目は、約3万5千
項目に及ぶ。現在、我が国においてもICD-11に準拠
した新しい統計基準を作成し、国内で適用するための
準備が行われているところである。

うつ症状の度合いを「簡易抑うつ症状尺度
（QIDS -J）」を使って自らチェックすること
ができる。一人ひとりが自らの状態をチェッ
クして、早期発見・早期予防につなげること
が可能となるので紹介しよう。

簡易抑うつ症状尺度（Quick Inventory 
of Depressive Symptomatology：QIDS 
-J）は、16 項目の自己記入式の評価尺度で、
うつ病の重症度を評価できるほか、アメリカ
精神医学会の診断基準DSM-5の大うつ病性
障害（中核的なうつ病）の診断基準に対応し
ているという特長を持っている。

世界的に知られた精神科医であるJohn 
Rush氏によって開発され、世界10ヶ国以上
で使用されている。日本語版は、慶應義塾大
学医学部の藤澤大介医師のグループによって

作成された。
質問票の16項目とは、

1．寝つき
2．夜間の睡眠
3．早く目が覚めすぎる
4．眠りすぎる
5．悲しい気持ち
6．食欲低下
7．食欲増進
8．体重減少（最近2週間で）
9．体重増加（最近2週間で）
10．集中力／決断
11．自分についての見方
12．死や自殺についての考え
13．一般的な興味
14．エネルギーのレベル

簡易抑うつ症状尺度（QIDS -J）による	
うつ病チェックについてMEMO
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（2）	双極性障害（躁うつ病）
双極性障害は、躁状態とうつ状態を繰り返す病気である。うつ病と同じ気分（感情）障

害に分類されるが、うつ病とは異なる病気であり、治療法も異なる。
ハイテンションで活動的な躁状態と、憂うつで無気力なうつ状態をいったりきたりする

のが双極性障害の特徴とされ、躁状態になると、眠らなくても活発に活動する、次々にア
イデアが浮かぶ、自分が偉大な人間だと感じられるといったことがみられ、とても気分が
よく感じられるため、本人には病気の自覚がないことが多い。そのため、うつ状態では病
院に行く人でも、躁状態の時には治療を受けないことがよくある。しかし、うつ病だけの
治療では双極性障害を悪化させてしまう場合がある。このため、本人だけでなく、周囲の
人も、日頃の様子や気分の波を見守り、躁状態に気づくことが大切である。

日本では、双極性障害と診断される患者の頻度は重症・軽症をあわせても100人に4～
7人弱といわれている。

（3）	適応障害
適応障害は、神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害に分類される。日常

生活の中で起こった出来事や、主に職場や学校などの環境に対して対処が困難である時
に、病気や大切な人との離別、人間関係のもつれなど何らかのストレスが原因となり、心
身のバランスが崩れて、憂うつな気分、不安感、頭痛、不眠などの様々な症状が出る状態
である。こうした症状は、日常生活のなかで誰にでも起こりうる症状であるが、適応障害
の場合は、そのストレス原因から通常予想される程度をはるかに超えるものであったり、
仕事や学業、対人関係といった社会生活に支障が生じたりするほどの状態となる。

（4）	統合失調症
統合失調症は、幻覚や妄想、まとまりのない思考や行動、意欲の欠如などの症状を示す

疾患である。幻聴や妄想など健康な時にはなかった状態が現れる「陽性症状」と、意欲や
感情表現が減るなど、あったものが失われる「陰性症状」がある。周囲からみると、独り
言を言っている、実際はないのに悪口を言われたなどの被害を訴える、話がまとまらず支
離滅裂になるなどのサインとして現れる。

罹患率は100人に1人弱といわれており、思春期から青年期に発症するケースが多くみ

15．動きが遅くなった気がする
16．落ち着かない

であり、たとえば項目「5．悲しい気持ち」
であれば、

0点．�悲しいとは思わない
1点．�悲しいと思うことは、半分以下の時

間である
2点．�悲しいと思うことが半分以上の時間

ある

3点．�ほとんどすべての時間、悲しいと感
じている

と点数化されている。
16項目の点数を、計算式を使って計算し、

うつ病の重症度が解るようになっている。

（参考）質問票等は、以下を参照のこと。
https：//www.mhlw.go.jp/bunya/
shougaihoken/kokoro/dl/02.pdf
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られるが、早めに治療するほど症状が重くなりにくいといわれている。
統合失調症の原因は、ドーパミンなど脳の神経伝達物質のバランスが崩れて混乱するこ

とが関係しているともいわれているが、現時点では明らかになっていない。
ある程度の遺伝的要因が作用していると推測されており、統合失調症になりやすい要因

をいくつか持っている人が、仕事や人間関係のストレス、就職や結婚など人生の転機で感
じる緊張などがきっかけとなり、発症するのではないかと考えられている。

（5）	PTSD
PTSD（Post Traumatic Stress Disorder ：心的外傷後ストレス障害）とは、生死に関

わる出来事や性暴力の脅威に直面したあとで、その当時の恐怖に圧倒される記憶が整理さ
れず、そのことが何度も思い出されて、当時に戻ったように感じ続ける病気である。そう
した体験の中で恐怖や悲嘆、絶望などの強い感情に圧倒されたり、逃げられない、何もで
きないといった強い無力感を生じることによって生じる。体験後の心理社会的サポートの
低さが、将来のPTSD発症と関連する。体験の例としては、対人暴力などの人為被害の他
にも、雇用の現場での生死に関わる業務上の怪我や病気の経験や、自然災害という予期せ
ぬ出来事による家財や親しい人の喪失も要因となりうる。あまりにも強いショックを感じ
たために、その体験を落ち着いて整理することができなくなる。そのため、非常に良く覚
えている部分と覚えていない部分が混じり合ったり、体験したことと感じたこと、考えた
ことの関係が混乱したり、時間的な順序や、因果関係といったつながりも分からなくなる。

このような記憶は、「いつ、どこで、どのように、なぜ」といった枠組みができていな
いため、非常に不安定な状態となっている。そのため、ふとしたことで、あるいは突然
に、記憶が意識のなかに侵入し、フラッシュバックや悪夢を生じる。

トラウマ体験の記憶は断片化していて、その一部を思い出すと、他の色々な断片的なイ
メージが次々に思い出されたり、辛い感情や考えが生じたりする。そのため、あたかも常
に被害が生じているように感じられるので、不安や緊張が消えることがない。時にはこう
した辛さからこころを守るために、現実感がなくなり、ぼんやりとしたり、記憶の一部が
失われてしまうこともある。

どのような人がPTSDになりやすいのかについては、いくつかのことが分かっている。
まず、死の危険を意識するほどの恐怖に直面したかどうかだけでなく、たとえばそうし

た被害の後の社会的サポートの不足や、生活のストレスが大きかった場合にはPTSDを
発症しやすいことが知られている。さらに、過去のトラウマ体験や児童期の虐待といった
逆境体験が複数ある人にはPTSDのリスクが高くなるといわれる。

複雑性PTSDについて
複雑性PTSDは通常のPTSDに加えて、感

情調整や対人関係、自己価値に深刻な困難を
生じている精神疾患である。きっかけとなる出

来事の定義はPTSDと同じであるが、児童期
虐待、ドメスティック・バイオレンスなどの持
続的、反復的な被害から生じることが多い。

複雑性PTSDは、2018年に公表された国

複雑性PTSDに対する新たな心理療法について
（国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター）コラム
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際疾病分類の第11回改訂版（ICD-11）で、
新たに採用された診断項目であり、どのよう
な治療が有効であるかを明らかにすることは
国際的にも喫緊の課題となっていた。

NCNPによる研究報告
今般、国立研究開発法人国立精神・神経医療

研究センター（NCNP）精神保健研究所を中心
としたグループは、複雑性PTSDに対するSTAIR 
Narrative Therapyという心理療法の実践に関
する研究を行い、その成果が国際精神医学誌

「European Journal of Psychotraumatology」
オンライン版に掲載された。

NCNPの研究は、海外で虐待関連のPTSD
に有効性が確立されているSTAIR Narrative 
Therapyを、ICD-11の複雑性PTSD診断を
満たす患者に対して実践し、前後比較試験

（同一の対象者への介入の前後を比較するも
の）を実施したものである。

その結果、この治療が日本の臨床現場にお
いても安全に実施可能であり、複雑性PTSD
に対して効果が期待できることを確認した。
本研究は、治療を前進させる重要な成果とい
える。

複雑性PTSDとSTAIR Narrative Therapy
複雑性PTSDに対する最適な治療法につい

ては、国際的に検証が進められている段階に
ある。これまでの関連する研究の積み重ねに
より、トラウマに焦点を当てた心理療法が有
望であり、中でも複雑性PTSDの多様な症状
に対応した治療が有望であることが報告され
ている。この多様な症状に対応した治療とし
て、STAIR Narrative Therapyという心理
療法が米国で開発されており、虐待を経験し
た成人PTSD患者を対象とした複数の臨床試
験でその有効性が確認されている。

ただし、これまでの欧米での研究はICD-
11の複雑性PTSDを対象としているわけで
はないため、複雑性PTSD診断に該当する患
者を対象として、安全性や有効性を確認する
必要があった。またこの治療は米国で開発さ
れ、臨床研究も欧米でのみ実施されているた
め、文化や制度の異なる日本でも同じように
実施できるか、また同等の効果が得られるか

どうかを確認する必要があった。

図1　STAIR Narrative Therapy全体像

研究の方法
NCNPによる研究では、18歳以前に身体

的／性的虐待を経験し、ICD-11の基準で複
雑性PTSDと診断された成人女性患者を対象
として、STAIR Narrative Therapyの実施
可能性、安全性、治療成果を調べた。

具体的には、対照群を置かない前後比較試
験を実施し、10名の患者が研究に登録され、
NCNPまたは共同研究機関の外来で、STAIR 
Narrative Therapyの治療を受けた。

治療はSTAIR Narrative Therapyの日本
語版のマニュアルに基づきながらも、個々の
患者のニーズに合わせて柔軟に治療内容を適
用する方法で実施した。重要な評価項目は、
国際トラウマ面接（ITI）（ICD-11に基づく
PTSD／複雑性PTSDの診断面接）で評価さ
れた治療後、及び治療終了3ヶ月後の複雑性
PTSD診断と重症度である。

研究の結果
治療を最後まで終えた7名のうち、6名は

治療後に複雑性PTSDの診断基準を満たさな
くなり、7名全員が治療終了3ヶ月後に診断
基準を満たさなくなった。また複雑性PTSD
の重症度得点は、治療前と比べて治療後及び
治療終了3ヶ月後に有意な（＝統計的に意味
のある）改善が認められ、その効果量も大き
なものだった。

また、同様に、うつ症状をはじめとした
様々な評価項目においても有意な改善が認め
られた。

なお、治療を途中で終えた3名（1名は
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（6）	摂食障害
摂食障害とは、体重や体型に対する異常なこだわりや完璧主義的思考、低い自尊心など

により、食事に関連した行動の異常が続き、心身に影響が及ぶ病気の総称である。
具体的には、極端に食事を制限する、過度に食べてから体重の増加を防ぐための代償行

動（嘔吐や下剤乱用など）を繰り返すなど、さまざまな症状があり、神経性やせ症、神経
性過食症、過食性障害などに分類される。

摂食障害は10代から20代の若者に多くみられ、女性の割合が高いが、誰にでも発症し
うる。我が国の摂食障害患者数は約22万人と推計されている。

（7）	様々な依存症
依存症とは、特定の物質や行為にこころを奪われ、使っているうちにだんだんと脳の回

路が変化し、自分ではやめられなくなってしまう病気のことである。依存症には、「物質
への依存」と「プロセスへの依存」がある。

物質への依存は、依存性のある物質を何回も摂取することで、以前と同じ量や回数では
満足ができなくなってしまう依存症である（一部の物質依存では、使う量が増えないこと
もある）。主な対象として、アルコールや薬物（違法薬物、市販薬）などがある。他方で、
プロセスへの依存は、物質ではなく特定の行為や過程に必要以上に熱中してしまう依存症
であり、のめりこむ、強い刺激を求める、いつも頭から離れないなどの症状が現れる。主
な対象として、ギャンブルやゲームがある。

近年の依存症患者数の推移をみると、物質への依存であるアルコール依存症と薬物依存
症の患者数はいずれも横ばい傾向にあり、プロセスへの依存であるギャンブル等依存症の
患者数についても同様の傾向がみられる（図表1-2-3）。

COVID-19の影響）のうち、中間評価を受
けた2名にも複雑性PTSD症状の改善が認め
られた。

加えて、治療期間中に重篤な有害事象は認
められなかった。

研究の意義・今後の展望
この臨床試験の参加者は、長期にわたる持

続的な虐待を経験している者であったが、安
全を保ちながら治療を進めることができ、複
雑性PTSDをはじめ、様々な精神症状や生活
機能の改善が認められた。本研究の結果か
ら、STAIR Narrative Therapyは 複 雑 性
PTSDの患者にも適用可能であり、少人数で

の結果という前提ではあるが、海外の先行研
究と同等の効果が期待できることが示唆され
た。

今後は、STAIR Narrative Therapyの有
効性をより厳格な方法で検証するために、ラ
ンダム化比較試験（無作為化比較試験。研究
の対象者を2つ以上のグループにランダムに
分け（ランダム化）、効果を検証すること）
を検討している。

（参考）�国立研究開発法人国立精神・神経医
療研究センター『複雑性 PTSD 治療
前進へ〜心理療法（STAIR Narrative 
Therapy）の成果〜』
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	 図表1-2-3	 近年の依存症患者数の推移
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路が変化し、自分ではやめられなくなってしまう病気のことである。依存症には、「物質7 

への依存」と「プロセスへの依存」がある。 8 

物質への依存は、依存性のある物質を何回も摂取することで、以前と同じ量や回数では9 

満足ができなくなってしまう依存症である（一部の物質依存では、使う量が増えないこと10 

もある）。主な対象として、アルコールや薬物（違法薬物、市販薬）などがある。他方で、11 

プロセスへの依存は、物質ではなく特定の行為や過程に必要以上に熱中してしまう依存症12 

であり、のめりこむ、強い刺激を求める、いつも頭から離れないなどの症状が現れる。主13 

な対象として、ギャンブルやゲームがある。 14 

近年の依存症患者数の推移をみると、物質への依存であるアルコール依存症と薬物依存15 

症の患者数はいずれも横ばい傾向にあり、プロセスへの依存であるギャンブル等依存症の16 

患者数についても同様の傾向がみられる（図１－２－３）。 17 

 18 

【【図図１１－－２２－－３３】】  近近年年のの依依存存症症患患者者数数のの推推移移  19 

 20 
資料：厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部作成

依存症の特徴は、周囲との対立が増える、生活リズムが崩れる、体調を崩す、お金を使
いすぎるなど、日常生活のなかで何かしらの問題が起きているにもかかわらず、やめられ
ない状態に陥っているということである。

自分の意志ではやめられない状態に陥ってしまう鍵は、脳にある。アルコールや薬物を
摂取すると、脳内ではドーパミンという快楽物質が分泌される。この快楽物質が脳内に放
出されると、中枢神経が興奮し、快感・よろこびにつながる。この感覚を、脳が報酬（ご
ほうび）と認識することにより、報酬を求める回路が脳内にできあがる。ギャンブル等で
味わうスリルや興奮といった行動でも、同じように脳の中で報酬を求める回路が働いてい
るのではないかといわれている。

脳内に報酬を求める回路ができあがり、アルコールや薬物を体に取り込む行動が習慣化
されると、快楽物質が強制的に分泌されることが繰り返される。そうすると、次第によろ
こびを感じる中枢神経の機能が低下し、快感・よろこびが感じにくくなるといわれてい
る。同時に嫌なことを忘れるためや不快な気分状態を解消するためにアルコールや薬物を
使ったりするようにもなる。これらの変化が起こって、特に不快な気分状態を解消するた
め、アルコールや薬物の作用を求めるようになり、ますますその量が増えていく結果、悪
循環に陥り、焦燥感や不安、物足りなさばかりが増していく。

このような状態に陥ると、もはや自分の意志でコントロールすることは非常に困難にな
る。依存症は、意志の弱さや性格の問題ではなく、もちろん最初から依存しようと思って
なるものでもなく、脳の仕業であるといえる。条件さえそろえば誰でも依存症になる可能
性があり、特別な人だけがなるわけではないということを、正しく理解しておく必要があ
る。
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	2	早期発見の重要性
（未治療の期間が短ければ短いほど予後がよいといわれている）

一般的に精神疾患を発病してから治療開始までの期間は決して短くない。たとえば統合
失調症については、発病から治療開始までの期間が平均で約1年であるといわれている。
この未治療の期間のことをDUP（Duration of Untreated Psychosis：精神病未治療期
間）と呼ぶ。

DUPが短ければ短いほど予後がよいといわれており、逆にこのDUPが長ければ長い
ほど、症状や障害が重症化・慢性化する可能性が増える。また、統合失調症などの病気を
発症してから最初の数年の状態は、その後の長期的な経過に大きな影響を与える。そのた
め、発病後の数年間に適切な治療を継続的に受けることができ、状態を良好に維持するこ
とができれば、その後の病気の経過も良好である可能性が高まる。

このことから、DUPを短くし、病初期に適切な治療を継続的に受けられる社会的環境
を整えることが早期発見・治療の実践において不可欠といえる。実際に、すでに精神疾患
の早期発見・治療に関するサービスを精神保健のサービスの重要な一部として実施してい
るオーストラリアやイギリスでは、DUPが短縮化され病気の一部の症状が軽症化したこ
と、また、入院患者が減少し、地域での生活を続けながら治療をする患者が増えたこと、
そして入院患者の減少で医療コストが大幅に減少したことなどの成果が報告されてい
る＊40。

＊40	DUPの関連記載については、厚生労働省「生活習慣病予防のための健康情報サイト」の「精神疾患の早期発見・治療の重要性」を
参照した。

ケガや病気により、脳に損傷を負うと、記
憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行
動障害などの認知障害等を呈することがあ
る。これが高次脳機能障害である。高次脳機
能障害は外見からは分かりにくく、本人も自
覚することが難しいため「見えない障害」と
も言われており、本人の日常生活や社会生活
に大きな制約が生じる。

高次脳機能障害の症状
ケガや病気により、脳に損傷を負うと、次

のような症状がでることがある。

【記憶障害】
・物の置き場所を忘れる。
・新しいできごとを覚えられない。

・同じことを繰り返し質問する。
【注意障害】

・ぼんやりしていて、ミスが多い。
・ふたつのことを同時に行うと混乱する。
・作業を長く続けられない。

【遂行機能障害】
・�自分で計画を立てて、ものごとを実行す

ることができない。
・�人に指示してもらわないと何もできな

い。
・約束の時間に間に合わない。

【社会的行動障害】
・興奮する、暴力を振るう。
・思いどおりにならないと、大声を出す。
・自己中心的になる。

高次脳機能障害についてコラム
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データとAIを活用して精神療法＊1の新た
なブレイクスルーを目指す研究が、国立精
神・神経医療研究センター（NCNP）の伊藤
正哉博士を中心とする研究班で進んでいる。
その研究を紹介しよう。

現状と課題
世界的にうつ病や不安症など幅広い精神疾

患の有病割合は下がっていない。背景には、
有効な精神療法が開発されてきたものの、一
部の人には効果がなく、治癒につながるプロ
セスが不明なため、多くの者に有効な精神療
法が提供できていないという課題があった。

課題の解決に向けて
こうした課題を受け、伊藤博士らのグルー

プでは、以下の4つの解決法を目指し、研究
を行っている。
①�精神療法中のコミュニケーション（音声・

＊1	 治療者が心理的な手段を用いて患者の心身に働きかける療法

自然言語）の直接データの収集による治癒
につながるプロセスの解明

②�人工知能技術の適用による、精神療法を受
ける人の精神的な状態の識別や、精神療法
の治療効果の予測

③�コーパス（データベース）の整備とアルゴ
リズムの開発により、人間の負荷を大幅に
軽減したデジタル上での専門家訓練や治療
提供

④�人間同士、人間－マシンとのあらゆるコ
ミュニケーション場面の応用技術（例：高
度な感情認識、早期介入や予防、セルフケ
ア）

この研究は、うつ病や不安症に対する精神
療法の臨床試験において、10年以上蓄積さ
れた高品質なビッグデータにAIを適用させ
ることにより、精神症状や治療反応の識別と
予測を実現し、デジタル技術を活用したテイ

データとAIのかけ合わせによる精神ケアの革新へコラム

相談・支援
障害者総合支援法に基づき、各都道府県

は、高次脳機能障害者への支援拠点機関の設
置や支援コーディネーターの配置などによ
り、高次脳機能障害者に対する専門的な相談
支援、関係機関との地域支援ネットワークの
充実、高次脳機能障害に関する研究等を行
い、高次脳機能障害のある方に適切な支援が
提供される体制を整備することとしている。

その他支援制度
高次脳機能障害のある方の年齢や障害の程

度、原因疾患等により、
・�障害者総合支援法に基づく障害福祉サー

ビス
・�障害者手帳（精神障害者保健福祉手帳、

身体障害者手帳、療育手帳）による各種
税金や公共料金等の控除や減免等のサー
ビス

・介護保険制度による介護サービス
などを受けられることがある。

市区町村の障害福祉担当窓口に相談しなが
ら適切なサービスを利用してほしい。

（参考）
国立障害者リハビリテーションセンター高次
脳機能障害情報・支援センターHP
http://www.rehab.go.jp/brain_fukyu/
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	 第3節	 こころの健康が損なわれると

こころの健康が損なわれることの影響は、本人や家族はもとより、社会のなかにも様々
な形で現れている。本節では、地域や職場において、こころの不調の影響が現れていると
考えられる事象について取り上げるとともに、自殺の現状についてもみていく。

	1	地域では
本項では、青年期の「若年無業者」、壮年期・中年期にも及ぶ「ひきこもり」、そして高

齢期・老年期の「生きがいの低下」についてみていく。

（1）	若年無業者
（若年無業者が求職活動をしていない理由として、「病気・けがのため」が多い）

総務省「労働力調査」によると、15～34歳の若年無業者の数は、2022（令和4）年平
均で57万人であり、15～34歳人口に占める割合は2.3％であった（図表1-3-1）。また、
総務省「就業構造基本調査」によると、就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理
由として、「その他」を除くと、ほぼすべての年齢層で、「病気・けがのため」が最も多い

（図表1-3-2）。具体的な疾病名等は明らかではないものの、このなかには、こころの不調
と関連のあるものが含まれている可能性も推察されよう。

ラーメイドの精神療法の基礎技術を開発する
ものである。

たとえば、言葉と音の関係では、精神療法
の中で話されたり、書かれたりする言葉（自
然言語）のデータに機械学習等のAI技術を
適用し、精神療法を受ける人の精神的な状態
の識別や、精神療法の治療効果の予測を試み
ようとしている。

こうした研究により、精神療法の多種・大
量・高精細なデータを活用した、よりきめ細
やかな精神のケア（超高精細精神ケア）の実
現を目指す。

研究の展望
言語データの解析による人の精神的な状態

の識別や治療予測の成果があげられれば、他
の様々なモーダル（例：表情、身振り、生体
データ）への展開が期待される。また、精神
のケアに限らず、人と人がコミュニケーショ
ンをする様々な場面（例：教育、福祉、サー
ビス業）において、本研究で開発された技術
の適用が期待される。

（参考）学術変革領域研究（B）『デジタル ‐
人間融合による精神の超高精細ケア：多種・
大量・精密データ戦略の構築』
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	 図表1-3-1	 若年無業者及び35~44歳無業者の数及び人口に占める割合の推移
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第第１１章章  こここころろのの健健康康をを取取りり巻巻くく環環境境ととそそのの現現状状  1 

第第３３節節  こここころろのの健健康康がが損損ななわわれれるるとと  2 

こころの健康が損なわれることの影響は、本人や家族はもとより、社会のなかにも様々3 

な形で現れている。本節では、地域や職場において、こころの不調の影響が現れていると4 

考えられる事象について取り上げるとともに、自殺の現状についてもみていく。 5 

 6 

１１  地地域域でではは  7 

 本項では、青年期の「若年無業者」、壮年期・中年期にも及ぶ「ひきこもり」、そして高8 

齢期・老年期の「生きがいの低下」についてみていく。 9 

 10 

（（１１））若若年年無無業業者者  11 

（（若若年年無無業業者者がが求求職職活活動動ををししてていいなないい理理由由ととししてて、、「「病病気気・・けけががののたためめ」」がが多多いい）） 12 

総務省「労働力調査」によると、15～34歳の若年無業者の数は、2022（令和４）年平均13 

で 57万人であり、15～34歳人口に占める割合は 2.3％であった（図１－３－１）。また、14 

総務省「就業構造基本調査」によると、就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理15 

由として、「その他」を除くと、ほぼすべての年齢層で、「病気・けがのため」が最も多い16 

（図１－３－２）。具体的な疾病名等は明らかではないものの、このなかには、こころの17 

不調と関連のあるものが含まれている可能性も推察されよう。 18 

 19 

【【図図１１－－３３－－１１】】  若若者者無無業業者者数数  20 

 21 

資料：総務省「2022年労働力調査」 22 

 23 

資料：総務省「2022年労働力調査（基本集計）」

	 図表1-3-2	 就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理由（2022年）

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

探
し
た
が

見
つ
か
ら

な
か
っ
た

希
望
す
る

仕
事
が
あ

り
そ
う
に
な
い

知
識
・

能
力
に

自
信
が
な
い

出
産
・

育
児
の
た
め

介
護
・

看
護
の
た
め

病
気
・

け
が
の
た
め

通
学
の
た
め

学
校
以
外
で

進
学
や
資
格
取
得

な
ど
の
勉
強
を

し
て
い
る

急
い
で

仕
事
に
つ
く

必
要
が
な
い

そ
の
他

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳

（％）

資料：総務省「就業構造基本調査」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成

（2）	ひきこもり
（ひきこもりとなる背景には、こころの不調が関係している場合がある）

2007（平成19）年度から2009（平成21）年度に行われた厚生労働科学研究において
とりまとめられた「ひきこもりの評価・支援に関するガイドライン」では、ひきこもりに
ついて、「様々な要因の結果として、就学や就労、交遊などの社会的参加を避けて、原則
的には6ヶ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態のこと（他者と交わらな
い形での外出をしている場合も含む）」とされている。ひきこもり状態となっている人の
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中には、専門的な支援が必要な人も含まれており＊41、こころの不調と関係している場合も
ある。

同ガイドラインでは、不登校とひきこもりの関係について、「関連性が強い一群が確実
にある」としており、また、若年無業者とひきこもりの関係についても、「ひきこもり問
題を抱え、専門的な支援を要する人が少なからず含まれている」とされていることから、
ひきこもり状態となっている人は、不登校のこどもや若年無業者のなかに横断的に存在し
ていることに留意が必要である。

さらに、内閣府が2022（令和4）年度に行った「こども・若者の意識と生活に関する
調査」によると、15歳から64歳までの年齢層の約2％がひきこもり＊42状態にあることが
分かった。ひきこもりは、若年層だけでなく、壮年期・中年期にも幅広くみられるといえ
る。

（3）	高齢者と生きがいの低下
（近所付き合いや親しい友人の存在は、生きがいの実感と関係している）

第1節でみたように、高齢期は、「喪失」に関連したイベントにストレスを感じやすく、
また、この時期に特有のライフイベントには、退職、子の独立、住み慣れた家からの転居

（施設入所など）、死別など、喪失体験に直面しやすいものが多い。
一般に、喜びや楽しみを感じなくなることは、うつ病の主要な症状である憂うつ感の特

徴のひとつと考えられているが、内閣府「令和4年版高齢社会白書」によると、内閣府が
2021（令和3）年に行った「高齢者の日常生活・地域社会への参加に関する調査」では、
生きがい（喜びや楽しみ）を感じる程度について、「十分感じている」と回答した65歳以
上の人は全体の22.9％、「多少感じている」が49.4％であった一方で、「あまり感じてい
ない」、「まったく感じていない」と回答した人が20.5％であった（図表1-3-3）。

同調査によると、たとえば、近所の人との付き合いについて、趣味をともにする、お茶
や食事を一緒にするなどの付き合いをしていない人は、いずれもこうした付き合いをして
いる人に比べ、生きがい（喜びや楽しみ）を感じていない人の割合が高い傾向にあり、ま
た、親しくしている友人・仲間が少ない人についても同様の傾向がみられた（図表1-3-
4）。

さらに、外出や情報機器の利用についても、これらが少ない人ほど生きがい（喜びや楽
しみ）を感じていない人の割合が高くなる傾向がみられている。

生きがい（喜びや楽しみ）を感じていない高齢者が、必ずしもこころの不調を抱えてい
るとは限らない。しかし、職業生活からの引退に伴い、それまでの人生の中心にあった仕
事のやりがいや職場の人間関係から離れた時に、近所付き合いや友人関係、そして外出や
インターネットの利用といった新たな他者との「つながり」に、喜びや楽しみを見出すこ
とが難しい人ほど、こころの不調につながりやすい精神状態に置かれる可能性があること
がうかがわれる。
＊41	厚生労働省ウェブサイト「ひきこもり支援推進事業」（https：//www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/

seikatsuhogo/hikikomori/index.html）掲載資料「ひきこもり地域支援センターの取組状況によると、都道府県・指定都市のひきこ
もり地域支援センターが関係機関につないだ事案数（令和5年3月末現在）は6,166件であり、このうち「保健所・保健センター」へ
690件（11.2％）、「医療機関」へ428件（6.9％）、「精神保健福祉センター」へ323件（5.2％）となっている。

＊42	内閣府調査では、6ヶ月以上にわたり、普段の外出頻度が「趣味の用事のときだけ外出する」、「近所のコンビニなどには出かける」、
「自室からは出るが、家からは出ない」、「自室からほとんど出ない」を選択した人で、妊娠や介護・看護等の理由がない人を広義のひき
こもりとして集計している。
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	 図表1-3-3	 生きがい（喜びや楽しみ）を感じる程度について（年齢・性別）
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資料：内閣府作成

	 図表1-3-4	 生きがい（喜びや楽しみ）を感じる程度について

近所の人との付き合い方別 親しくしている友人・仲間を 
どの程度持っていると感じるか別

普段の外出頻度別 情報機器の利用内容別

資料：内閣府作成

	2	職場では
本項では、職場において、こころの不調の影響がどのように現れているのかをみてい

く。

（1）	精神障害の労災認定
（2022（令和4）年度の精神障害による労災請求件数と認定件数は過去最多となった）

職場において労働者の安全や健康が損なわれると、仕事を原因とする負傷や病気といっ
た労働災害につながる場合がある。仕事が原因で精神障害を患ったとして労災保険の請求
が行われた件数は、2012（平成24）年度から2022（令和4）年度の過去10年間で2倍
以上の大きな伸びをみせている。また、精神障害の原因が仕事であると認定し労災保険給
付を行った件数（支給決定（認定）件数）でみても、2022（令和4）年度は710件であ
り、過去最多となっている（図表1-3-5）。
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	 図表1-3-5	 精神障害の労災請求件数と支給決定（認定）件数
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1820

2060 2051

2346

2683

475 436
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608 629
710

過去最多

資料：厚生労働省「過労死等の労災補償状況」に基づき、厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室作成

（認定の原因となった要因別にみると、パワーハラスメントが最も多い）
2022（令和4）年度の労災認定件数を、認定の原因となった出来事（要因）別にみる

と、「上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」が147件
と最も多く、次いで「悲惨な事故や災害の体験、目撃をした」が89件、「仕事内容・仕事
量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった」が78件となっている（図表1-3-6）。
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	 図表1-3-6	 精神障害の出来事別決定及び支給決定（認定）件数
　精神障害の出来事別決定及び支給決定件数一覧

1 事故や災害 89 ( 34 ) 1 ( 0 ) 32 ( 6 ) 1 ( 0 ) 94 ( 31 ) 4 ( 0 ) 42 ( 14 ) 2 ( 0 )

の体験 100 ( 52 ) 1 ( 0 ) 66 ( 31 ) 1 ( 0 ) 124 ( 64 ) 2 ( 0 ) 89 ( 43 ) 1 ( 0 )

2 仕事の失敗、 6 ( 0 ) 0 ( 0 ) 3 ( 0 ) 0 ( 0 ) 11 ( 6 ) 0 ( 0 ) 7 ( 5 ) 0 ( 0 )

過重な責任 27 ( 9 ) 7 ( 1 ) 6 ( 0 ) 4 ( 0 ) 29 ( 6 ) 5 ( 0 ) 8 ( 2 ) 3 ( 0 )

の発生等 6 ( 2 ) 0 ( 0 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 ) 10 ( 2 ) 2 ( 0 ) 6 ( 2 ) 1 ( 0 )

0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

16 ( 6 ) 2 ( 1 ) 8 ( 3 ) 1 ( 1 ) 7 ( 4 ) 1 ( 0 ) 3 ( 2 ) 1 ( 0 )

17 ( 7 ) 2 ( 1 ) 3 ( 1 ) 0 ( 0 ) 13 ( 4 ) 3 ( 0 ) 5 ( 2 ) 1 ( 0 )

9 ( 2 ) 4 ( 0 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 9 ( 1 ) 0 ( 0 ) 2 ( 0 ) 0 ( 0 )

2 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 9 ( 2 ) 4 ( 0 ) 3 ( 0 ) 2 ( 0 )

5 ( 1 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 1 ( 0 ) 7 ( 1 ) 1 ( 0 ) 2 ( 0 ) 1 ( 0 )

30 ( 15 ) 2 ( 0 ) 4 ( 2 ) 2 ( 0 ) 26 ( 14 ) 4 ( 1 ) 6 ( 1 ) 2 ( 0 )

4 ( 3 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 2 ( 1 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 2 ( 1 ) 1 ( 0 ) 1 ( 0 ) 1 ( 0 )

3 仕事の量・質 183 ( 66 ) 33 ( 1 ) 71 ( 20 ) 20 ( 0 ) 177 ( 63 ) 31 ( 4 ) 78 ( 20 ) 16 ( 1 )

36 ( 7 ) 10 ( 0 ) 28 ( 5 ) 7 ( 0 ) 27 ( 7 ) 2 ( 0 ) 21 ( 7 ) 2 ( 0 )

52 ( 9 ) 9 ( 1 ) 39 ( 7 ) 6 ( 1 ) 53 ( 9 ) 12 ( 0 ) 38 ( 5 ) 9 ( 0 )

4 ( 0 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

1 ( 1 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 3 ( 1 ) 0 ( 0 ) 2 ( 0 ) 0 ( 0 )

4 役割・地位の 34 ( 20 ) 2 ( 1 ) 9 ( 8 ) 1 ( 1 ) 25 ( 10 ) 1 ( 0 ) 6 ( 3 ) 0 ( 0 )

変化等 69 ( 29 ) 7 ( 1 ) 9 ( 1 ) 1 ( 0 ) 68 ( 28 ) 10 ( 1 ) 10 ( 3 ) 1 ( 0 )

13 ( 2 ) 4 ( 0 ) 2 ( 0 ) 1 ( 0 ) 10 ( 2 ) 4 ( 0 ) 2 ( 1 ) 1 ( 0 )

4 ( 2 ) 1 ( 0 ) 3 ( 1 ) 1 ( 0 ) 6 ( 3 ) 0 ( 0 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 )

11 ( 5 ) 1 ( 0 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 ) 18 ( 6 ) 1 ( 0 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 )

7 ( 2 ) 2 ( 0 ) 2 ( 1 ) 0 ( 0 ) 2 ( 1 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

2 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

6 ( 2 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

5 パワーハラ
スメント 242 ( 113 ) 18 ( 0 ) 125 ( 58 ) 12 ( 0 ) 257 ( 112 ) 17 ( 4 ) 147 ( 57 ) 12 ( 2 )

6 対人関係 126 ( 88 ) 3 ( 0 ) 61 ( 40 ) 1 ( 0 ) 148 ( 90 ) 1 ( 0 ) 73 ( 44 ) 0 ( 0 )

451 ( 254 ) 27 ( 5 ) 17 ( 3 ) 5 ( 0 ) 475 ( 254 ) 27 ( 5 ) 23 ( 10 ) 5 ( 2 )

118 ( 73 ) 5 ( 2 ) 6 ( 3 ) 1 ( 0 ) 107 ( 74 ) 2 ( 1 ) 1 ( 1 ) 0 ( 0 )

15 ( 6 ) 1 ( 0 ) 1 ( 1 ) 0 ( 0 ) 12 ( 5 ) 2 ( 1 ) 4 ( 2 ) 2 ( 1 )

2 ( 0 ) 0 ( 0 ) 1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 3 ( 1 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

1 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 3 ( 2 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 1 ( 1 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

7 セクシュアル
ハラスメント 97 ( 94 ) 0 ( 0 ) 60 ( 57 ) 0 ( 0 ) 102 ( 101 ) 0 ( 0 ) 66 ( 66 ) 0 ( 0 )

8 特別な出来事　注２ 63 ( 27 ) 9 ( 1 ) 63 ( 27 ) 9 ( 1 ) 61 ( 25 ) 4 ( 0 ) 61 ( 25 ) 4 ( 0 )

9 その他　注３ 104 ( 54 ) 10 ( 4 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 81 ( 34 ) 11 ( 3 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 )

1953 ( 985 ) 167 ( 20 ) 629 ( 277 ) 79 ( 4 ) 1986 ( 966 ) 155 ( 20 ) 710 ( 317 ) 67 ( 6 )

　　３　「その他」は、評価の対象となる出来事が認められなかったもの等の件数である。

  　４　自殺は、未遂を含む件数である。

　　５  （ ）内は女性の件数で、内数である。

　　２　「特別な出来事」は、心理的負荷が極度のもの等の件数である。

　合計

うち自殺うち自殺

（重度の）病気やケガをした

悲惨な事故や災害の体験、目撃をした

業務に関連し、重大な人身事故、重大事故を起こした

うち自殺

非正規社員であるとの理由等により、仕事上の差別、不
利益取扱いを受けた

うち自殺

令和４年度令和３年度

うち支給決定件数
決定件数決定件数

うち支給決定件数

会社の経営に影響するなどの重大な仕事上のミスをした

会社で起きた事故、事件について、責任を問われた

自分の関係する仕事で多額の損失等が生じた

業務に関連し、違法行為を強要された

達成困難なノルマが課された

ノルマが達成できなかった

新規事業の担当になった、会社の建て直しの担当になっ
た

顧客や取引先から無理な注文を受けた

顧客や取引先からクレームを受けた

大きな説明会や公式の場での発表を強いられた

上司が不在になることにより、その代行を任された

仕事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事が
あった

セクシュアルハラスメントを受けた

同僚等の昇進・昇格があり、昇進で先を越された

上司が替わった

理解してくれていた人の異動があった

部下とのトラブルがあった

同僚とのトラブルがあった

仕事のペース、活動の変化があった

上司とのトラブルがあった

上司等から、身体的攻撃、精神的攻撃等のパワーハラス
メントを受けた

非正規社員である自分の契約満了が迫った

早期退職制度の対象となった

部下が減った

自分の昇格・昇進があった

同僚等から、暴行又は（ひどい）いじめ・嫌がらせを受けた

注　１　「具体的な出来事」は、平成23年12月26日付け基発1226第1号「心理的負荷による精神障害の認定基準について」別表１による(令和２年８月21日付け基発0821第４号による改正後のもの)。

出来事の類型 具体的な出来事

複数名で担当していた業務を１人で担当するようになった

転勤をした

退職を強要された

配置転換があった

１か月に80時間以上の時間外労働を行った

2週間以上にわたって連続勤務を行った

勤務形態に変化があった

資料：厚生労働省労働基準局作成
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（2）	連続1ヶ月以上休職した労働者がいた事業所等の割合
（メンタルヘルス不調による休職者の割合や休職者がいた事業所の割合は増加している）

厚生労働省が行った2022（令和4）年「労働安全衛生調査（実態調査）の概況」によ
ると、過去1年間にメンタルヘルス不調＊43により連続1ヶ月以上休職した労働者の状況を
みると、連続1ヶ月以上休職した労働者は常用労働者全体の0.6％、連続1ヶ月以上休職
した労働者がいた事業所の割合は事業所全体の10.6％であった。これらの割合は、いず
れも2021（令和3）年と比較して増加している（図表1-3-7）。

	 図表1-3-7	 過去1年間にメンタルヘルス不調により連続1ヶ月以上休職した労働者または退職した労働者がいた事業所割合と労働者割合
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 1 

資料：厚生労働省「令和４年「労働安全衛生調査（実態調査）」の概況」 2 

 3 

（（３３））傷傷病病手手当当金金のの受受給給状状況況  4 

（（精精神神及及びび行行動動のの障障害害にによよるる傷傷病病手手当当金金のの受受給給者者はは増増加加傾傾向向ににああるる）） 5 

主に中小企業で働く従業員やその家族約 4,000 万人が加入している日本最大の医療保険6 

者である全国健康保険協会（協会けんぽ）が、2022（令和４）年度に取りまとめた「健康7 

保険現金給付受給者状況調査報告」によると、2022（令和４）年 10月時点の傷病手当金488 

受給者を対象として、受給の原因となった傷病別に件数の構成割合をみると、精神及び行9 

動の障害は 18.11％であり、新型コロナを含む特殊目的用コードを除くと、受給原因とな10 

                         
48 傷病手当金は、業務外の病気や怪我による休業中に、健康保険の被保険者とその家族の生活を
保障するために設けられた制度。病気や怪我のために会社を休み、事業主から十分な報酬が受け

られない場合に、会社を休んだ日が連続して３日間あった上で、４日目以降、休んだ日に対して

支給される。 

資料：厚生労働省「令和4年労働安全衛生調査（実態調査）の概況」

（3）	傷病手当金の受給状況
（精神及び行動の障害による傷病手当金の受給者は増加傾向にある）

主に中小企業で働く従業員やその家族約4,000万人が加入している日本最大の医療保険
者である全国健康保険協会（協会けんぽ）が、2022（令和4）年度に取りまとめた「健

＊43	労働安全衛生調査において、メンタルヘルス不調とは、精神及び行動の障害に分類される精神障害のみならず、ストレスや強い悩
み、不安など、労働者の心身の健康、社会生活の質に影響を与える可能性のある精神的及び行動上の問題を幅広く含むものをいう。
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康保険現金給付受給者状況調査報告」によると、2022（令和4）年10月時点の傷病手当
金＊44受給者を対象として、受給の原因となった傷病別に件数の構成割合をみると、精神
及び行動の障害は18.11％であり、新型コロナを含む特殊目的用コードを除くと、受給原
因となる傷病として最も多かった（図表1-3-8）。

件数の構成割合の経年推移をみると、精神及び行動の障害が占める割合は増加傾向にあ
り、近年は受給件数全体の3分の1程度を占めている（図表1-3-9）＊45。

	 図表1-3-8	 傷病別・性別件数の構成割合（令和4年）

79 

 

る傷病として最も多かった（図１－３－８）。 1 

件数の構成割合の経年推移をみると、精神及び行動の障害が占める割合は増加傾向にあ2 

り、近年は受給件数全体の３分の１程度を占めている（図１－３－９）49。 3 

 4 

【【図図１１－－３３－－８８】】  傷傷病病別別・・性性別別件件数数のの構構成成割割合合（（令令和和４４年年））  5 

 6 

資料：全国健康保険協会「現金給付受給者状況調査（令和４年度）」 7 

 8 

【【図図１１－－３３－－９９】】  傷傷病病別別件件数数のの構構成成割割合合（（経経年年推推移移））  9 

                         
49 2022（令和４）年は新型コロナを含む特殊目的用コードの占める割合が急増したことから、割

合は前年から大幅に低くなったが、実数でみると精神及び行動の障害を受給原因とする件数は５

万 6,341件で、前年から 5,000件以上増加しており、近年の傾向に変化はみられない。 

資料：全国健康保険協会「現金給付受給者状況調査（令和4年度）」

＊44	傷病手当金は、業務外の病気や怪我による休業中に、健康保険の被保険者とその家族の生活を保障するために設けられた制度。病
気や怪我のために会社を休み、事業主から十分な報酬が受けられない場合に、会社を休んだ日が連続して3日間あった上で、4日目以降、
休んだ日に対して支給される。

＊45	 2022（令和4）年は新型コロナを含む特殊目的用コードの占める割合が急増したことから、割合は前年から大幅に低くなったが、
実数でみると精神及び行動の障害を受給原因とする件数は5万6,341件で、前年から5,000件以上増加しており、近年の傾向に変化は
みられない。

75令和6年版　厚生労働白書

第1部　こころの健康と向き合い、健やかに暮らすことのできる社会に

第

1
章

こ
こ
ろ
の
健
康
を
取
り
巻
く
環
境
と
そ
の
現
状

厚労2024_1-01.indd   75厚労2024_1-01.indd   75 2024/08/06   14:30:382024/08/06   14:30:38



	 図表1-3-9	 傷病別件数の構成割合（経年推移）
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 1 

資料：全国健康保険協会「現金給付受給者状況調査（令和４年度）」  2 

 3 

（（精精神神及及びび行行動動のの障障害害はは、、働働くく人人にに比比較較的的長長期期間間のの休休業業をを余余儀儀ななくくささせせるる）） 4 

 また、協会けんぽにおける精神及び行動の障害の１件当たりの受給日数は 35.06 日であ5 

り、新生物（36.59日）、先天奇形・変形及び染色体異常（36.41日）、循環器（36.26日）6 

に次いでいる。精神及び行動の障害は、傷病や疾患のなかでも、働く人に比較的長期間の7 

休業を余儀なくさせる原因となっているといえる。 8 

 9 

３３  自自殺殺のの現現状状  10 

（（１１））自自殺殺者者数数のの推推移移  11 

 （（我我がが国国のの自自殺殺者者数数はは、、22002233（（令令和和５５））年年はは 2211,,883377人人ととななっったた）） 12 

我が国の自殺者数は、1998（平成 10）年以降、３万人を超える水準で推移し、2003（平13 

成 15）年には、1978（昭和 53）年の統計開始以来最多となる 34,427人を記録した。その14 

後、2010（平成 22）年以降は減少に転じ、2019（令和元）年には 20,169 人まで減少した。15 

翌年に再び増加に転じた後、２万１千人台で推移し、2023（令和５）年は前年から 44 人16 

減少し、21,837人となった（図１－３－10）。 17 

また、小中高生の自殺者数は近年増加傾向にあり、2022（令和４）年には 514 人と過去18 

最多となり、2023（令和５）年も 513人と高止まり傾向がみられる（図１－３－11）。 19 

  20 

【【図図１１－－３３－－1100】】  自自殺殺者者数数のの年年次次推推移移  21 

資料：全国健康保険協会「現金給付受給者状況調査（令和4年度）」

（精神及び行動の障害は、働く人に比較的長期間の休業を余儀なくさせる）
また、協会けんぽにおける精神及び行動の障害の1件当たりの受給日数は35.06日であ

り、新生物（36.59日）、先天奇形・変形及び染色体異常（36.41日）、循環器（36.26日）
に次いでいる。精神及び行動の障害は、傷病や疾患のなかでも、働く人に比較的長期間の
休業を余儀なくさせる原因となっているといえる。

	3	自殺の現状
（1）	自殺者数の推移
（我が国の自殺者数は、2023（令和5）年は21,837人となった）

我が国の自殺者数は、1998（平成10）年以降、3万人を超える水準で推移し、2003
（平成15）年には、1978（昭和53）年の統計開始以来最多となる34,427人を記録した。
その後、2010（平成22）年以降は減少に転じ、2019（令和元）年には20,169人まで減
少した。翌年に再び増加に転じた後、2万1千人台で推移し、2023（令和5）年は前年か
ら44人減少し、21,837人となった（図表1-3-10）。

また、小中高生の自殺者数は近年増加傾向にあり、2022（令和4）年には514人と過
去最多となり、2023（令和5）年も513人と高止まり傾向がみられる（図表1-3-11）。
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	 図表1-3-10	 自殺者数の年次推移
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 1 

資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 2 

  3 

【【図図１１－－３３－－1111】】  小小中中高高生生のの自自殺殺者者数数のの推推移移  4 

 5 

資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 6 

 7 

（（２２））諸諸外外国国のの状状況況  8 

資料：厚生労働省・警察庁「令和5年中における自殺の状況」

	 図表1-3-11	 小中高生の自殺者数の推移
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 1 

資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 2 

  3 

【【図図１１－－３３－－1111】】  小小中中高高生生のの自自殺殺者者数数のの推推移移  4 

 5 

資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 6 

 7 

（（２２））諸諸外外国国のの状状況況  8 

資料：厚生労働省・警察庁「令和5年中における自殺の状況」

（2）	諸外国の状況
（G7各国のなかでみると、我が国の自殺死亡率が最も高い）

自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数をいう）について、G7各国のなかでみる
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と、我が国が最も高く（16.4）、また、男女別にみると、男性は「アメリカ」（22.9）に次
いで2番目に高く（22.6）、女性は最も高かった（10.5）（図表1-3-12）。

	 図表1-3-12	 G7各国の自殺死亡率

82 

 

（（GG７７各各国国ののななかかででみみるるとと、、我我がが国国のの自自殺殺死死亡亡率率がが最最もも高高いい）） 1 

自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数をいう。）について、G７各国のなかでみる2 

と、我が国が最も高く（16.4）、また、男女別にみると、男性は「アメリカ」（22.9）に次3 

いで２番目に高く（22.6）、女性は最も高かった（10.5）（図１－３－12）。 4 

 5 

【【図図１１－－３３－－1122】】  GG７７各各国国のの自自殺殺死死亡亡率率  6 

 7 

資料：WHO資料（2023年２月）に基づき、厚生労働省社会・援護局作成 8 

（注）アメリカ及びカナダの人口は、世界保健機関資料より最新データが得られなかったため、最新の9 

死亡データと併せて各国の国勢調査等のデータを利用した。 10 

 11 

（（３３））自自殺殺のの背背景景  12 

（（我我がが国国ににおおけけるる自自殺殺のの原原因因・・動動機機はは「「病病気気のの悩悩みみ・・影影響響（（ううつつ病病））」」がが多多いいがが、、自自殺殺のの13 

原原因因及及びび背背景景はは多多様様かかつつ複複合合的的）） 14 

 我が国における自殺の原因・動機について、2023（令和５）年は、「健康問題」が最も15 

多くなっており（図１－３－13）、そのなかでも、「病気の悩み・影響（うつ病）」が最も16 

（注） アメリカ及びカナダの人口は、世界保健機関資料より最新データが得られなかったため、最新の死亡データと併せて
各国の国勢調査等のデータを利用した。

資料：WHO資料（2023年2月）に基づき、厚生労働省社会・援護局作成

（3）	自殺の背景
（我が国における自殺の原因・動機は「病気の悩み・影響（うつ病）」が多いが、自殺の原
因及び背景は多様かつ複合的）

我が国における自殺の原因・動機について、2023（令和5）年は、「健康問題」が最も
多くなっており（図表1-3-13）、そのなかでも、「病気の悩み・影響（うつ病）」が最も多
くなっている（図表1-3-14）。

一方で、自殺の多くは、多様かつ複合的な原因や背景を有しており、様々な要因が連鎖
するなかで起きていることに留意が必要である。
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	 図表1-3-13	 自殺の原因・動機の年次推移
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多くなっている（図１－３－14）。  1 

一方で、自殺の多くは、多様かつ複合的な原因や背景を有しており、様々な要因が連鎖2 

するなかで起きていることに留意が必要である。 3 

 4 

【【図図１１－－３３－－1133】】  自自殺殺のの原原因因・・動動機機のの年年次次推推移移  5 

 6 

資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 7 

  8 

【【図図１１－－３３－－1144】】  令令和和５５年年中中のの自自殺殺のの原原因因・・動動機機ににおおけけるる「「健健康康問問題題」」のの内内訳訳  9 

 10 
資料：厚生労働省・警察庁「令和５年中における自殺の状況」 11 

（注）自殺の原因・動機について、令和３年までは、遺書等の生前の言動を裏付ける資料がある12 

場合に自殺者一人につき３つまで計上可能としていたが、 令和４年からは、家族等の証言から考13 

えうる場合も含め、４つまで計上可能としている。このため、原因・動機特定者数と原因・動機14 

の件数の和は一致するとは限らない。 15 

  16 

【【ココララムム（（事事例例））】】「「誰誰もも自自殺殺にに追追いい込込ままれれるるここととののなないい社社会会」」のの実実現現ををめめざざししてて（（いいののちち17 

支支ええるる自自殺殺対対策策推推進進セセンンタターー））  18 

  19 

※　�自殺の原因・動機について、令和３年までは、遺書等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる原因・動機を自
殺者一人につき３つまで計上可能としていたが、令和４年からは、家族等の証言から考えうる場合も含め、自殺者一人
につき４つまで計上可能としている。

資料：厚生労働省・警察庁「令和5年中における自殺の状況」

	 図表1-3-14	 令和5年中の自殺の原因・動機における「健康問題」の内訳

健康問題 計 病気の悩み
（悪性新生物）

病気の悩み
（てんかん）

病気の悩み
（その他の身体

疾患）

病気の悩み・
影響

（うつ病）

病気の悩み・
影響（統合失

調症）

病気の悩み・
影響（アル

コール依存症）

病気の悩み・
影響（薬物乱

用）

病気の悩み・
影響（摂食障

害）

病気の悩み・
影響（その他
の精神疾患）

身体障害
の悩み

認知機能
低下

の悩み
その他

令和5年
総数 12,403 597 59 2,821 4,377 1,042 204 45 50 1,816 596 267 529
男 7,224 407 41 1,957 2,233 536 153 24 13 946 405 161 348
女 5,179 190 18 864 2,144 506 51 21 37 870 191 106 181

令和4年
総数 12,774 575 47 3,010 4,598 988 238 38 66 1,795 607 295 517
男 7,301 401 29 2,018 2,283 497 186 26 27 946 391 185 312
女 5,473 174 18 992 2,315 491 52 12 39 849 216 110 205

差
総数 -371 22 12 -189 -221 54 -34 7 -16 21 -11 -28 12
男 -77 6 12 -61 -50 39 -33 -2 -14 0 14 -24 36
女 -294 16 0 -128 -171 15 -1 9 -2 21 -25 -4 -24

（注） 自殺の原因・動機は、遺言等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の証言から考えうる場合も含め、
自殺者一人につき4つまで計上可能である。

資料：厚生労働省・警察庁「令和5年中における自殺の状況」

自殺対策基本法（平成18年法律第85号）
第1条に謳われている「誰も自殺に追い込ま
れることのない社会」の実現をめざすため、
2020（令和2）年度から厚生労働大臣指定
法人として多角的な自殺対策の推進役を担う

「一般社団法人いのち支える自殺対策推進セ
ンター」（以下「JSCP」という。）の取組み
について、代表理事の清水康之氏に紹介して
もらった。

厚生労働大臣指定法人としての業務
JSCPは、自殺対策の総合的かつ効果的な

実施に資するための調査研究及びその成果の
活用等の推進に関する法律（令和元年法律第
32号）第4条第1項に基づき、同法第5条
に規定する業務（以下「調査研究等業務」と
いう。）を行う者として、2020年2月27日、
厚生労働大臣から指定調査研究等法人として
指定された。

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現をめざして
（いのち支える自殺対策推進センター）コラム
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同法第5条において「指定調査研究等法人
の業務」とされているのは以下の6つの事業
である。
①�自殺の実態、自殺の防止、自殺者の親族等

の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺
対策の在り方、自殺対策の実施の状況等又
は心の健康の保持増進についての調査研究
及び検証を行い、並びにその成果を提供
し、及びその成果の活用を促進すること。

②�前号に規定する調査研究及び検証を行う者
に対して助成を行うこと。

③�自殺対策について、先進的な取組みに関す
る情報その他の情報の収集、整理及び提供
を行うこと。

④�地域の状況に応じた自殺対策の策定及び実
施について、地方公共団体に対し、助言そ
の他の援助を行うこと。

⑤�自殺対策について、地方公共団体の職員、
自殺対策に係る活動を行う民間の団体の職
員その他の関係者に対する研修を行うこ
と。

⑥前各号の業務に附帯する業務を行うこと。

JSCPが掲げる5つの活動方針
これら6つの事業を的確かつ迅速に推進す

るため、JSCPでは以下の5つの活動方針を
掲げている。
①�我が国の自殺総合対策における「ハブ（つ

なぎ役）」の役割を果たすこと。
自殺の背景には様々な要因が潜んでおり、
様々な分野の関係者が連携して総合的に対
策を進める必要があり、JSCPがそのため
のハブ（つなぎ役）となることを目指して
いる。

②�「生きることの包括的な支援」として、自
殺対策を幅広く総合的に推進すること。
自殺対策基本法第2条に謳われているよう
に、我が国の自殺対策は「生きることの包
括的な支援」として実施することとされて
おり、JSCPがこれを率先して行うことと
している。

③�あらゆる活動の原点に、「いのち」と「対

人支援や地域連携の現場」を据えること。
自殺対策に関する調査研究や地方公共団体
に対する助言等は、現場のニーズを踏まえ
て行われるべきであり、これを踏み外すこ
とがないようJSCPは活動方針としてこの
点を掲げている。

④�EBPM（エビデンスに基づく政策形成の実
践）を推進して自殺総合対策における

「PDCAサイクルの牽引役」を担うこと。
自殺対策の「実践」と「研究」と「政策」
の連動性を高めることを通じて、JSCPは
我が国の自殺対策を常に進化させていくこ
とを目指している。

⑤�海外に向けて政策輸出を積極的に行い「世
界的な自殺対策の推進役」を目指すこと。
自殺対策基本法等の政策的な枠組みを構築
して社会全体で自殺対策を推し進めようと
する取組みは世界的にも珍しく、JSCPは
これを海外にも広く伝えて世界的な自殺対
策の底上げを目指している。

多岐にわたるJSCPの活動
JSCPで行っている活動は多岐にわたる。

例えば、研修に関しては、全国の自治体職員
向け、自死遺族等支援を行う民間団体向け、
自殺未遂者支援に関する医療関係者向けや教
職員向け等に研修を行っている。

地方公共団体への支援に関しては、自殺実
態プロファイルの提供、自治体コンシェル
ジュを通じた個別対応や地域自殺対策推進セ
ンターを対象としたブロック会議などを実施
している。

調査研究等に関しては、コロナ禍における
自殺の動向に関する分析や自殺対策白書の特
集としてのこどもや女性の自殺に関する分
析、革新的自殺研究推進プログラムを通じて
自殺対策に関するエビデンスの確立、子ど
も・若者に対する自殺対策、自殺ハイリスク
群の実態分析とアプローチやビッグデータ・
AI 等を活用した自殺対策等の領域に関する
研究への助成を行っている。
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	 第4節	 こころの健康に対する意識

	1	こころと身体の総合的な健康状態に対する意識
（約8割の人は、自分の心身について健康と思っている）

ここまでみてきたように、こころの健康はすべての人に関わりがあり、また、こころの
不調は、誰もが経験しうるものであるが、人々のなかでこころの健康はどのように捉えら
れているのだろうか。

厚生労働省が2023（令和5）年度に行った「少子高齢社会等調査検討事業＊46」による
と、自分のこころと身体の総合的な健康状態について、健康と思っている人（「よい」、

「まあよい」または「ふつう」と回答した人。以下同じ。）の割合は 80.8％となっており、
年代別にみると、健康と思っている人の割合が最も高いのは20歳代（84.9％）であり、
どの年代も概ね8割程度であった（図表1-4-1）。

＊46	エム・アール・アイ　リサーチアソシエイツ株式会社が同社独自のアンケート定点調査「生活者市場予測システム（mif）」パネル
を用いて、性別・年齢区分別に252件のサンプルを確保することとし、居住地の均等割付を行い、調査を実施した。居住地は7ブロッ
クに区分し、サンプル割付に対して想定回答数が得られるまで回答を受け付けた。その結果、サンプル割付と回収数は一致している。回
収後、令和5年1月1日現在の「住民基本台帳年齢階級別人口」に基づいた地域、性別、年齢の人口構成比に応じたウエイトバック値を
元に補正して集計した。調査期間は2024年1月26日～1月30日。回収数3,024件。

2023（令和5）年5月に、自治体の自殺対策担当者
を対象とした「地域自殺対策推進センター自殺対策
担当　初任者研修会」が開催された。

また、著名人の自殺報道の影響による自殺
の増加を防ぐため、著名人が自殺で亡くなっ
た際は、メディア関係者にWHO自殺報道
ガイドラインを踏まえた報道の呼びかけやメ
ディア関係者向けに自殺報道に関する勉強会

を開催するなど自殺報道をする際に参考にな
る様々な情報をまとめたサイトの開発（メ
ディア関係者のみ利用可）を行っている。

「誰も自殺に追い込まれることのない社会」
の実現をめざして

JSCPでは、「誰も自殺に追い込まれるこ
とのない社会」の実現を目指し、社会的に必
要とされる事業を模索・発掘し、その事業を
最も効果的かつ効率的に実施する方法で具体
化している。

そうして常に「現場」と対話しながら事業
を展開することで、JSCPは今後も厚生労働
大臣指定法人としての責務と役割を果たして
いく決意である。
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	 図表1-4-1	 総合的な健康状態に対する回答別割合（年代別）

84 

 

第第１１章章  こここころろのの健健康康をを取取りり巻巻くく環環境境ととそそのの現現状状  1 

第第４４節節  こここころろのの健健康康にに対対すするる意意識識  2 

１１  こここころろとと身身体体のの総総合合的的なな健健康康状状態態にに対対すするる意意識識  3 

（（約約８８割割のの人人はは、、自自分分のの心心身身ににつついいてて健健康康とと思思っってていいるる）） 4 

ここまでみてきたように、こころの健康はすべての人に関わりがあり、また、こころの5 

不調は、誰もが経験しうるものであるが、人々のなかでこころの健康はどのように捉えら6 

れているのだろうか。 7 

厚生労働省が 2023（令和５）年度に行った「少子高齢社会等調査検討事業50」によると、8 

自分のこころと身体の総合的な健康状態について、健康と思っている人（「よい」、「まあ9 

よい」または「ふつう」と回答した人。以下同じ。）の割合は 80.8％となっており、年代10 

別にみると、健康と思っている人の割合が最も高いのは 20 歳代（84.9％）であり、どの11 

年代も概ね８割程度であった（図１－４－１）。 12 

 13 

【【図図１１－－４４－－１１】】  総総合合的的なな健健康康状状態態にに対対すするる回回答答別別割割合合（（年年代代別別））  14 

 15 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度）  16 

 17 

（（総総合合的的なな健健康康状状態態をを判判断断すするる上上でで「「睡睡眠眠時時間間」」がが重重視視さされれつつつつああるる）） 18 

また、回答の際に健康状態を判断する上で重視したことがらについては、「病気がない19 

こと」が 68.5％と最も多く、次いで「美味しく飲食できること」42.4％、「ぐっすりと眠20 

れること」41.5％、「身体が丈夫なこと」37.2％となっている（図１－４－２）。 21 

                         
50 エム・アール・アイ リサーチアソシエイツ株式会社が同社独自のアンケート定点調査「生活

者市場予測システム（mif） 」パネルを用いて、性別・年齢区分別に 252件のサンプルを確保する

こととし、居住地の均等割付を行い、調査を実施した。居住地は７ブロックに区分し、サンプル

割付に対して想定回答数が得られるまで回答を受け付けた。その結果、サンプル割付と回収数は

一致している。回収後、令和５年１月１日現在の「住民基本台帳年齢階級別人口」に基づいた地

域、性別、年齢の人口構成比に応じたウエイトバック値を元に補正して集計した。調査期間は

2024年１月 26日～１月 30日。回収数 3,024件。 
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資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）

（総合的な健康状態を判断する上で「睡眠時間」が重視されつつある）
また、回答の際に健康状態を判断する上で重視したことがらについては、「病気がない

こと」が68.5％と最も多く、次いで「美味しく飲食できること」42.4％、「ぐっすりと眠
れること」41.5％、「身体が丈夫なこと」37.2％となっている（図表1-4-2）。

総合的な健康状態を判断する上で重視したことがらについては、2014（平成26）年版
厚生労働白書でも同様の調査結果を取りまとめたが、最も多かったことがらは、今回調査
と同様に「病気がないこと」であり、回答割合は63.8％であった。他方で、前回調査と
の差が最も大きかったことがらは、「ぐっすりと眠れること」であり、前回調査から
13.9％ポイント増加した。

第1節でみたように、我が国の睡眠時間は国際的にみても低くなっており、また、約7
割の労働者が理想の睡眠時間を取れていない実態がみられた。この10年間で、人々が自
身の健康を判断するポイントとして睡眠時間を重視する傾向が強まっている可能性を示唆
している。
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	 図表1-4-2	 総合的な健康状態を判断する上で重視したことがらに対する回答別割合図表01-04-02.xlsx
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資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）

（総合的な健康に対するリスクでは、こころに対するリスクが重視されつつある）
また、総合的な健康状態にとって最もリスクとなることについて、2014（平成26）年

版厚生労働白書では、2004（平成16）年と2014年の調査結果の比較を行ったが、今回
も同様の調査を行った。最も多かったのは「生活習慣病を引き起こす生活習慣」で、
2004年と2014年の調査と同様の結果であったが、その割合は減少傾向にある。また、

「精神病を引き起こすようなストレス」は、2004年調査の5.0％から2014年調査では
11.0％に増加していたが、今回調査では更に増加し、2番目に多い15.6％となった（図
表1-4-3）。

これらのことから、この20年間で、総合的な健康リスクに関する人々の認識が、身体
に対するリスクから、こころに対するリスクに少しずつシフトしている可能性を示唆して
いると考えられる。
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	 図表1-4-3	 健康にとって最もリスクになることに対する回答別割合
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加齢や遺伝

インフルエンザなどの感染症
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（注） 2004年調査と2014年調査は、今回調査と割付・ウエイトバックなどの手法が異なる点に留意が必要。
資料：2004年は厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「生活と健康リスクに関する意識調査」 

2014年は厚生労働省政策統括官付政策評価官室委託「健康意識に関する調査」
	 2024年は厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）

	2	こころの健康状態に対する意識
（30～40歳代は、こころの状態を「健康」と思う割合がやや低い）

総合的な健康状態のうち、特にこころの健康状態について尋ねたところ、健康と思って
いる人の割合は80.8％で、心身の健康に対する回答傾向と大きな違いはなかったが、年
代別にみると、30～40歳代は他の世代と比べ、健康と思っている人の割合はやや低かっ
た（図表1-4-4）。

	 図表1-4-4	 現在のこころの健康状態に対する回答別割合（年代別）図表1-4-4.xlsx 92
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資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）
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（ストレスに対処をしている人の割合は、年代が上がるにつれて少なくなっている）
また、こころの健康の現状について尋ねたところ、ストレスや不安感が「まったくな

い」または「時々あるが、特に何もしていない」と回答した人の割合は56.9％であった。
また、ストレスや不安感が「ある、またはかなりあるが、特に何もしていない」と回答し
た人が23.1％いる一方で、ストレスや不安感に対して何らかの対処をしている人（「自分
なりの症状緩和措置をとっている（薬は利用しない）」、「市販薬を利用する」または「病
院にかかっている」と回答した人。以下同じ。）の割合は20.0％であった。

年代別にみると、ストレスや不安感に対して何らかの対処をしている人の割合は、20
歳代が最も多く、年代が上がるにつれて少なくなっていることが分かった（図表1-4-5）。

	 図表1-4-5	 こころの健康の現状に対する回答別割合

87 

 

  1 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 2 

 3 

（（スストトレレススにに対対処処ををししてていいるる人人のの割割合合はは、、年年代代がが上上ががるるににつつれれてて少少ななくくななっってていいるる）） 4 

 また、こころの健康の現状について尋ねたところ、ストレスや不安感が「まったくない」5 

または「時々あるが、特に何もしていない」と回答した人の割合は 56.9％であった。また、6 

ストレスや不安感が「ある、またはかなりあるが、特に何もしていない」と回答した人が7 

23.1％いる一方で、ストレスや不安感に対して何らかの対処をしている人（「自分なりの8 

症状緩和措置をとっている（薬は利用しない）」、「市販薬を利用する」または「病院に9 

かかっている」と回答した人。以下同じ。）の割合は 20.0％であった。 10 

 年代別にみると、ストレスや不安感に対して何らかの対処をしている人の割合は、20歳11 

代が最も多く、年代が上がるについて少なくなっていることが分かった（図１－４－５）。 12 

 13 

【【図図１１－－４４－－５５】】  こここころろのの健健康康のの現現状状にに対対すするる回回答答別別割割合合  14 

 15 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 16 
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資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）
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（主な不安感の原因は「体力の衰え」、「経済的な問題」、「仕事上の人間関係」である）
不安感の原因となっていることがらについて尋ねたところ、最も多かったものは「体力

の衰え」39.6％であり、「経済的な問題」32.2％、「仕事上の人間関係」23.4％と続いた
（図表1-4-6）。

このうち「経済的な問題」はいずれの世代でも主な不安感の原因のひとつとして挙げら
れており、他方で「仕事上の人間関係」は青年期に、「体力の衰え」は高齢期・老年期に
多くみられる（図表1-4-7）。

	 図表1-4-6	 主な不安感の原因に対する回答別割合
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88 

 

  1 

（（主主なな不不安安感感のの原原因因はは「「体体力力のの衰衰ええ」」、、「「経経済済的的なな問問題題」」、、「「仕仕事事上上のの人人間間関関係係」」ででああるる）） 2 

 不安感の原因となっていることがらについて尋ねたところ、最も多かったものは「体力3 

の衰え」39.6％であり、「経済的な問題」32.2％、「仕事上の人間関係」23.4％と続いた4 

（図１－４－６）。 5 

 このうち「経済的な問題」はいずれの世代でも主な不安感の原因のひとつとして挙げら6 

れており、他方で「仕事上の人間関係」は青年期に、「体力の衰え」は高齢期・老年期に7 

多くみられる（図１－４－７）。 8 

 9 

【【図図１１－－４４－－６６】】  主主なな不不安安感感のの原原因因にに対対すするる回回答答別別割割合合  10 

 11 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 12 

 13 

【【図図１１－－４４－－７７】】  主主なな不不安安感感のの原原因因にに対対すするる回回答答別別割割合合（（年年代代別別））  14 

 15 
 16 

資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 17 

 18 

（（こここころろのの健健康康にによよいい影影響響ががああるるとと思思わわれれるる人人ととししててはは、、「「同同居居のの家家族族」」がが最最もも多多いい）） 19 
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（こころの健康によい影響があると思われる人としては、「同居の家族」が最も多い）
次に、周囲の人間関係から受けるこころの健康への影響について尋ねたところ、現在の

自分のこころの健康に対して、よい影響があると思われる人（「よい影響を与えている」
または「どちらかといえばよい影響を与えている」と回答した人。以下同じ。）は、「同居
の家族」が最も多く、67.3％であった（図表1-4-8）。

この傾向は年代が上がるにつれて強まるが、最も低い20歳代でも56.7％であり、他の
人間関係と比べ最も多かった（図表1-4-9）。

	 図表1-4-8	 周囲との人間関係とこころの健康への影響に対する回答別割合

＜参考３＞ 「こころの健康に対する人々の意識」関係②
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●こころの健康によい影響を与えている人では、「同居の家族」が最も多い。

（資料）厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度）

※「同居の家族」がいない単身者は、個人的・私的な信頼関係を構築している友人・知人という存在によって、こころの健康に
よい影響を与えている人との「つながり」を確保している可能性が示唆された。

資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）
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	 図表1-4-9	 周囲との人間関係とこころの健康への影響に対する回答別割合（年代別）
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 1 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 2 

 3 

（（孤孤独独をを感感じじるる単単身身者者のの割割合合はは、、単単身身者者以以外外のの人人よよりりもも高高いい傾傾向向ににああるる）） 4 

 先述のように「同居の家族」は、こころの健康によい影響を与えている存在と考えられ5 

るが、同居の家族がいない単身者のこころの健康状態はどのようなものだろうか。 6 

まず、孤独感についてみると、孤独を感じることが「しばしばある・常にある」と回答7 

した単身者の割合は、単身者以外の人と比べ、10.0％ポイント上回っているなど、孤独を8 

感じている人が比較的多い傾向がみられる（図１－４－10）。 9 
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資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）

（孤独を感じる単身者の割合は、単身者以外の人よりも高い傾向にある）
先述のように「同居の家族」は、こころの健康によい影響を与えている存在と考えられ

るが、同居の家族がいない単身者のこころの健康状態はどのようなものだろうか。
まず、孤独感についてみると、孤独を感じることが「しばしばある・常にある」と回答

した単身者の割合は、単身者以外の人と比べ、10.0％ポイント上回っているなど、孤独
を感じている人が比較的多い傾向がみられる（図表1-4-10）。
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	 図表1-4-10	 孤独を感じる程度に対する回答別割合（同居人の有無別）
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 1 

【【図図１１－－４４－－1100】】  孤孤独独をを感感じじるる程程度度にに対対すするる回回答答別別割割合合（（同同居居人人のの有有無無別別））  2 

 3 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 4 

  5 

（（単単身身者者ののこここころろのの健健康康ににととっってて、、私私的的なな友友人人・・知知人人ととののつつななががりりはは重重要要）） 6 

また、単身者のこころの健康に対して、よい影響があると思われる人は、「別居の家族」7 

が最も多く、57.4％であったが、単身者以外の人でみても「別居の家族」は 60.1％あり、8 

単身者とそれ以外の人で大きな差はみられなかった。他方で、単身者は、それ以外の人と9 

比べ、「学校や職場以外の趣味・社会活動等における友人・知人」や「過去属していた学10 

校・職場の友人・同僚」を、こころの健康によい影響を与えている存在としてより多く選11 

ぶ傾向がみられた（図１－４－11）。 12 

単身者は、こころの健康によい影響を与えると考えられる「同居の家族」が不在であっ13 

ても、個人的・私的な信頼関係を構築している友人や知人という存在によって、自らのこ14 

ころの健康によい影響があると思われる人との「つながり」を確保している可能性が示唆15 

される。 16 

 17 

【【図図１１－－４４－－1111】】  孤孤独独をを感感じじるる程程度度にに対対すするる回回答答別別割割合合（（同同居居人人のの有有無無別別））  18 

同居人の有無

全  体

同居人がいる

同居人がいない

11.8

12.6

8.3

42.5

45.3

30.3

26.5

25.6

30.0

9.8

8.9

13.9

9.4

7.5

17.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

決してない ほとんどない たまにある 時々ある しばしばある・常にある

資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和5）年度）

（単身者のこころの健康にとって、私的な友人・知人とのつながりは重要）
また、単身者のこころの健康に対して、よい影響があると思われる人は、「別居の家族」

が最も多く、57.4％であったが、単身者以外の人でみても「別居の家族」は60.1％あり、
単身者とそれ以外の人で大きな差はみられなかった。他方で、単身者は、それ以外の人と
比べ、「学校や職場以外の趣味・社会活動等における友人・知人」や「過去属していた学
校・職場の友人・同僚」を、こころの健康によい影響を与えている存在としてより多く選
ぶ傾向がみられた（図表1-4-11）。

単身者は、こころの健康によい影響を与えると考えられる「同居の家族」が不在であっ
ても、個人的・私的な信頼関係を構築している友人や知人という存在によって、自らのこ
ころの健康によい影響があると思われる人との「つながり」を確保している可能性が示唆
される。
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	 図表1-4-11	 周囲との人間関係とこころの健康への影響に対する回答別割合（同居人の有無別）
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 3 

３３  こここころろとと身身体体のの健健康康意意識識ににみみらられれるる違違いい  4 

前項では、こころと身体の総合的な健康状態や、こころの健康状態について人々の意識5 

をみてきたが、こころの不調と身体の病気51について、人々の意識にはどのような違いが6 

みられるだろうか。 7 

  8 

（（こここころろのの不不調調ににつついいててはは、、周周囲囲のの人人へへのの相相談談ををたためめららううだだろろううとと考考ええてていいるる人人がが多多いい）） 9 

周囲への相談について、自覚症状が出た段階と診断を受けた段階に分けて尋ねたところ、10 

いずれの段階においても、家族や職場に相談すると思う人（「あてはまる」または「どち11 

らかといえばあてはまる」と回答した人。）の割合は、こころの不調のほうが身体の病気12 

（がん）よりも少なかった（図１－４－12）。 13 

こころの不調は、身体の病気（がん）と比較して周囲に相談しにくい症状であり、また、14 

実際に不調をきたした場合に、職場よりも身近な相談相手と考えられる家族に対しても、15 

相談をためらうだろうと考えている人が多いと考えられる。 16 

                         
51 本調査では、「こころの不調」とは「うつ病」といった病名が診断されている状態のほか、スト
レスや不安感からくる心身の不調も含むものとした。また、身体の病気については、具体的に

「がん」を想定して回答いただくよう求めた。 
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	3	こころと身体の健康意識にみられる違い
前項では、こころと身体の総合的な健康状態や、こころの健康状態について人々の意識
をみてきたが、こころの不調と身体の病気＊47について、人々の意識にはどのような違い
がみられるだろうか。

（こころの不調については、周囲の人への相談をためらうだろうと考えている人が多い）
周囲への相談について、自覚症状が出た段階と診断を受けた段階に分けて尋ねたとこ
ろ、いずれの段階においても、家族や職場に相談すると思う人（「あてはまる」または
「どちらかといえばあてはまる」と回答した人）の割合は、こころの不調の方が身体の病
気（がん）よりも少なかった（図表1-4-12）。
こころの不調は、身体の病気（がん）と比較して周囲に相談しにくい症状であり、ま
た、実際に不調をきたした場合に、職場よりも身近な相談相手と考えられる家族に対して
も、相談をためらうだろうと考えている人が多いと考えられる。

（こころの不調については、通院をためらうだろうと考えている人が多い）
また、通院する意向について、自覚症状が出た段階と診断を受けた段階に分けて尋ねた
ところ、いずれの段階においても、通院すると思う人（「あてはまる」または「どちらか

＊47	本調査では、「こころの不調」とは「うつ病」といった病名が診断されている状態のほか、ストレスや不安感からくる心身の不調も
含むものとした。また、「身体の病気」については、具体的に「がん」を想定して回答いただくよう求めた。
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といえばあてはまる」と回答した人）の割合は、こころの不調のほうが身体の病気（が
ん）よりも少なかった（図表1-4-12）。

こころの不調は、身体の病気（がん）と比較して、自覚症状がある場合や診断を受けた
場合でも、通院をためらうだろうと考えている人が多いと考えられる。

	 図表1-4-12	 こころの不調・身体の病気に関する意識・行動に対する回答別割合
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 1 

（（こここころろのの不不調調ににつついいててはは、、通通院院ををたためめららううだだろろううとと考考ええてていいるる人人がが多多いい））  2 

また、通院する意向について、自覚症状が出た段階と診断を受けた段階に分けて尋ねた3 

ところ、いずれの段階においても、通院すると思う人（「あてはまる」または「どちらか4 

といえばあてはまる」と回答した人。）の割合は、こころの不調のほうが身体の病気（が5 

ん）よりも少なかった（図１－４－12）。 6 

こころの不調は、身体の病気（がん）と比較して、自覚症状がある場合や診断を受けた7 

場合でも、通院をためらうだろうと考えている人が多いと考えられる。 8 

 9 

【【図図１１－－４４－－1122】】  こここころろのの不不調調・・身身体体のの病病気気にに関関すするる意意識識・・行行動動にに対対すするる回回答答別別割割合合  10 

 11 
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12.1

30.5

44.6

8.0

11.8

25.4

29.2

36.4

45.2

18.3

21.8

26.4

24.5

13.9

17.7

24.4

24.2

27

27.1

24.1

28.9

22.2

16.4

26.1

23.2

21.2

18.9

25.1

18.1

42.6

14.5

9.8

6.3

12.3

10.6

6.3

5.9

6.1

5.2

8.5

22.7

11.2

8.2

39.7

36.7

22.8

21.9

5.4

4.4

6.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

あてはまる どちらかといえばあてはまる どちらともいえない どちらかといえばあてはまらない あてはまらない

94 

 

 1 
資料：厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度） 2 

 3 

（（こここころろのの不不調調はは、、若若いい世世代代ほほどど、、身身近近にに感感じじてていいるる人人がが多多いい））  4 

次に、こころの不調について、どの程度身近に感じるか尋ねたところ、身近に感じてい5 

る人（「身近に感じる」または「どちらかといえば身近に感じる」と回答した人。以下同6 

じ。）の割合は、回答者全体でみると、身体の病気（がん）と比較して特段の差はなかっ7 

た。 8 

しかし、年代別にみると、身体の病気（がん）を身近に感じている人の割合は、回答者9 

全体の傾向と年代別の傾向に大きな差はみられない一方で、こころの不調については、若10 

い世代ほど身近に感じている人の割合が高く、20 歳代では７割以上に達するものの、7011 

歳以上では３割未満にとどまり、世代間の認識に大きな差がみられた（図１－４－13）。 12 

若い世代には、こころの不調に対する理解や共感が、他の世代よりも広まっていること13 

がその背景にあると考えられる。 14 

 15 

【【図図１１－－４４－－1133】】  こここころろのの不不調調・・身身体体のの病病気気にに関関すするる身身近近ささにに対対すするる回回答答別別割割合合（（年年16 

代代別別））  17 
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（こころの不調は、若い世代ほど、身近に感じている人が多い）
次に、こころの不調について、どの程度身近に感じるか尋ねたところ、身近に感じてい

る人（「身近に感じる」または「どちらかといえば身近に感じる」と回答した人。以下同
じ。）の割合は、回答者全体でみると、身体の病気（がん）と比較して特段の差はなかっ
た。

しかし、年代別にみると、身体の病気（がん）を身近に感じている人の割合は、回答者
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全体の傾向と年代別の傾向に大きな差はみられない一方で、こころの不調については、若
い世代ほど身近に感じている人の割合が高く、20歳代では7割以上に達するものの、70
歳以上では3割未満にとどまり、世代間の認識に大きな差がみられた（図表1-4-13）。

若い世代には、こころの不調に対する理解や共感が、他の世代よりも広まっていること
がその背景にあると考えられる。

	 図表1-4-13	 こころの不調・身体の病気に関する身近さに対する回答別割合（年代別）

＜参考３＞ 「こころの健康に対する人々の意識」関係④
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●こころの不調は、若い世代のほうが身近に感じている人の割合が高い。

（資料）厚生労働省「少子高齢社会等調査検討事業」（2023（令和５）年度）

こころの不調

身体の病気（がん）
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